
付 表 ・付 注

図の基礎資料





付 表 一375一

付表1情 報流通量の計量概念例

電気通信系 輸 送 系 空 間 系

原発信

情報量

電話で発信者が話 した情

報量、新たに放送された

放送番組の情報量

郵便 ・書籍の原稿の情報

量、CD・ ビデオソフト

の原盤の情報量

対話で話し手が話した情

報量、初公開された映

画 ・演劇等の作品の情報

量

発 信

情報量

電話、郵便等のパーソナルメディアでは原発信情報量に等しい

各放送局から送信された

全番組の情報量

印 刷 ・プ レ ス さ れ て 出

回 っ た書籍 ・CD・ ビデ

ォ ソ フ トの全 情 報量

対話で話し手が話した情

報量、各地の映画館 ・劇

場で1年 間に上映 ・上演

された映画 ・演劇の情報

量の総和

選択可

能情報

量

電話、郵便等のパーソナルメディアでは発信情報量に等しい

全国の設置受信機で選択

可能な全放送番組の情報

量の総和

印 刷 ・プ レ ス さ れ て 出

回 った 書籍 ・CD・ ビデ

オ ソ フ トの全 情報 量

対話の聞き手に向けて話

された情報量の総和、各

地の映画館 ・劇場の各座

席に向けて1年 間に上

映 ・上演された映画 ・演

劇の情報量の総和

消費可

能情報

量

電話、郵便等のパーソナルメディアでは発信情報量に等しい

全国の設置受信機で消費

可能な全放送番組の情報

量の総和

印 刷 ・プ レ ス さ れ て 出

回 った書 籍 ・CD・ ビデ

オ ソフ トの 全情 報 量

対話の聞き手に向けて話

された情報量の総和、各

地の映画館 ・劇場の各座

席に向けて1年 間に上

映 ・上演された映画 ・演

劇の情報量の総和

消 費

情報量
電話の受信者、テレビ放

送の視聴者等情報の消費

者が実際に接した情報の

総量

各 人が 書 籍 ・CD・ ビ デ

オ ソフ トを読 ん だ り、 視

聴 して 接 した情 報の 総 量

対話の聞き手、映画館 ・

劇場の入場者がそこで見

聞きした情報の総量

付表2蓄 積情報量の計量概念

マ ス メデ ィア パー ソナ ル メデ ィア

発信側
蓄積情

報量

商業的 ・公共的再利用のための蓄積

(図書館の蔵書、レンタルビデオ店、放

送局所有のテレビ番組等)

発信者が保存する情報

(ファクシミリ原稿、手交文書原稿、講

義 ・講演用原稿等)

受信側
蓄積情

報量

一般世帯等での蓄積

(家庭蔵書、TV番 組のビデオ録画、保

有CD等)

受信者が保存する情報

(ファクシミリ出力、手交文書、郵便物

の保存分等)



一376一 付 表

付表3情 報流通センサス計量対象メディア

メ デ ィ ア 名 全 地 メ デ ィ ア 名 全 地

電

気

通

信

系

01

02

03

04

05

06

07

08

09

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

加 入電話

自動車 ・携帯電話

列車 ・船舶 電話

無線呼 出 し

加入 回線 ファ クシ ミリ

テレビ番組 配信(地 上波 テレビ

局への配信)

テ レビ番組配信(ケ ーブルテ レ

ビ局への配信)

ラジオ番組配信(地 上 波 ラジオ

局への配信)

新聞紙面伝送

専用サー ビス(電 話)

専用サー ビス(フ ァ クシ ミリ)

専 用サー ビス(デ ー タ伝送)

専用サー ビス(画 像映像伝 送)

衛 星通信

デジ タルデー タ伝送

テレビ会 議

ビデオテ ックス

ファクシ ミリ通信網 ファクシ ミリ

ISDN(電 話)

iSDN(フ ァクシ ミリ)

ISDN(デ ー タ伝 送)

ISDN(画 像 関 象伝 送)

電報

テレックス

構内電話(構 内通信)

構 内無線(構 内通信)

LAN

私設無線

有線放送電話

オフ トー ク通信

MCA無 線

コンビニエ ンスラジオフォ ン

テ レター ミナ ル

AVN

パ ソコン通信

デー タベ ー ス

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

電
気

通

信

系

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

地上 系テ レビジ ョン放 送

ケー プルテ レビ放送

衛星TV放 送

ハ イビジ ョンテ レビ放送

AMラ ジオ放 送

FMラ ジオ放 送

衛 星 ラジオ放 送

有線 ラジオ放送

文 字放 送

構内放送

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

輸

送

系

47

48

49

50

51

52

53

54

55

56

57

58

59

60

61

62

63

64

封書

はが き

電子郵便

手書 き文 書

ワー プロ文 書

コンピュー タ文書

文書 コピー

新聞

雑誌

書籍

その他 印刷物

ビデ オソフ ト

オーデ ィ才ソフ ト

コンピュー タソフ ト

パ ソコンソフ ト

図書館

レンタル ビデオ

レ ンタル オー ディオ

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

空

間

系

65

66

67

68

69

70

71

72

掲示伝送

講演 ・演劇 ・コンサー ト

スポーツ観戦

映画上映

学校教育

社会教 育

会議

対話

○

○

○

○

○

○

○

○

○

O

O



付表44年 度地域別情報量

(単位:ワ ー ド、%)

付 表 一377一

(単位:ワ ー ド、%)

都 道 府 県 発 信 情 報 量 占有率 都 道 府 県 選択可能情報量 占有率

東 京

大 阪

神 奈 川

愛 知
埼 玉

北 海 道

千 葉

兵 庫

福 岡

静 岡
京 都

広 島

茨 城

新 潟

長 野

宮 城

岐 阜

群 馬

栃 木

福 島

岡 山
三 重

熊 本

鹿 児 島
山 ロ

愛 媛

奈 良
長 崎

青 森

岩 手

山 形

滋 賀

大 分

石 川

沖 縄

秋 田

富 山

和 歌 山

宮 崎

香 川

福 井

山 梨

佐 賀

徳 島

島 根

高 知
鳥 取

合 計

9.93×1014

3.70×1014

2.89×1014

2.62×1014

2.27×10M

2,07×1014

1.99×1014

1.96×1014

1.64×1014

1.27×1014

1.10×1014

1.02×1014

9.97×1013

8.26×10λ3

8.16×1013

7.51×1013

7.48×1013

7.15x1013

7.13×1013

7.09×1013

7.03x10L3

6.16×1013

5.94×1013

5.79×1013

5.67×1013

5.23×1013

5.15×1013

4.94×1013

4.85×1013

4.64×1013

4,34×1013

4,27×1013

4.24×1013

4,22×1013

4.06×1013

4.05x1012

3.86×10h3

3,85×1013

3.73×1013

3.72×1013

3.02×1013

3.01×10L3

2.93×1013

2.88×10真3

2.80×1013

2.77×1013

2.26×1013

5。03×1015

19.8

7.4

5.7

5.2

4.5

4.1

4.0

3.9

3.3

2.5

2.2

2.0

2.0

1.6

1.6

1.5

1.5

1.4

1.4

1.4

1.4

1.2

1.2

1.2

1.1

1.0

1.0

1.0

1.0

0.9

0.9

0.9

0.8

0.8

0.8

0.8

0.8

0.8

0.7

0.7

0.6

0.6

0.6

0.6

0.6

0.6

0.5

100

東 京

神 奈 川

大 阪

埼 玉

愛 知

千 葉

兵 庫

北 海 道

福 岡

静 岡

茨 城

長 野

京 都
広 島

栃 木

新 潟
群 馬

三 重

岡 山

岐 阜

宮 城

福 島

奈 良

山 梨

熊 本

滋 賀

長 崎

愛 媛
青 森

香 川

山 口

岩 手

和 歌 山

鹿 児 島

石 川

山 形

富 山

福 井

大 分

秋 田

徳 島

島 根

佐 賀
高 知

宮 崎

沖 縄

鳥 取

合 計

4,19×1016

2.70x1016

2.47×1016

2.07×10L6

1.89×1016

1.78×1α6

1.40×1016

1.32x1016

LO8x1016

8.35×1015

8.18×1015

7.27x1015

6.98×1015

6.28×1015

5.49×1015

5,47×1015

5.40×1015

5.34×!015

5.10×1015

5.07×1015

4,78×1015

4.02×1015

3,84×1015

3,56×1015

3.38×1015

3.13×1015

2.89×1015

2.73×1015

2.71×10L5

2.65×1015

2.64×1015

2.55×1015

2.47x1015

2.45×1015

2.44×1015

2.24×1015

2.21×1015

2.03×1015

2.02×1015

1.73×1015

1.65×1015

1.63×1015

1,57×1015

1.56×1015

L56×1015

1.45×1015

1.36×1015

3.25×1017

12.9

8.3

7.6

6.4

5.8

5.5

4.3

4.1

3.3

2.6

2.5

2.2

2.2

1.9

1.7

1.7

1.7

1.6

1.6

1.6

1.5

1.2

1.2

1.1

1.0

1.0

0.9

0.8

0.8

0.8

0.8

0.8

0.8

0.8

0.8

0.7

0.7

0.6

0.6

0.5

0.5

0.5

0.5

0.5

0.5

0.4

0.4

100
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(単 位:ワ ー ド、%) (単 位:ワ ー ド、%)

都 道 府 県 消費可能情報量 占有率 都 道 府 県 消 費 情 報 量 占有率

東 京

神 奈 川

大 阪

愛 知

埼 玉

千 葉

北 海 道

兵 庫

福 岡

静 岡

広 島

茨 城

京 都

新 潟

長 野

宮 城
岡 山

栃 木

福 島
岐 阜

群 馬

三 重

山 口

熊 本

奈 良

愛 媛

青 森

鹿 児 島
岩 手

滋 賀

富 山

山 形

石 川

長 崎
秋 田

大 分
香 川

和 歌 山

宮 崎

福 井

徳 島

山 梨

高 知

島 根

沖 縄

鳥 取

佐 賀

合 計

7.06×1015

4.37×10L5

4.31×10L5

3.54×1015

3.21×1015

2.94×1015

2.70×1015

2。60x1015

2,20×1015

1.86×1015

1.49×1015

1.45×1015

1.35x10旦5

1.24×10i5

1.11×1015

1,10×1015

1.04×1015

1.02×1015

1.01×1015

1.01×10夏5

9.78×10旦4

9.50x1014

8.00x10M

7.91×10L4

7.58×10L4

7.08x1014

7.05×1014

7.04×10L4

6.73x10L4

6.48×10瓦4

6,37×10L4

6.01x1014

5.90×1014

5.89×1014

5.44×1014

5.32×10M

5.28×1014

5.15×10i4

5.01×1014

4.50x10M

4.27×10且4

4.24×10M

4.17×1014

4.13x10L4

4,07×10且4

3.43×10M

3.43×10M

6.26×10i6

11.3

7.0

6.9

5.7

5.1

4.7

4.3

4.2

3.5

3.0

2.4

2.3

2.2

2.0

1.8

1.8

1.7

1.6

1.6

1.6

1.6

1.5

1.3

1.3

1.2

1.1

1.1

1.1

1.1

1.0

1.0

1.0

0.9

0.9

0.9

0.9

0.8

0.8

0.8

0.7

0.7

0.7

0.7

0.7

0.7

0.6

0.6

100

東 京

大 阪

神 奈 川

愛 知

埼 玉

北 海 道

千 葉

兵 庫

福 岡

静 岡

茨 城

広 島

京 都

新 潟

宮 城

長 野

福 島

栃 木

岐 阜

群 馬
岡 山

熊 本

三 重

鹿 児 島
山 ロ

長 崎

愛 媛

青 森

岩 手

奈 良

山 形

大 分

秋 田

滋 賀

石 川

富 山

宮 崎

沖 縄

香 川

和 歌 山

山 梨

佐 賀

福 井
徳 島

高 知

島 根

鳥 取
合 計

1.31×1015

9.05×1014

8,35x10L4

7.20×10M

6.71×10且4

6.26×1014

5.89×10M

5.52×1014

5.05×1014

3.86×1014

3.17×10M

3.05×1014

2.69×10M

2.67×1014

2,41×10M

2.22×10艮4

2.18×1014

2.17XlO14

2.13×1014

2.12×1014

1.95×1014

1.90×1014

1.84×1014

1.83×1014

1.69×1014

1.63×1014

1.62×10M

1,55×1014

1.45x10夏4

1.36×1014

1.31×1014

1.30×1014

1.28×1014

1.25×1014

1.24×1014

1.21×10M

L19×1014

1.16×1014

1.10×1014

1.07×1014

9.33×1013

8.84×1013

8.73×1013

8.73×1013

8.48×1013

8.30×1013

6.35×10L3

1.31×10且6

10.0

6.9

6.4

5.5

5.1

4.8

4.5

4.2

3.9

2.9

2.4

2.3

2.1

2.1

1.8

1.7

1.7

1.7

1.6

1.6

1.5

1.5

1.4

L4

1.3

1.3

1.2

1.2

1.1

1.0

1.0

1.0

1.0

1.0

1.0

0.9

0.9

0.9

0.8

0.8

0.7

0.7

0.7

0.7

0.7

0.6

0.5

100
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付表5家 庭の情報化指標の内容

指標名 内 容

情
報
装
備
指
標

家庭における情報入手手段の多様化の推移(以 下の2指 標により構成)

① 情 報通 信 機 器 ス トッ ク指 標(保 有 数 の推 移)

〈対象 〉 カ ラー テ レ ビ ジ ョン、 ビデ オテー プ レ コー ダ、 テー プ レ コー ダ/CD

プ レー ヤ、ラ ジ オカ セ ッ ト、ス テ レオ 、パ ソコ ン、ワ ープ ロ、プ ッシュ

ホ ン、 フ ァ ク シ ミ リ、 携帯 ・自動 車 電 話、 無 線呼 出 し、衛 星 放送 受信

装 置

② 情報 ネ ッ トワー クス トッ ク指 標(加 入率 の 推移)

〈対象 〉 住宅 用 加 入 電話 、 衛 星放 送 、 自主 放 送 ケー ブ ル テ レ ビ、 ビデ オテ ッ ク

ス

情

報
支

出

指

標

家計消費支出における情報通信関連支出の推移(以 下の3区 分により構成)

① 情 報通 信 機 器 系(実 質購 入 金 額)

〈対 象〉 ラ ジオ、 テ レ ビジ ョ ン、 ステ レオ、 テー プ レ コー ダ/CDプ レー ヤ、

ビデ オ テー プ レコー ダ、パ ソ コン/ワ ー プ ロ、 その他 の 情報 通 信機 器

(電 話 、 フ ァ ク シ ミ リ及 び衛 星放 送 受信 装 置)

②情報ネットワーク系(実 質支出金額)

〈対象〉郵便料、電話通信料、NHK放 送受信料

③ 情報 ソ フ トウ ェア 系(実 質購 入金 額)

〈対象 〉 レ コー ド、 テー プ 、新 聞 、 書籍 ・雑 誌、 他 の書 籍 、他 の 印刷 物

情
報
入
手
可
能
性
指
標

家庭における入手可能な情報量の推移(以 下の5区 分により構成。各情報提供

量の指数に各々の平均利用時間を乗じたもの)

① テ レ ビジ ョ ン系(テ レビ ジ ョン放 送 に よ り提供 され た情 報 量)

②ラジオ系(ラ ジオ放送により提供された情報量)

③パ ッケー ジ系(音 声 系 ・映像 系 ソフ トに よ り提供 され た情 報 量)

〈対 象〉 レ コー ド、CD、 音 楽 テー プ 、 ビデ オ カセ ッ ト、 ビデ オデ ィ ス ク

④新聞系(新 聞により提供された情報量)

⑤書籍 ・雑誌系(書 籍 ・雑誌等により提供された情報量)



付表6「 家庭における情報化の動向に関する全国調査」の設問及び集計方法(一 部抜粋)

調 査 内 容 設 問 算出方 法

情報入手環境にお

ける対東京との格

差意識

標本数

5,934世 帯 の15歳

以上の全世帯員

有効回答数

5,817人

あなたが、日常生活上で情報を入手する場合についておうかがいします。

あなたの住んでいる自市区町村は、他の地域に比べて、情報を入手する環境(メ ディアの普及、

情報の質 ・量、情報提供の機関 ・施設など)が 整備されているとお感 じでしょうか。

(○印は1っ)

「無回答」と「分か

らない」と回答し

た人を除 く、全回

答者数に対す る

「劣って い る」と

「やや劣っている」

と回答 した人の構

成比。

す い
ぐる
れ
て

や れ
や て
すい
ぐる

どもい

ちい
らえ
とな

やて
やい

雀る

雀る

蕊

わい
か

ら
な

東京 よ り(東 京にお住 まい
の方は 「東 京都心 よ り」) 1 2 3 4 5 6

日常生活における

情報の不足感につ
いて

標本数

5,934世 帯 の15歳

以上の全世帯員

有効回答数

5,817人

あ なた に とっ て、 日常 生 活 上 、 どの よ うな情 報 が 不 足 して い る とお感 じに な って い ます か。

下 記 の(1)～(3)の 各 地域 ご とに お 答 え下 さい。

(○ 印 は(1)～(3)ご とに い くつ で も)

情報不足を感じて
いる人の割合:

有 効回収数5,817

人に対する無回答

及び 「情報は不足

していない」と回

答した人以外の割

不足 して いる情報 は 情い
報
は
不
足
し

ε
な

政 ビ

塗ス

行

政
サ

1

産

芋
経
済

科

掌
技
術

社

傘
生
活

教術

亨
文
イ多

芸

ス ヤ

ポ1

1

マ

峯

健

塵
医
療

あ
他

(1)地 元地域 に関す る情報で 1 2 3 4 5 6 7 8 9

合

各種情報に対し、

不足を感 じる人の

割合:

有 効回収数5,817

入に対する各項目

の回答者数の割合

(2)国 内に関す る情 報で 1 2 3 4 5 6 7 8 9

(3)海 外に関す る情報 で 1 2 3 4 5 6 7 8 9

1

器
　

1



付 注 一381一

付 注

(付注7)

情報 通信 サ ー ビ ス部 門 とは 、情報 を、生 産 、加 工 、伝達 す るな どの 情 報通 信 サー ビス を提

供す る産業 部 門 であ る。

(付注8)

情報通信支援財部門とは、情報通信サービスの提供に際し、直接的に使用される情報通信

機器や施設等の情報通信支援財を提供する産業部門である。

(付注9)

非情報通信関連部門とは、情報通信サービス部門及び情報通信支援財部門を除く全ての産

業部門である。

(付注10)

調 査 名
(調査時期)

調 査対 象 調査対象数 標本抽出方法 回 収 数

家庭における情報

化の動向に関する

全国調査

(5年11月)

世帯及び世帯員

5,934世 帯

16,400人

(推 定 世 帯

員数)

無作為抽出

郵送調査

2,128世 帯

6,726人

(内15歳 以

上5,817人)

(付注11)

調 査 名
(調査時期) 調査 対象 調査対象数 標本抽出方法 回 収 数

通信 ネ ッ トワー ク

調査

(5年12月)

全国の常雇規模

300人 以 上の企

業

2,000

事業所統計調査による事

業所名簿から常時雇用従

業者数規模別に抽出

1,589

(付注12)

通 信 ネ ッ トワー ク とは、 ここ では 、次 の ① と② を合 わせ た もの をい う。

① 音声 ネ ッ トワー ク(専 用電 話網 あ るい は 内線 電 話)

通信 事業 者 が提 供 す る回線 ・専 用 線 を利用 して構 築 した、 専 用 で使 用 で きる電 話 の ネ ッ

トワー クの こ と。

② デ ー タネ ッ トワー ク

通 信事 業 者 が提 供 す る 回線 ・専 用 線 を利 用 して、 企業 内あ るいは企 業 間 の複 数 の拠 点 間

で デー タ(画 像 ・イ メー ジ を含 む。)を や りと りす る ネ ッ トワー クの こ と。

なお、LANの よ うな企 業 内 で部 門的 に 回線 ・専 用 線 以外 の ケー ブ ル を利 用 して構築 す る

ネ ッ トワー ク もデ ー タネ ッ トワー クに 含め る。



一382一 付 注

(付 注13)

ア ン ケー トは、5年11月 か ら6年1月 に か け て、マ ル チ メ デ ィア 情 報通 信 に関 す る有 識者

98名 を対 象 に行 っ た調査 で あ る。



図の基礎資料 一383一

図の基礎資料

第1-1-1図 国内通信の動向

(指数)

年 度 末 58 59 60 61 62 63

加 入 電 話 契 約 数 100.0 102.5 105.6 109.1 112.9 117.4

電 報 通 数 100.0 93.6 91.3 89.9 92.2 93.1

高速 デ ジ タル回 線数
　 一 100.0 332.0 688.6 1,008.4

無線 呼 び出 し契 約数 100.0 114.5 130.9 150.9 179.4 213.3

携帯 ・自動車電話契約数 100.0 148ユ 229.6 351.9 559.3 900.0

NHK受 信 契 約 数 100.0 100.9 102.3 103.8 105.2 106.6

衛星放送受信世帯数 一 一 一 一 100.0 241.5

内 国 郵 便 物 数 100.0 102.2 109.7 111.8 119.8 125.3

ISDN回 線 数 一 一 一 一 　 100.0

年 度 末 元 2 3 4 5.9

加 入 電 話 契 約 数 122.3 127.2 131.2 134.5 136.4

電 報 通 数 97.4 99.9 105.5 104.9 一

高速 デ ジタル 回線 数 1,337.2 1,763.0 2β55.5 3,126.9 3,573.0

無線 呼 び出 し契 約 数 257.0 308.5 358.3 405.4 442.5

携帯 ・自動車電話契約数 1,811.1 3,214.8 5,104.1 6,342.8 6,839.3

NHK受 信 契 約 数 107.8 108.9 110.2 111.5 一

衛星放送受信世帯数 405.5 696.7 933.9 1,206.7 1,308.1

内 国 郵 便 物 数 132.5 140.6 147.6 150.4 一

ISDN回 線 数 548.7 2,279.9 7,023.3 13,089.4 16,035.8

第1-1-2図 事務用 ・住宅用一般加入電話契約数及び伸び率(前 年同期比)の 推移

(万契約、%)

58 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5.9

住宅用一般加入電話
契約数 2,930 3,021 3,115 3,207 3,314 3,436 3,564 3,700 3,822 3,930 4,005

伸び率 3.6 3.1 3.1 3.0 3.3 3.7 3.7 3.8 3.3 2.8 2.7

事務用一般加入電話
契約数 1,316 1,334 1,371 L425 1,484 1,554 L636 1,708 1,762 1,795 1,807

伸び率 2.7 1.4 2.8 3.9 4.1 4.7 5.3 4.4 3.2 L9 1.3



一384一 図の基礎資料

第1-1-6図 電 話サービス 通話時間別通話回数(4年 度)

(億 回、%)

通 話時 間 1分 以内 1～3分 3～5分 5～10分 10分以上

通 話 回 数 398.06 222.17 61.64 48.10 42.52

NTT構 成 比 52.1 28.5 7.8 6.1 5.5

新事業者構成比 42.9 33.0 10.3 8.1 5.8

第1-1-7図 電 話サービス 時間帯別通話回数の構成比(4年 度)

(億回、%)

時 間 帯 0～1 1～2 2～3 3～4 4～5 5～6 6～7 7～8

総 通 話 回 数 0.8 0.4 0.3 0.2 0.2 0.2 0.6 1.9

NTT 0.8 0.4 0.3 0.2 0.2 0.2 0.6 2.0

新 事 業 者 0.4 0.2 0.1 0.0 0.0 0.0 0.2 0.6

時 間 帯 8～9 9～10 10～11 11～12 12～13 13～14 14～15 15～16

総 通 話 回 数 4.8 9.4 8.7 7.6 5.0 7.3 6.6 6.7

NTT 4.9 9.2 8.5 7.5 5.0 7.1 6.5 6.6

新 事 業 者 3.4 11.6 11.5 10.0 4.0 8.9 8.3 8.0

時 間 帯 16～17 17～18 18～19 19～20 20～21 21～22 22～23 23～24

総 通 話 回 数 7.5 7.7 6.5 5.4 4.7 3.8 2.5 1.4

NTT 7.4 7.7 6.6 5.5 4.9 3.9 2.5 1.5

新 事 業 者 8.8 8.1 4.7 3.3 2.8 2.4 1.7 1.0

第1-1-9図 無線呼出し契約数及び新事業者のシェアの推移

(万契約、%)

年 度 末 58 59 60 61 62 63
1

元 2 3 4 5.9

NTTの 契 約数 165 189 216 249 274 283 305 344 386 422 452

新事業者の契約数 一 一 一 一 22 69 119 165 205 247 278

新 事 業者 シ山ア 一 一 『 一 7.4 19.6 28.1 32.4 34.7 36.9 38.1



第1-1-10図

図の基礎資料 一385一

携帯 ・自動車電話契約数及び新事業者のシェアの推移

(万契約、%〉

年 度 末 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5.9

NTTの 契 約数 2.7 4.0 6.2 9.5 15.1 23.9 37.8 54.9 84.6 102.7 110.9

新事業者の契約数 一 一 『 一 　 0.4 11.1 31.9 53.2 68.5 73.7

新事業者 シ山ア 一 　 一 　 一 1.6 22.7 36.8 38.6 40.0 39.9

第1-1-13図 高速デジタル伝送サービス回線数及び新事業者のシェアの推移

(千回線、%〉

年 度 末 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5.9

NTTの 回線数 0.03 0.64 2.13 3.81 5.29 6.64 8.45 11.11 14.83 17.01

新事業者の回線数 一 一 0.10 0.60 1.17 1.92 2.83 3.97 5.18 5.86

新事業者 シェア 一 一 4.3 13.5 18.1 22.4 25.1 26.3 25.9 25.6

第1-1-14図 一 般専用サービス回線数の推移

(万回線)

年 度 末 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5.9

符号品目の回線数 16.0 16.8 17.9 19.0 20.4 23.3 24.9 27.4 30.2 32.4 33.4

帯域品目の回線数 31.3 33.1 35.6 38.5 44.2 51.4 58.0 63.3 66.8 68.4 68.5

第1-1-15図 デ ジタルデータ伝送サービス回線数の推移

(万回線)

年 度 末 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5.9

回 線 交 換 0.16 0.27 0.40 0.52 0.71 0.86 0.95 0.89 0.84 0.75 0.71

1種 バ ケ ッ ト交 換 0.3 0.66 1.33 1.86 2.60 3.39 4.10 4.84 4.75 4.37 4.19

2種 パ ケ ッ ト交換 一 一 0.09 0.92 2.73 8.73 14.00 19.03 28.82 33.94 35.69



一386一 図の基礎資料

第1-1-16図ISDNサ ー ビス回線数及び提供地域数の推移

(地域、千回線、百回線)

年 月 63.9 元.3 元.9 2.3 2.9 3.3 3.9

サービス提供地域 26 29 77 195 359 1,222 1,441

INSネ ッ ト64 0,537 1,198 2,723 6,574 13,062 27,313 52,793

INSネ ッ ト1500 一 一 0.49 1.17 2.84 5.60 10.08

年 月 4.3 4.9 5.3 5.9 5.12

サービス提供地域 2,049 2,207 2,430 2,485 2,546

INSネ ッ ト64 84,139 116,208 156,811 192,109 211,436

INSネ ッ ト1500 17.51 24.01 31.09 38.22 41.37

第1-1-17図 電 報通数の推移

(万通 、%)

年 度 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5・ 上

慶 弔 電 報 3,412 3,404 3,538 3,572 3,721 3,781 3,971 4,080 4,289 4,276 1,982

一 般 電 報 1,041 765 527 433 383 366 367 370 407 397 184

付加価値電報
の 割 合

一 一 1.8 8.2 19.8 32.5 41.0 46.6 53.2 62.8 65.5



第1-1-18図

図の基礎資料 一387一

企 業向けサー ビス価格指数の推移

(昭和60年=100)

期 60年1 II lII IV 61年1 II III IV 62年1 II m IV

総 平 均 99.7 100.4 100.0 99.9 99.6 99.9 99.8 100.0 99.7 100.2 100.4 100.4

国内電気通信全体 100.1 100.1 99.9 99.9 99.9 99.9 98.9 98.9 98.9 98.9 98.6 98.5

電 話 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 98.9 98.9 98.9 98.9 98.9 98.9

専 用 回 線 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 96.0 94.0

自動車電 話 112.3 112.3 87.7 87.7 87.7 87.7 87.0 87.0 87.0 87.0 87.0 87.0

無線呼 出 し 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

付加価値通信 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 97.9 96.9

期 63年1 II HI IV 元年1 II III IV 2年1 II III IV

総 平 均 100.3 101.3 101.6 102.3 102.6 106.6 107.1 107.8 108.3 110.4 110.9 112.0

国内電気通信全体 97.6 97.2 97.1 97.0 95.9 98.0 97.9 97.9 97.2 95.6 95.6 95.6

電 話 97.9 97.4 97.4 97.4 96.3 98.6 98.6 98.6 97.9 96.4 96.4 96.4

専 用 回 線 94.0 94.0 93.8 93.8 93.8 93.0 91.1 91.1 90.2 88.3 88.3 88.3

自動車電 話 87.0 87.0 87.0 87.0 84.8 82.8 82.8 82.8 82.8 82.7 82.7 82.7

無線呼 出 し 99.3 99.3 99.3 95.3 87.2 89.8 89.8 89.8 86.7 78.6 78.6 78.6

付加価イ直通信 96.9 96.9 94.5 93.5 93.5 96.3 96.1 96.0 95.8 95.2 94.7 94.1

期 3年1 II III IV 4年1 II lII IV 5年1 II III IV

総 平 均 112.5 114.1 114.9 115.0 115.1 116.5 116.6 116.9 116.7 117.4 117.2 116.8

国内電気通信全体 94.6 92.6 92.6 92.6 92.6 91.6 89.8 89.7 89.7 89.7 89.7 84.4

電 話 95.4 93.5 93.5 93.5 93.5 92.4 90.4 90.4 90.4 90.4 90.4 84.6

専 用 回 線 87.5 85.8 85.8 85.8 85.8 85.8 85.8 84.6 84.6 84.6 84.6 84.6

自動車 電話 80.5 76.0 75.3 73.8 73.8 73.8 73.8 73.8 73.8 73.8 73.8 73.8

無線呼 出 し 76.5 72.4 72.4 72.4 72.4 72.4 72.4 70.0 70.0 70.0 70.0 70.0

付加価値通信 94.1 93.7 93.7 93.7 93.7 91.8 91.8 91.8 91.8 91.8 91.8 91.8
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第1-1-21図 衛星放送受信契約数の推移

(万契約)

年 月 2.9 2.12 3.3 3.6 3.9 3.12 4.3

NHK衛 星放送契約数 172.3 204.8 235.1 266.4 303.5 336.0 381.1

JSB衛 星放送契約数 }
一 一 39.3 49.0 69.2 80.1

SDAB衛 星放送契約数 一 『 一 一 2.3 2.6 3.6

年 月 4.6 4.9 4.12 5.3 5.6 5.9 5.12

NHK衛 星放送契約数 404.3 444.5 468.3 500.1 517.2 538.2 558.7

JSB衛 星放送契約数 90.4 103.7 118.4 125.7 131.8 137.9 144.8

SDAB衛 星放送契約数 3.7 3.9 4.0 4.1 4.2 4.8 5.8

第1-1-25図 ケ ーブルテレビ受信契約数及び施設数の推移

(契約、施設)

年 度 末 58 59 60 61

受信契約数 施設数 受信契約数 施設数 受信契約数 施設数 受信契約数 施設数

小 規 模 施 設 387,110 15,142 404,997 15,949 422,161 16,735 438,261 17,493

届 出 施 設 2,841,194 20,592 3,032,484 21,788 3,175,714 23,118 3,320,888 24,064

許 可 施 設 699,962 428 828,549 484 987,654 550 1,175,960 633

合計(NHK契 約数比・%) 3,928,266(12.8) 4,266,030(13.7) 4,585,529(14,6) 4,935,109(15,4>

年 度 末 62 63 元 2

受信契約数 施設数 受信契約数 施設数 受信契約数 施設数 受信契約数 施設数

小 規 模 施 設 456,930 18,367 454,587 18,654 479,968 19,810 517,328 21,488

届 出 施 設 3,485,809 25,057 3,630,652 25,710 3,761,558 26,583 3,928,064 27,869

許 可 施 設 1,434,943 709 1,689,629 826 1,930,752 944 2,322,145 1,091

合計(NHK契 約数比・%) 5,377,682(16.6) 5,774,868(17.6) 6,172,278(18.6) 6,767,537(20.2)

年 度 末 3 4

受信契約数 施設数 受信契約数 施設数

小 規 模 施 設 552,239 23,169 580,314 24,666

届 出 施 設 4,127,926 29,173 4,322,999 30,400

許 可 施 設 2,751,117 1,261 3,440,875 1,371

合計(NHK契 約数比・%) 7,431,282(21.9> 8,344,188(24.3)



年 度 末 62 63 元 2 3 4 6年2月

施 設 数 23 39 64 102 134 149 158

契 約 数 10,898 39,595 194,608 400,154 730,142 1,075,365 L497,711

年 度 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5

総 数 100 102 106 112 120 125 132 141 148 150 151

年 賀 郵 便 100 103 106 110 114 102 116 119 124 125 125

小 包 郵 便 100 106 114 123 147 177 224 265 308 321 302

年 度 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5

郵 便 局 数 100.0 100.5 101.0 101.4 101.7 102.1 102.6 103.1 103.4 103.9 104.4

郵便ポス ト数 100.0 101.0 102.4 103.7 105.3 107.1 109.2 110.9 111.4 112.4

図の基礎資料 一389一

第1-1-26図 都市型ケープルテレビの推移

(施設、契約)

第1-1-27図 内国郵便物数の推移

(指数)

第1-1-29図 郵便局及び郵便 ポス ト設置数の推移

(指数)

第1-1-30図 国際情報通信サービス需要の動向

(指数)

年 度 末 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4

国 際 電 話 100 139 192 271 379 509 643 770 896 969

国際 テ レッ クス 100 105 101 88 72 55 44 35 29 22

国 際 電 報 100 86 71 56 45 37 33 28 26 19

国際専 用 回線 100 110 122 131 157 167 175 187 190 188

国 際 放 送 100 108 108 108 108 116 116 127 130 142

国 際 郵 便 100 102 104 104 110 118 125 132 140 143



一390一 図の基礎資料

第1-1-33図 国際専用回線サービスの推移

(回線)

年 度 末 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4

音 声 級 299 407 538 654 851 825 760 645 539 435

電 信 級 575 553 520 470 450 423 393 362 300 268

中 ・高速符号品目
一 1 9 25 74 213 377 625 819 943

第1-1-34図 取 扱地域別国際専用回線数

・音声級回線 (回線)

地 域 米 国 香 港 シンカポ ール 韓 国 英 国 オーストヲ炉 台 湾 中 国 その他

3年 度 100 76 67 66 30 27 13 12 148

4年 度 76 59 51 50 22 20 13 12 132

・中 ・高速 符 号 品 目
(回線)

地 域 米 国 香 港 英 国 シン搬 「ル かストラリア 韓 国 フランス タ イ インドネシア その他

3年 度 338 140 108 78 38 27 13 10 10 57

4年 度 350 151 111 100 40 38 15 16 14 108



第1-1-37図

図の基礎資料 一391一

企 業向けサービス価格指数

(昭和60年=100)

期 60年1 II lH [V 61年1 II m IV 62年1 II m lV

総 平 均 99.7 100.4 100.0 99.9 99.6 99.9 99.8 100.0 99.7 100.2 100.4 100.4

通 信 全 体 100.3 100.0 99.9 99.9 99.9 99.9 98.8 98.2 98.2 98.2 98.0 97.9

国内電気通信全体 100.1 100.1 99.9 99.9 99.9 99.9 98.9 98.9 98.9 98.9 98.6 98.5

国際電気通信全体 106.11 98.0 98.0 98.0 98.0 98.0 91.6 78.7 78.7 78.7 78.7 78.7

国 際 電 話 106.3 97.9 97.9 97.9 97.9 97.9 92.8 82.5 82.5 82.5 82.5 82.5

国際専用回線 10L6 99.5 99.5 99.5 99.5 99.5 92.1 77.2 77.2 77.2 77.2 77.2

国際テレックス 106.7 97.8 97.8 97.8 97.8 97.8 87.7 67.4 67.4 67.4 67.4 67.4

期 63年1 II III IV 元年1 II III IV 2年1 II III IV

総 平 均 100.3 101.3 101.6 102.3 102.6 106.6 107.1 107.8 108.3 110.4 110.9 112.0

通 信 全 体 97.2 96.9 96.7 96.2 95.3 97.5 97.4 97.2 96.6 95.3 95.3 95.3

国内電気通信全体 97.6 97.2 97.1 97.0 95.9 98.0 97.9 97.9 97.2 95.6 95.6 95.6

国際電気通信全体 77.6 77.6 72.9 63.6 63.6 63.6 63.3 59.2 57.3 54.0 54.0 53.6

国 際 電 話 82.5 82.5 75.9 62.7 62.7 62.7 62.7 57.2 54.5 49.9 49.9 49.3

国際専用回線 59.3 59.3 59.3 59.3 59.3 59.3 52.9 49.7 49.6 49.6 49.6 49.6

国際 テレックス 67.4 67.4 67.4 67.4 67.4 67.4 67.4 67.4 67.4 67.4 67.4 67.4

期 3年1 II m IV 4年1 II II1 IV 5年 【 II III 1V

総 平 均 112.5 ll4.1 114.9 115.0 115.1 116.5 116.6 116.9 116.7 117.4 117.2 116.8

通 信 全 体 94.6 93.1 93.1 93.0 93.1 92.3 9LO 91.1 91.2 91.2 91.2 87.4

国内電気通信全体 94.6 92.6 92.6 92.6 92.6 91.6 89.8 89.7 89.7 89.7 89.7 84.4

国際電気通信全体 53.4 52.6 52.6 52.5 52.5 52.5 52.5 52.5 52.5 52.5 52.5 51.8

国 際 電 話 49.0 47.8 47.8 47.8 47.8 47.8 47.8 47.8 47.8 47.8 47.8 46.9

国際專用回線 49.6 49.6 49.6 48.7 48.3 48.3 48.3 48.3 48.3 48.3 48.3 48.3

国際 テレックス 67.4 67.4 67.4 67.4 67.4 67.4 67.4 67.4 67.4 67.4 67.4 67.4



一392一 図の基礎資料

第1-1-39図 国 際郵便の引受郵便物数の推移

(百万通(個))

年 度 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5

総 数 234.2 239.3 244.1 242.5 257.8 275.8 291.6 308.5 327.7 334.6 351.6

差 立 116.0 116.7 116.8 108.0 110.1 117.4 121.4 125.4 131.1 131.7 128.1

到 着 118.2 122.7 127.3 134.5 147.6 158.3 170.2 183.1 196.6 202.9 217.3

第1-2-3図 業種別営業収益対前年度比の推移

(単位:%)

年 度 61年 度 62年度 63年 度 元年度 2年 度 3年 度 4年 度

第一種電気通信事業 3.3 5.6 1.9 4.2 6.0 4.6 4.7

全 産 業 一 〇
.2 5.6 13.9 2.8 9.2 3.3 一 〇

.7

製 造 業 一2 ,7 0.2 9.6 8.8 5.1 3.9 一3
.9

非 製 造 業 1.0 8.0 15.6 0.5 10.9 3.0 0.7

国 民 総 生 産 4.4 4.9 6.4 7.0 7.3 5.4 2.4

第1-2-4図 業種別設備投資額対前年麿比の推移

(単位:%)

年 度 元 年 度 2年 度 3年 度 4年 度 5年 度

第一種電気通信事業 6.9 6.9 5.5 4.3 4.3

第二種電気通信事業 12.0 23.4 一9
.9 6.3 26.6

電 気 通 信 事 業 7.0 8.0 4.3 4.5 5.8

全 産 業 21.2 12.9 5.7 一5
.2

一9
.6

製 造 業 21.9 18.5 3.3 一13
.3

一18 .0

非 製 造 業 20.8 9.3 7.4 0.3 一4
.7

国 民 総 生 産 7.0 7.3 5.4 2.4



第1-2-26図

図の基礎資料 一393一

通 信機器受注 ・出荷額等

(単位:億 円)

年度 57 58 59 60 61 62

通信機 器受 注額 11,741 !3,539 16,617 18,454 18,859 21,049

銅線ケーブル出荷額 1,593 1,307 1,086 LO67 1,224 1,436

年度 63 1 2 3 4 5

通信機 器受 注額 24,613 24,707 27,353 27,067 27,954 27,792

銅線ケーブル出荷額 1,309 1,476 1,903 1,644 1,610 !,504

第1-3-1図 情 報流通量等の推移

(57年 度=100)(指 数)

57 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4

原発信情報 量 100 102 105 118 136 169 197 222 253 271 289

発 信 情 報 量 100 101 105 113 125 146 166 184 205 217 225

選択可能情報量 100 108 119 130 140 152 170 181 196 211 221

消費可能情報量 100 105 110 114 119 129 139 147 157 167 174

消 費 情 報 量 100 103 103 107 112 118 126 134 140 145 149

実質国民総生産 100 103 107 113 116 122 130 135 142 147 148

総 人 口 100 101 101 102 103 103 103 104 104 105 105

第1-3-5図 都道府県別発信情報量

(10Bワ ー ド)

東京 大阪 神奈川 愛知 埼玉 北海道 千葉 兵庫 福岡 静岡 京都 広島

99.3 37.0 28.9 26.2 22.7 20.7 19.9 19.6 16.4 12.7 11.0 10.2

茨城 新潟 長野 宮城 岐阜 群馬 栃木 福島 岡山 三重 熊本 鹿児島

9.97 8.26 8.16 7.51 7.48 7.15 7.13 7.09 7.03 6.16 5.94 5.79

山 口 愛媛 奈良 長崎 青森 岩手 山形 滋賀 大分 石川 沖縄 秋田

5.67 5.23 5.15 4.94 4.85 4.64 4.34 4.27 4.24 4.22 4.06 4.05

富山 和歌山 宮崎 香川 福井 山梨 佐賀 徳島 島根 高知 鳥取

3.86 3.85 3.73 3.72 3.02 3.01 2.93 2.88 2.80 2.77 2.26



一394一 図の基礎資料

第1-3-6図 都道府県別一人当たり選択可能情報量

(109ワ ー ド)

県 名 山梨 東京 長野 神奈川 埼玉 千葉 三重 大阪 茨城 栃木 愛知 奈良

4年 度 4.12 3.53 3.36 3.33 3.16 3.14 2.95 2.83 2.83 2.81 2.80 2.74

57年 度 0.80 1.72 1.07 1.55 1.35 1.45 1.25 1.39 1.30 1.36 1.24 L28

県 名 群馬 京都 岡山 香川 兵庫 滋賀 福井 岐阜 北海道和歌山 静岡 福岡

4年 度 2.72 2.68 2.64 2.59 2.56 2.51 2.46 2.44 2.33 2.30 2.26 2.23

57年 度 1.28 1.58 1.26 1.19 1.43 1.37 0.88 1.22 1.20 1.33 1.13 1.15

県 名 鳥取 新潟 広島 島根 宮城 石川 徳島 富山 高知 福島 長崎 青森

4年 度 2.21 2.21 2.19 2.11 2.10 2.09 1.99 1.97 1.90 1.90 1.86 1.84

57年 度 1.07 0.86 1.25 1.11 1.04 0.87 0.80 0.78 0.90 0.83 0.65 0.73

県 名 熊本 岩手 愛媛 佐賀 山形 山 口 大分 秋田 鹿児島 宮崎 沖縄 全県平均

4年 度 1.83 1.81 1.81 1.78 1.78 1.69 1.64 1.42 1.37 1.34 1.17 2.33

57年 度 0.86 0.81 0.92 0.65 0.76 0.86 0.78 0.77 0.80 0.73 0.58 1.07

第1-3-7図 電 気 通 信 系 マ ス ・パ ー ソ ナ ル 別 一 人 当 た り選 択 可 能 情 報 量

(パ ー ソナ ル:105ワ ー ド,マ ス:109ワ ー ド)

県名区分 全県
平均 北海道 青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 茨城 栃木 群馬 埼玉

パー ソナ ル メデ ィア 3.33 3,322.38 2.38 3.48 2.83 3.70 2.79 2.59 5.68 6.03 4.20

マ ス メ デ ィ ァ 2.26 2261.78 1.74 2.04 1.36 1.72 1.84 2.76 2.74 2.65 3.10

県名区分 千葉 東京 神奈川 新潟 富山 石川 福井 山梨 長野 岐阜 静岡 愛知

パー ソナ ル メデ ィア 3.70 12.2 4.21 2.91 3.45 3.42 4.84 3.14 3.46 2.18 2.76 4.53

マ ス メ デ ィ ア 3.08 3.45 3.26 2.15 1.91 2.03 2.40 4.06 3.30 2.37 2.19 2.73

県名区分 三重 滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良 和歌山 鳥取 島根 岡山 広島 山 口

パー ソナ ル メデ ィア 1.82 2.29 3.64 6.59 2.55 2.65 2.79 3.59 1.99 3.41 4.17 1.99

マ ス メ デ ィ ア 2.88 2.45 2.61 2.76 2.50 2.67 2.23 2.15 2.04 2.57 2.13 1.62

県名区分 徳島 香川 愛媛 高知 福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島沖縄

パ ー ソナ ル メデ ィア 1.88 3.02 2.36 1.93 3.72 1.55 3.11 2.44 2.26 221 2.40 1.87

マ ス メ デ ィ ア 1.93 2.52 1.74 1.84 2.17 1.72 1.80 1.77 1.58 1.28 1.31 1.10



図の基礎資料 一395一

第1-3-8図 一人当たりの情報流通量変動係数の推移(4年 度)

年度区別 57 58 59 60 61 62 63 1 2 3 4

発信情報量 0,171 0,171 0,177 0,186 0,187 0,189 0,194 0,199 0,197 0,202 0,203

選択可能情報量 0,264 0,268 0,265 0,285 0,285 0,297 0,288 0,297 0,291 0,266 0,264

消費可能情報量 0,090 0,096 0,098 0,094 0,105 0,098 0,109 0,111 0,111 0,100 0,102

消費情報量 0,031 0,031 0,031 0,031 0,033 0,033 0,034 0,035 0,033 0,033 0,033

第1-3-14図 家庭の情報化指標

(指数)

年 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4

情 報 装 備 指 標 100.0 106.2 108.6 119.4 128.5 140.4 146.1 155.9 169.8 181.3

情 報 支 出 指 標 100.0 102.0 105.7 105.5 116.5 117.9 119.8 117.7 115.0 113.7

情報入手可能性指標 100.0 104.7 99.5 101.9 104.2 107.8 113.2 113.8 122.6 126.8

第1-3-15図 情 報支出指標 を構成する各系の推移

(指数)

年 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4

情 報ネッ トワー ク系 100.0 102.2 102.1 103.6 105.9 106.7 105.2 108.0 106.1 104.9

情報 ソフ トウェア 系 100.0 100.0 93.4 97.5 106.3 108.1 113.2 109.4 107.1 114.5

情報通信機器系 100.0 109.0 147.3 152.3 223.8 227.5 236.4 211.4 203.6 165.0

全情報関連支出 100.0 102.0 103.4 105.7 116.5 117.9 119.8 117.7 115.0 113.7

家 計 消 費 支 出 100.0 100.4 100.9 101.7 103.5 106.8 107.4 108.3 110.2 110.5

第1-3-16図 情 報入手可能性指標 を構成する各系の推移

(指数)

年 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4

テ レ ビ 系 100.0 105.7 108.2 109.9 112.2 114.1 117.4 124.0 129.5 133.5

ラ ジ オ 系 100.0 101.0 109.3 117.5 119.4 125.5 135.6 140.9 145.6 153.7

ノぐ ッ ケ ー ジ 系 100.0 99.3 105.8 114.2 122.6 151.8 196.6 219.0 251ユ 267.7

新 聞 系 100.0 101.0 102.6 103.3 105.9 107.6 108.6 110.4 110.6 110.5

書 籍 ・雑 誌 系 100.0 106.0 113.5 114.6 115.9 119.5 120.5 122.8 126.5 127.7



一396一 図の基礎資料

第1-3-18図 情報メディア機器の都市規模別保有動向

(単位:%)

規模
機器

政令指 定
都 市

30～100万

人 未 満 市

10～30万 人

未 満 市

10万 人
未 満 市

郡 部

衛星放送受信設備 67.9 72.7 68.9 68.7 70.2

パ ソ コ ン 47.3 48.8 53.2 49.1 49.4

フ ァ ク シ ミ リ 48.1 40.8 39.7 33.6 34.9

無 線 呼 出 し 27.8 23.5 29.8 23.0 27.0

携 帯 電 話 29.0 30.1 30.1 24.7 33.9

自 動 車 電 話 13.6 11.5 15.9 13.5 16.7

第1-3-19図 電 話 ・郵便の通信先構成比

(単位:%)

電話(発 信) 電話(着信)郵 便(発 信) 郵便(着信)

隣 ・近所の人

家族

親類

友人 ・知人 ・仲間

その他の個人

市役所等の官公庁

官公庁以外の事業所

無回答

5.6

13.3

20,1

42.3

7.8

1.5

7.4

1.9

6.1

12.3

18.6

42.4

5.9

1.2

5.8

1.7

0

3.5

10.2

33.8

11.9

5

34。2

1.4

0.1

0.8

2.1

11.2

5.5

8.9

69.2

2

[電 話サ ン プル 数:(発 信>5,953回(着 信)5,918回]

[郵 便サ ンプ ル 数:(発 信)3,605通(着 信)15,262通]

第1-3-20図 電 話の地方別の通信先構成比

(単位:%)

北海道 東北 関東 甲信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州

市役所等の官庁

官庁以外の事業所

隣 ・近所の人

家族

親類

友人 ・知人

その他の個人

無回答

0.6

3,4

4.5

12

24

41.7

10.3

3.4

2

7.5

8.9

11.4

21.2

38.5

8

2.5

1.2

8.3

4.8

12,8

16.7

48.3

8.5

1.4

1.90.40.8

8,98.510.3

3.55.14

15,214.811.1

20.520.618

41,54448.3

8.88.88.2

0.81.81.3

1

8.3

7.5

12.6

18.1

42.8

7

3.4

3.221.6

8.14.88.3

63.86.7

11.816.216.4

22.923.821.7

38.143.139.1

8.15.65.2

1.80。82.1



第1-3-21図

図の基礎資料 一397一

電話の都市規模別の通信先構成比

(単位:%)

政 令指 定 都 市30～100万 市10～30万 市10万 未満 市 郡 部

市役所等の官公庁

官公庁以外の事業所

隣 ・近所の人

家族

親類

友人・友達 ・仲間

その他の個人

無回答

0,8

5.1

5.5

13.3

16.7

47.9

7.4

2,3

0.8

7.3

4.8

13.7

18.5

46.5

6,3

1.3

1.5

7.8

5.3

14.4

20.4

41.1

8.7

0.8

2.4

5.8

5.7

13.7

21.7

40.1

6.9

2.7

2

7.9

7.1

11,5

20.3

38.2

9.2

4.7

第1-3-22図 無線呼出しサービス契約数の推移

(万契約)

年 月 2.3 3.3 3.9 3.10 3.11 3.12 4.1 4.2 4.3 4.4

契 約 数 425 508 555 562 568 575 580 585 591 600

前年同月比(%) 120.7 119.7 118.5 118.2 117.8 117.5 117.2 116.7 116.3 115.9

年 月 4.5 4.6 4.7 4.8 4.9 4.10 4.11 4.12 5.1 5.2

契 約 数 607 615 623 628 633 639 644 651 656 661

前年同月比(%) 115.6 115.2 114.8 114.4 114.0 113.8 113.4 113.2 113.0 113.0

年 月 5.3 5.4 5.5 5.6 5.7 5.8 5.9 5.10 5.11 5.12

契 約 数 669 680 688 697 708 716 730 744 757 773

前年同月比(%) 113.1 113.3 113.2 113.4 113.7 114.1 115.3 ll6.3 117.5 118.7

第1-3-23図 ファクシ ミリ設置台数の推移

(万台)

年 度 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4

台 数 48.6 73.0 109.5 152.0 220.0 300.0 370.0 430.0 480.0 530.0



一398一 図 の基 礎 資料

第1-3-24図 デ ータネッ トワークによる業務処理の割合

(%)

受発注 ・
商品取引

生産 ・資
材 管 理

販売 ・在
庫 管 理

物流管理 技術情報管 理
経理 ・財
務 管 理

人事労務
管 理

利 用 企 業 90.3 80.2 93.3 82.1 56.3 85.0 67.5

未利用企業 9.7 19.8 6.7 17.9 43.7 15.0 32.5

経営企画 顧客情報管 理
金融関連
取 引

予約 ・案内
サ ー ビス 情報検索 そ の 他

利 用 企 業 39.0 74.7 74.7 35.2 80.9 64.3

未利用企業 61.0 25.3 25.3 64.8 19.1 35.7

第1-3-25図LANの 導 入状況

(%)

全産業 建設業 製造業 運輸 ・
通信業

卸売 ・
小売等

金融 ・
保険業
不動産
業

サー ビス・

そ の 他

導 入 し て い る 51.3 55.7 60.1 36.9 34.0 53.7 46.1 69.0

具体的に導入の予定 15.9 15.0 15.6 19.5 18.8 13.3 31.0 8.3

具体的 な予定 な し 31.4 24.0 23.9 43.5 46.5 33.0 22.9 17.0

無 回 答 1.4 5.3 0.4 一 0.6 } 『 5.8
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第1-3-26図 通 信ネ ットワーク構築 にかかわる関係経費の状況

(百万円)

減価償却費
レ ン タ ル ・

リ ー ス 料
保 守 料

第1種 電気

通信事業者

の回線利用

料

第2種 電気
通信事業者
の情報通信
サービス利
用料

全 産 業 13.8 106.0 18.9 44.4 12.5

建 設 業 9.7 47.2 5.4 40.1 2.2

製 造 業 5.5 57.3 9.7 43.3 15.0

運 輸 ・ 通 信 業 4.5 101.6 16.2 18.7 6.1

卸売 ・小売業 ・飲食店 6.7 56.3 9.3 40.5 8.2

金 融 ・ 保 険 業 128.8 245.5 90.6 219.6 3L4

不 動 産 業 0.0 33.6 3.2 8.8 2.7

サ ー ビ ス 業 ・そ の 他 30.1 356.0 56.3 27.3 18.7

人 件 費
外部 要員

人 件 費

ソフ トウェ

ア委 託 開発

費 ・購 入

費 ・使用 料

そ の他 の

費 用
合 計

全 産 業 67.5 23.8 45.8 16.0 348.7

建 設 業 49.8 6.6 12.2 3.5 176.6

製 造 業 53.4 10.3 23.3 10.9 228.8

運 輸 ・ 通 信 業 44.2 18.5 33.9 8.8 252.6

卸売 ・小売 業 ・飲 食 店 27.0 10.3 16.4 5.9 180.6

金 融 ・ 保 険 業 89.1 53.5 113.5 47.4 1,019.4

不 動 産 業 18.7 0.2 16.7 0.2 84.0

サ ー ビ ス 業 ・そ の 他 218.5 98.1 182.9 55.9 LO43.7
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1電 気通信

1-1電 気通信事業等

(1)第 一種電気通信事業

資料1-1第 一種電気通信事業者の概要

(5年 度末現在)

会 社 名 役務の種類 業務区域(接 続対象地域) 事業開始年月日

日 本 電 信 電 話 ㈱ 電 話 ・専 用 ・電報
電 信 ・ISDN等

全 国 60。4.1

長

距

離

系

第 二 電 電 ㈱ 電 話 ・専 用 専用:46都 道府県
電話:47都 道府県

専 用61.10.24

電 話62.9.4

日 本 テ レ コ ム ㈱ 電 話 ・専 用
専 用:46都 道 府 県
電 話:47都 道 府 県
JR系:45都 道 府 県

専 用61.8.1

電 話62.9.4

JR系62.4.1

日 本 高 速 通 信 ㈱ 電 話 ・専 用
専 用:27都 府 県

電 話:33都 府 県
専 用61.11.11

電 話62.9.4

衛星

系

㈱ 日本サテライトシステムズ 専 用 全 国
一
兀.4.16

宇 宙 通 信 ㈱ 専 用 全 国 元.7.8

地

域

系

東 京通信 ネットワー ク㈱ 電 話 ・専 用
東 京 、神 奈 川 、千 葉 、 埼 玉 、
群 馬 、 栃 木 、 茨 城 、 山 梨 、
静 岡 各 都 県

専 用61.11.1

電 話63.5.1

大 阪 メデ ィア ポー ト㈱ 専 用
大 阪、 京都 、 兵 庫 、滋 賀 、

奈 良、 和 歌 山、福 井 各 府 県
62.3.1

中部 テ レ コ ミュニ ケ ー
シ ョン㈱

専 用 ・デ ジタル
デ ー タ 伝 送

愛知 、 岐 阜、 三 重 、静 岡 、
長 野 各 県

専 用63.6.1
テシタル4 .4.1

㈱四国情報通信ネット
ワーク

専 用
デ ー タ 通 信

香 川、 徳 島、 高知 、愛媛 各

県

一
兀.10.2

九州 通 信 ネッ トワーク㈱ 専 用
福 岡、 佐 賀、 長 崎 、熊 本 、
大 分 、 宮崎 、 鹿 児島 各 県

一
兀.11.1

北海道総合通信網㈱ 専 用 北海道 2.5.1

中国通 信 ネッ トワーク㈱ 専 用 広 島、 岡 山、 山 口各 県 5.10.1

東 北 イ ンテ リジ ェ ン ト

通信 ㈱
専 用

青 森 、 岩 手、 秋 田 、宮城 、

山形 、福 島、新 潟 各 県
6.6.1

北陸通信 ネッ トワー ク㈱ 専 用 石 川 、 富 山、福 井 各 県 6.10.1

エ ル シ ー ブ イ ㈱ 専 用 諏訪市、岡谷市等7市 町村 62.10.1

国

際

通

信

国 際 電 信 電 話 ㈱
電 話 ・専 用 ・電 報

電 信 ・データ通信等
全 国 28.4.1

日 本 国 際 通 信 ㈱ 電 話 ・専 用 全 国 専 用 元.4.1

電 話 元.10。1

国際デジタル通信㈱
電 話 ・専 用
そ の 他

全 国
専 用 元.5.1
電 話 元.10.1

FAX3.4.1

自及
動ぴ
車無
・線

携呼帯出

電し
話等

エ ヌ ・テ ィ ・テ ィ移 動

通 信網 ㈱

電 話
(自動車 ・携 帯等)
無 線 呼 出 し

群 馬 、 茨 城 、 栃 木 、 山 梨 、埼 玉
、千 葉 、東 京 、神 奈 川 、新
潟 、 長 野 各 都 県

4.7.!

エ ヌ ・テ ィ ・テ ィ北海

道 移 動通 信 網 ㈱

電 話(自動 卑
.・ 携 帯)

無 線 呼 出 し
北海道 5.7.1

エ ヌ ・テ ィ ・テ ィ東 北

移 動 通信 網 ㈱

電 話
(自動 車 ・携帯)
無 線 呼 出 し

青 森 、岩 手 、宮 城 、秋 田、

山形 、福 島 各 県
5.7.1

エ ヌ ・テ ィ ・テ ィ東 海

移動 通 信 網㈱

電 話
(自 動 車.・ 携 帯)
無 線 呼 出 し

愛 知 、静 岡 、三 重 、岐 阜 各

県
5.7.1
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会 社 名 役務の種類等 業 務 区 域 事業開始年月日

自及
動び
車無
・線

携呼
帯出
電し
話等

エ ヌ ・テ ィ ・テ ィ北 陸

移 動 通 信網 ㈱

電 話
(自動 車 一携 帯)
無 線 呼 出 し

富 山、石 川、 福 井 各 県 5.7.1

エ ヌ ・テ ィ ・テ ィ関 西

移 動 通 信網 ㈱

電 話
(自動 車 ・携 帯)無 線 呼 出 し

大 阪、 京 都 、兵 庫 、 滋 賀 、

奈 良 、 和 歌 山各 府 県
5.7.1

エ ヌ ・テ ィ ・テ ィ中国

移 動 通 信 網㈱

電 話
(自動 車 一携 帯)無 線 呼 出 し 広 島、 岡 山 、 山 口、 鳥 取 、島

根 各 県
5.7.1

エ ヌ ・テ ィ ・テ ィ四国

移 動 通 信網 ㈱

電 話(自動 車・携帯)
無 線 呼 出 し

香川 、 愛 媛 、徳 島、 高 知 各

県
5.7.1

エ ヌ ・テ ィ ・テ ィ九 州

移動 通 信 網㈱

電 話
(自動 車 ・携 帯)
無 線 呼 出 し

福 岡 、 佐 賀 、長 崎 、 熊 本 、
大分 、 宮 崎 、 鹿 児 島、 沖 縄
各 県

5.7.1

自

動

車

・

携

帯

電

話

日 本 移 動 通 信 ㈱
電 話
(自動車 ・携帯)

関東1都6県 、 東 海4県 、

山梨 県 、 長 野 県
63.12.15

関西セルラー電話㈱
電 話
(自動車 ・携帯)

大 阪 、 京 都 、兵 庫 、 滋 賀 、

奈 良 、 和 歌 山 各府 県
元.7.14

九州 セルラー電話㈱ 電 話
(自動車 ・携帯)

福 岡、 佐 賀 、 長崎 、 熊 本 、
大 分 、 宮 崎 、 鹿 児 島各 県

元.12.8

中国セルラー電話㈱
電 話
(自動車 ・携帯)

広 島 、 岡 山、 山 口、 鳥 取、島
根 各 県

一
兀.12.8

東北セルラー電話㈱
電 話
(自動車 ・携帯)

宮 城 、 山 形、 福 島、新 潟、

青 森 、 秋 田 、岩 手 各 県
2。4.18

北海道セルラー電話㈱
電 話
(自動車 ・携帯)

北 海 道 2.8.8

北陸セルラー電話㈱
電 話
(自動車 ・携帯)

富山、石川、福井各県 2,9.28

四国セルラー電話㈱
電 話
(自動車 ・携帯)

香川 、 愛 媛 、徳 島、 高 知 各

県
2.12.7

沖縄セルラー電話㈱
電 話

(自動車 ・携帯)
沖 縄 県 4.10.20

㈱東京デジタルホン 電 話(携 帯) 関 東 地 域 .6.7.1

㈱ ツー カー セルラー東京
電 話
(自動車 ・携帯)

関 東 地 域 .7.4.1

㈱ 関西デジタルホ ン
電 話
(自動車 ・携帯)

関 西 地 域 .6.12.1

㈱ ツ ー カ ー ホ ン 関 西
電 話
(自動車 ・携帯)

関 西 地 域 .6.4.30

㈱ 東 海デジタル ホン
電 話
(自動車 ・携帯) 東 海 地 域 .6.12.20

㈱ ツー カーセル ラー東海
電 話
(自動車 ・携帯)

東 海 地 域 .7.4.1

ア ビ コム ・ジヤパ ン㈱ 電 話
(自動車 ・携帯)

羽 田 空 港 5.9.1

関西国際空港情報通信
ネットワーク㈱

電 話
(自動車 ・携帯)

関西国際空港 6.4.1

簡無

趨線

彦電
動話

十 勝 テ レ ホ ン ネ ッ ト

ワー ク㈱
電 話
(自動車 ・携帯)

帯広市及びその周辺 元.11,28

㈱ テ レ コ ム 青 森
電 話
(自動車 ・携帯)

青森市、弘前市、五所川原
市、黒石市及びその周辺

2.8.30
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会 社 名 役務の種類等 業 務 区 域 事業開始年月日

簡
易
陸
上
移
動
無
線
電
話

釧 路 テ レ コ ム ㈱
電 話
(自動車 ・携帯)

釧路市及びその周辺 2.11.1

山ロ ニュー メデ ィア セ
ンター ㈱

電 話
(自動車 ・携帯)

山口市、防府市、宇部市、
新南陽市、徳山市等5市3町

2.12.1

㈱ テ レ コ ム 八 戸
電 話
(自動車 ・携帯)

八戸市及びその周辺地域 5.7.1

長岡移動電話システム㈱ 電 話
(自動車 ・携帯)

長 岡市及びその周辺地域 5.7.1

テ レネ ッ ト遠 州 ㈱ 電 話
(自動車 ・携帯)

浜松市及びその周辺地域 5.7.!

船
舶
電
話

関 西 マ リ ネ ッ ト㈱
電 話
(船 舶 ・携帯)

大阪湾及び播磨灘並びに大
阪府及び兵庫県の周辺海岸
部

元.12.!

瀬 戸 内 マ リ ネ ッ ト㈱
電 話
(船舶 ・携帯)

広島湾、安芸灘、斎灘、伊予灘
及び燧灘並びに周辺海岸部

3.4.26

享1日本 シテ ィメデ ィア㈱
デジタルデータ伝送

(自動 車 ・携 帯)

東京都、神奈川県、千葉県、
埼玉県の各都県の一部

元.12.20

無

線

呼

出

し

北海 道 テレメッセー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 北海道 62.10.!

東北 テ レ メ ッセー ジ㈱ 無 線 呼 出 し
青 森、 岩 手 、宮 城 、秋 田、

山形 、福 島 各 県
62。12.21

栃木テ レサー ビス㈱ 無 線 呼 出 し 栃 木 県
一
兀.8。1

茨城 テ レ メ ッセ ー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 茨 城 県 2.2.28

群 馬 テ レサ ー ビ ス ㈱ 無 線 呼 出 し 群 馬 県 63.11.1

東 京 テ レ メ ッセ ー ジ㈱ 無 線 呼 出 し
東京都、神奈川県、千葉県、
埼玉各都県

62.10.1

㈱ 山 梨 テ レ 通 信 無 線 呼 出 し 山 梨 県 63.10.13

㈱新潟テレサー ビス 無 線 呼 出 し 新 潟 県 63。4.1

㈱ 長 野テ レ メッセ ー ジ 無 線 呼 出 し 長 野 県 63.4.1

富山ペー ジングサービス㈱ 無 線 呼 出 し 富 山 県 63.3.17

石 川 テ レ メ ッセー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 石 川 県 2.9.10

福 井 テ レ メ ッセー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 福 井 県 63.3.1

静 岡テ レ メ ッセー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 静 岡 県 63.3.25

中部 テ レ メ ッセー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 愛知県、岐阜県、三重各県 62.10.1

関西 テ レ メ ッセー ジ㈱ 無 線 呼 出 し
大 阪、 兵 庫、 京都 、奈 良 、

滋 賀、 和 歌 山各 府 県
62.!0.1

山陰 テ レ メ ッセー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 鳥取、島根各県 2.8.1

㈱ 岡山 テ レ メ ッセ ー ジ 無 線 呼 出 し 岡 山 県 62.10.28

㈱ テ レ メ ッセー ジ広 島 無 線 呼 出 し 広 島 県 62.10.28

山 ロテ レメ ッセー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 山 口 県 63.10.1

㈱ 徳 島 テ レ メ ッセー ジ 無 線 呼 出 し 徳 島 県 2.6.1

香 川 テ レ メッセ ー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 香 川 県 63.12.21

愛媛 テ レ メッセ ー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 愛 媛 県 63.3.1

高知 テ レ メ ッセ ー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 高 知 県 2.7.1

九州 テ レメ ッセ ー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 福 岡 県 63,2.22
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会 社 名 役務の種類等 業 務 区 域 事業開始年月日

無

線

呼

出

し

佐 賀 テ レ メ ッセー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 佐 賀 県 63.3.1

長 崎 テ レ メ ッセー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 長 崎 県 63.6.1

㈱ 九 州 ネ ッ トワ ー クシ
ス テム

無 線 呼 出 し 熊 本 県 62.9.1

大 分 テ レ メ ッセー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 大 分 県 2.4.1

㈱ 宮 崎 テ レ メ ッセー ジ 無 線 呼 出 し 宮 崎 県 2.11.1

㈱ 鹿 児 島 テ レ コー ル 無 線 呼 出 し 鹿 児 島 県 63,12.1

㈱ 沖縄 テ レ メ ッセー ジ 無 線 呼 出 し 沖 縄 県 62.12.25

(注)1.業 務 区 域(接 続 対 象地 域)に は 県 域 の一 部 の み を対 象 とす る場 合 を含 む。 ま

た 、 開業 予 定 地域 を含 む。

2.下 線 は事 業 開始 予 定 年 月 日。

3.中 部 テ レ コ ミ山ニ ケー シ ョン㈱ の デ ジ タ ル デ ー タ伝 送 役 務 は バ ケ ッ ト交 換

サ ー ビス。

4,国 際 デ ジ タル通 信 ㈱ の そ の他 は、 フ ァ クシ ミ リ通信 。

5。 日本通 信 衛 星㈱(事 業 開 始 ・元 年4月16日)及 び㈱ サ テ ラ イ トジャ パ ンは、

5年8月17日 合併 し、 社 名 を㈱ 日本 サ テ ラ イ トシ ステ ム ズに 変 更 した。

6.青 森 テ レ メ ッセー ジ㈱ 、 岩手 テ レ メ ッセー ジ㈱ 、 宮城 テ レ メ ッセー ジ㈱ 、秋

田 テ レ メ ッセー ジ㈱ 、 山形 テ レ メ ッセ ー ジ㈱ 及 び福 島 テ レメ ッ セー ジ㈱ は、5

年7月 合 併 し、社 名 を東 北 テ レ メ ッセ ー ジ㈱ と した。

資料1-2加 入電話契約数の推移
(単位:契 約)

譜63 元 2 3 4
5

(9月 末)

加 入電 話合 計50,339,495 52,453,516 54,527,838 56,259,816 57,652,339 58,507,049

(注)単 独電話加入数に新第一種電気通信事業者分を含む。

資料1-3加 入 電話 トラピックの推移

年 度
区 別 63 元 2 3 4

通話回数

(百万回)

区 域 内 46,950 49,497 50,030 50,800 50,391

100kmま で 16,016 17,779 18,766 19,561 20,182

100km超 5,369 5,928 6,266 6,511 6,676

合 計 68,335 73,204 75,062 76,873 77,250

通話時間

(万時間)

区 域 内 189,043 200,894 206,236 213,019 214,037

100kmま で 87,264 96,308 102,625 108,834 113,268

100km超 32,261 35,102 37,140 39,310 41,263

合 計 308,568 332,304 346,001 361,163 368,566
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資料1-4加 入電話の都道府県間通話の交流状況

総発信量

〔単位:百 万回)

通話の相手先の上位都道府県(〉 内は総発信通話回数に占める割合(%)

1位 2位 3位 4位 5位

(北 海 道)

北海 道3,599

(東 北)

青 森711

岩 手647

宮 城1,386

秋 田594

山 形647

福 島1,098

(関 東)

茨 城1,447

栃 木995

群 馬1,067

埼 玉3,156

千 葉2,861

東 京11,970

神 奈 川4,600

山 梨531

(信 越)

新 潟1,270

長 野1,160

(北 陸)

富 山600

石 川705

福 井500

(東 海 〉

岐 阜1,085

静 岡2,171

愛 知4,136

三 重938

北 海 道(95.4)

青 森(88.9>

岩 手(85.4)

宮 城(83.0)

秋 田(87.7)

山 形(87.2)

福 島(85.8)

茨 城(79.3)

栃 木(79.2)

群 馬(80.8)

埼 玉(69.8)

千 葉(73.5)

東 京(73.9)

神 奈 川(74.4)

山 梨(83,4)

新 潟(88.4)

長 野(85.8)

富 山(85.3)

石 川(84.2>

福 井(85.6)

岐 阜(80.2)

静 岡(86.4)

愛 知(84.9>

三 重(83.0)

東 京(1.8)

宮 城(2.5>

宮 城(4.6)

東 京(3.8)

東 京(2.6)

宮 城(4.0)

宮 城(4.1)

東 京(7.7)

東 京(6.8)

東 京(6.0)

東 京(18.3)

東 京(15.6)

神 奈 川(6.2)

東 京(16。0)

東 京(7.7)

東 京(4.1)

東 京(5.1)

石 川(4.5)

富 山(3.4)

石 川(3.4)

愛 知(11.8)

東 京(4.1)

岐 阜(3.0)

愛 知(7.8)

神 奈 川(0.4)

東 京(2.3)

東 京(2.7)

福 島(2.5)

宮 城(2.3>

東 京(2,9)

東 京(3.6>

千 葉(3.4)

埼 玉(2.9)

埼 玉(3.9>

千 葉(2.0)

埼 玉(2.2)

埼 玉(4。7)

千 葉(1.4)

神 奈 川(2.0)

長 野(0.9)

愛 知(1.4)

東 京(2.2)

福 井(2.1)

大 阪(2.7)

東 京(1.6>

愛 知(2.7)

東 京(2.4)

大 阪(2.5)

大 阪(0.3)

岩 手(1.6)

青 森(1,6)

岩 手(2,0)

山 形(1.7)

神 奈III(0.8)

神 奈111(0.9>

埼 玉(2.4)

群 馬(2.6)

栃 木(2.8)

神奈 川(2.0)

神奈 川(2.1)

千 葉(3,7)

埼 玉(1.4)

埼 玉(1.4)

埼 玉(0.9)

新 潟(L3>

大 阪(1.5)

大 阪(2.1)

東 京(1.6)

大 阪(1.3)

神 奈 川(2.1)

大 阪(L7)

東 京(1.5)

「

千 葉(0.2)

北 海道(0.8)

山 形(1.0)

山 形(1.7)

青 森(1.0>

福 島(0.7)

茨 城(0.8)

栃 木(1.9)

茨 城(2.5)

新 潟(1.3)

群 馬(1.5)

茨 城(1,7)

大 阪(1,6)

静 岡(1.0)

静 岡(1.3)

神 奈 川(0.8)

神 奈 川(1.0)

愛 知(L3)

東 京(2.0)

愛 知(1.3)

三 重(0.6)

大 阪(0.7)

三 重(1.7)

岐 阜(0.7)
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総発信量

(単位:百 万回)

通話の相手先の上位都道府県()内 は総発信通話回数に占める割合(%)

1位 2位 3位 4位 5位

(近 幾)

滋 賀613

京 都1,633

大 阪7,471

兵 庫2582

奈 良664

和 歌 山642

(中 国)

鳥 取316

島 根381

岡 山1,167

広 島1,770

山 口857

(四 国)

徳 島437

香 川596

愛 媛840

高 知483

(九 州)

福 岡3,363

佐 賀418

長 崎842

熊 本1,044

大 分765

宮 崎670

鹿 児 島1,013

沖 縄811

滋 賀(74.7)

京 都(77.0)

大 阪(80.6)

兵 庫(79.3)

奈 良(72.0)

和 歌 山(84.2)

鳥 取(82.1)

島 根(84.7)

岡 山(85.7)

広 島(85.6)

山 口(84.9)

徳 島(86.6)

香 川(8L6)

愛 媛(87。8)

高 知(90.0)

福 岡(86.2)

佐 賀(80.4)

長 崎(87.7)

熊 本(87.5)

大 分(88.1)

宮 崎(88.7)

鹿 児 島(89.4)

沖 縄(95.3>

京 都(8.9)

大 阪(10.2)

兵 庫(4.4)

大 阪(12.3)

大 阪(17.1)

大 阪(9.3)

島 根(4.8)

広 島(4.1)

広 島(3.6>

大 阪(2,3)

広 島(5.2)

香 川(3.7)

大 阪(3.6)

香 川(2.7)

大 阪(1,9)

東 京(1.7)

福 岡(11.9)

福 岡(5.7)

福 岡(5,4)

福 岡(5.4)

福 岡(2.8)

福 岡(2.6)

東 京(1.3)

大 阪(7.5)

滋 賀(3.0)

東 京(2.6)

東 京(1.7)

京 都(3.1)

東 京(1.0)

大 阪(3.1)

鳥 取(3.3)

大 阪(2.9)

山 ロ(2,1)

福 岡(3.4)

大 阪(3.1)

愛 媛(3.0)

大 阪(2,1)

香 川(1.9)

熊 本(1.6)

長 崎(2.6)

佐 賀(1.2)

東 京(L1)

熊 本(1.2)

鹿 児 島(2.3)

宮 崎(1.6)

福 岡(0,9)

東 京(1.4)

東 京(1.8)

京 都(2.1)

京 都(1.1)

兵 庫(1.3)

奈 良(0.8)

広 島(2.2)

大 阪(2.1)

東 京(1.3)

岡 山(2.1)

大 阪(1.3)

東 京(L2)

徳 島(2.3)

東 京(1.3)

愛 媛(1.5)

佐 賀(1.3)

東 京(0.9)

東 京(1.1)

鹿 児 島(0.9)

東 京(1.0)

熊 本(1.3)

熊 本(1.3)

大 阪(0.5)

愛 知(1.2)

兵 庫(L6)

奈 良(1.5)

岡 山(0.6)

東 京(1.1)

京 都(0.8)

岡 山(1.8)

東 京(LD

兵 庫(1.3)

東 京(1.7)

東 京(L3)

兵 庫(0.9)

東 京(L8)

広 島(L2)

東 京(1.1)

大 阪(1.3)

熊 本(0、7)

大 阪(0.7)

大 阪(0.8)

大 阪(0.7)

東 京(1.1)

東 京(L2>

神 奈 川(0.3)



資料1-5

1-1電 気通信事業等

種類別公衆電話数の推移

一407-

(単位:台)

年度末

区別
63 元 2 3 4

5

(9月 末)

街頭公衆電話
636,526

(407,611)

679,929

(530,031)
726,343
(641,393)

749,022

(695,151)

770,363

(743,816)
778,579
(760,648)

店頭公衆電話 190,720 149,536 106,394 82,102 57,045 48,324

合 計 827,246 829,465 832,737 831,124 827,408 826,903

(注)()内 は、カー ド公衆電話の再掲である。

資料1-6船 舶 電話契約数の推移

年度末

区別
63 元 2 3 4

5

(9月 末)

契 約 数 18,014
(2,749)

19,620
(3,043)

21,194
(3,613)

22,082
(3,916)

22,830
(4,334)

23,300
(3,802)

(注)()内 は、利用休止分の再掲である。

資料1-7航 空 機公衆電話数の推移

(単位:台)

年度末

区別
63 元 2 3 4

5

(9月 末)

航空機公衆電話 109 111 132 149

1

185 204
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資料1-8一 般専用サー ビス回線数の推移

年度末
区 別 63 元 2 3 4

5

(9月 末)

帯

域

品

目

自

由

利

用

3.4kHz 246,931 291,608 329,076 352,303 362,445 364,490

3.4kHz(S) 4,594 5,902 7,451 8,294 8,634 8,681

48kHz 143 131 } 一 一 一

240kHz 13 12 } 一 一 『

目

的

利

用

音 声 伝 送 260,980 279,583 293,873 305,237 311,347 310,365

音 楽 放 送 208 207 201 202 211 213

AM放 送 385 419 448 469 461 466

FM放 送 33 32 32 34 32 32

そ の 他 1,869 1,667 1,612 1,238 875 803

小 計 515,156 579,561 632,693 667,777 684,005 685,050

符

号

品

目

50b/s 182,553 200,815 220,468 239,184 255,949 263,525

100b/s 312 391 一 一 一 『

200b/s 5,621 4,464 一 一 一 一

300b/s 166 120 一 一 　 一

1,200b/s 11,458 11,274 一 一 一 一

2,400b/s 12,609 7,521 5,482 5,067 5,419 5,614

4,800b/s 7,205 6,841 7,185 8,067 8,831 8,620

9,600b/s 13,321 17,580 24,841 32,585 38,186 40,444

そ の 他 46 19 15,902 16,464 15,906 15,617

小 計 223,291 249,025 273,878 302,047 324,291 333,820

合 計 748,447 828,586 906,571 969,824 1,008,296 1,018,870

(注)1.NTTと 新 規事 業 者 との合 計 値 で あ る。

2,エ ヌ ・テ ィ ・テ ィ ・デー タ通 信㈱ の分 離 に よ りNTTと エ ヌ ・テ ィ ・テ ィ ・

デ ー タ通 信 ㈱ との契 約 数 が含 まれ て い る。

3.48、240kHz及 び100～1,200b/sは 、2年 度 か ら 「その 他 」に含 め て い る。
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資料1-9高 速 デジタル専用線サー ビス等の回線数の推移

年度末区 別 63 元 2 3 4
5

(9月 末)

高速デジタ

ル伝送サー

ビス

64kb/s 1,053 1,609 2,628 4,613 7,579 9,421

128kb/s 一 』 4 173 517 965

192kb/s 986 1,240 1,542 1,820 2,221 2,374

256kb/s 一 　 8 105 281 419

384kb/s 1,376 1,745 2,167 2,518 2,846 2,866

512kb/s 一 一 8 92 234 293

768kb/s 1,478 1,933 2,287 2,556 2,694 2,705

1Mb/s 一 一 5 52 162 224

1.5Mb/s 1,092 1,372 1,732 2,054 2,259 2,314

2Mb/s 一 一 1 2 1 1

3Mb/s 167 320 474 568 645 652

4.5Mb/s 一 『 5 23 44 65

6Mb/s 302 339 422 499 529 568

小 計 6,454 8,558 11,283 15,075 20,012 22,867

衛星デジタ

ル専 用 線

サービス

64kb/s 2 1 0 0 0 0

192kb/s 1 0 4 4 4 2

384kb/s 0 0 0 0 2 2

768kb/s 2 2 0 2 0 0

1.5Mb/s 6 4 4 4 0 0

6Mb/s 0 一 一 一 『 一

衛星ビデ オ通信サー ビス 2 4 2 5 6 5

テレビジョン放送中継

(端末回線数)
618 647 680 703 719 727

映像 伝 送 サ ー ビ ス 1,097 1,401 1,729 2,064 2,473 2,559

無線 専 用 サ ー ビ ス
(契約数)

512 517 513 501 496 496

超高速デジタ財云送サービス

(32Mbps)
一 0 0 1 2 3

(注)1.NTTと 新 事 業 者 との合 計値 で あ る。

2.エ ヌ ・テ ィ ・テ ィ ・デ ー タ通 信 ㈱ の分 離 に よ りNTTと エ ヌ ・テ ィ ・テ ィ ・デー

タ通 信 ㈱ との 契約 数 が 含 まれ て い る。

3.衛 星 デ ジ タル伝 送 サ ー ビスの6Mb/sは 、 元年5月1日 廃 止 され た。
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資料1-10

電 気 通 信

回線交換サービス及びパケッ ト交換サー ビスの契約数の推移

年度末
区 別

63 元 2 3 4
5

(9月 末)

回
線
交
換
サ
1
ビ
ス

200b/s
300b/s
1,200b/s
2,400b/s
4,800b/s
9,600b/s
48kb/s

18

0

12

119

1,349

5,597

1,513

16

0

11

!12

1,614

6,428

1,280

14

0

9

101

1,482

6,481

771

14

0

7

99

1,289

6,360

679

2

0

0

67

1,081

5,934

443

4

0

0

45

924

5,677

408

合 計 8,608 9,461 8,858 8,448 7,527 7,058

ノぐ

ケ

1ソ

ト

交

換

サ

1

ビ

ス

200b/s

300b/s

1,200b/s

2,400b/s

4,800b/s

9,600b/s

48kb/s

(67)
68

(15,446)
15,516

(71,090)
71,722
(736)
8,044

9,471

15,147

1,312

(97)
98

(15,065)
15,134
(123,810)
124,426

(1,021)
9,558

10,058

20,078

1,672

(106)
107
(14,859)
14,927
(174,060>
174,375
(1,306)
10,339

11,019

25,698

2,222

(170)

171

(9,820)

9,847

(276,400)

276,626

(!,798)

9,933

8,962

27β17

2,843

(247)
247
(8,105)
8,113
(329,148)
329,295
(1,908)
8,393

7,277

26,358

3,394

(256)
256
(7,935)
7,943
(346,810)
346,956
(1,876)
7,730

6,947

25,291

3,618

合 計
(87,339)
121,280

(139,993)
181,024

(190,331)
238,687

(288,188)
335,699

(339,408)
383,077

(356,877)
398,741

(注)パ ケ ッ ト交 換 サ ー ビ ス につ い ては 、 昭 和60年4月 か ら電 話 網 接 続 の サー ビ ス(第
2種)が 開始 され 、()内 は 第2種 サ ー ビスの 再 掲 で あ る。

資料1-11国 際電話 トラピックの推移

年 度
区 分 63 元 2 3 4

通信 回数

〔百万 回〕

発信 129.5 166.8 206.4 246.4 267.7

着信 123.4 152.6 176.1 198.9 213.7

通信分数
〔百万分〕

発信 535.6 701.4 937.4 1,160.5 1,283.5

着信 544.8 653.9 746.7 836.8 891.5

資料1-12国 際専用回線数の推移

年度末
区 別 63 元2 3 4

音 声 級 回 線 825
767647
(54)(73)

539
(69)

435
(64)

電 信 級 回 線 423 393364 300 268

中 ・高速符号伝送 用回線 213 392
(83)

642
(193)

826
(254)

943
(300)

F

合 計 1,461
1,552
(137)

1,653
(266)

1,665
(323)

1,646
(364)

(注)()内 は新事業者の再掲 であ る。
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② 第二種電気通信事業

資料1-13特 別第二種電気通信事業者の概要

(5年 度末現在)

会 社 名
役務の種類 提供区域

登録年月日
音声 画像 データ 複合 国内 国際

㈱ インテ ック ○ ○ ○ ○ ○ 60.4.19

富士通㈱ ○ ○ ○ ○ ○ 9 60.4.19

㈱日本総合研究所 ○ ○ ○ 9 60,4.19

日本電気㈱ ○ ○ ○ ○ ○ 9 60.4.19

日立情 報 ネ ッ トワー ク㈱ ○ ○ ○ ○ 8 60.4.19

共同ヴァン㈱ ○ ○ ○ ○ ○ 3 60.5.24

日本イーエ ヌエス・エ イティアン ドティ㈱ ○ ○ ○ ○ 16 60.7.17

沖電気工業㈱ ○ ○ ○ ○ 60。7.31

ネ ッ トワー ク情報 サ ー ビス㈱ ○ ○ ○ ○ 9 60.11.25

エ ヌ ・テ ィ ・テ ィ ・イ ン ター ネ ッ ト㈱ ○ ○ 61.10.15

日本情報通信㈱ ○ ○ ○ ○ 62.7.20

国際ヴァン㈱ ○ ○ ○ 12 62,9.29

㈱野村総合研究所 ○ 2 62.10.9

日本 ア イ ・ピー ・エ ム サー ビ ス㈱ ○ 17 62,10.27

㈱日本経済新聞社 ○ ○ ○ 1 62。10.31

㈱東洋情報システム ○ ○ ○ ○ 8 62.11.27

㈱アイネス ○ ○ 63.3.30

エ ヌ・アイ・アン ド・シー ・イ ンターナ ショナノ㈱ ○ ○ 16 63.5.18

エ ヌ ・テ ィ ・テ ィ ・デ ー タ 通 信 ㈱ ○ ○ ○ 63.6.28

三菱電機情報ネットワーク㈱ ○ ○ ○ ○ ○ 63。8.23

㈱電通国際情報サービス ○ 1 63.9.3

㈱ リクルー ト ○ ○ ○ ○ ○ 1 元 。1.18

㈱ 東芝 ○ ○ ○ 2 元.3.13

バ イテ ル ・ジ ャパ ン㈱ ○ 1 元.4.27

日本 スプ リン ト㈱ ○ ○ 14 元.5.22

日本 ユ ニ シス㈱ ○ ○ ○ ○ 2.1.16

新日鋪 報通信・・テム㈱10 ○ ○ ○ ○ 3.3.14
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会 社 名
役務の種類 提供区域

登録年月日
音声 画像 テLタ 複合 国内 国際

㈱大和総研 ○ 2 3.3.14

日本 デ ィ ジタル イ クイ ップ メ ン ト㈱ ○ ○ 8 3.4.18

フ ァス トネ ッ ト㈱ ○ ○ 1 3.5.30

松下電器産業㈱ ○ ○ ○ ○ ○ 3.9.27

フ ェア ウエ イ ・ネ ッ トワー ク㈱ ○ 16 3.12.13

シ ン コー デ ィア ジャパ ン㈱ ○ ○ 9 3.12.18

ファックスインターナショナル ジャパン㈱ ○ 1 4.1.23

㈱ ケ イ デ ィデ ィ テ レサ ー ブ ○ ○ 2 4.9.9

ドイツ テ レ コム㈱ ○ ○ 1 5.4.8

ソ シエ テ ・ア ン テ ル ナ シ ョナ ル ・ド・テ レ
コ ミュ ニ カ シ オ ン ・ア エ ロ ノー テ ィ ク ○ ○ ○ 15 5.6.14

㈱ イン ター ネ ッ トイニ シア テ ィブ ○ ○ 3 6.2.28

㈱豊通テレコム ○ ○ ○ 6.3.29

(注)1.提 供区域の国内とは全国を表 し、国際の欄の数は、登録 している提供区域数

である。

2.登 録年月日の欄は、各社が特別第二種電気通信事業者 として最初に登録され

た年月日である。

資料1-14一 般第二種電気通信事業の電気通信役務別企業数

(5年 度末現在)

役 務 音声伝送 画像伝送 データ伝送 複 合 合 計

企 業 数 856 279 674 169 1,978

(注)複 数役務の届出事業者があるため、合計が事業者数計を超えている。

資料1-15一 般第二種電気通信事業者の業種別分類

(5年 度末現在)

従来からオン
ラインの受託
計算サービス
などを行って
いる情報通信

業者

卸売業、倉庫
業など流通関係
の業務に携

わっているも
の

宅配貨物
な ど を
扱ってい
る運送会
社

出版、広
告関係の
会社

電 子機 器
の 製造 、

販売 、 ソ
フ トウ ェ

ア の 開発

総合商社 そ の 他 計

348 76 17 29 153 14 913 1,550

(注)外 国企業の参入動向については、子会社を通しての参入(出 資)、 日本企業との合

弁、業務提携による参入を行っている企業が10社 程度ある。
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資料1-16一 般第二種電気通信事業者の適用業務別分類

(5年 度末現在)

小売店と問屋間の受発注データ等の伝送 ・交換を行うもの(流 通業務関係) 272社

宅配貨物の輸配送情報等の伝送 ・交換を行うもの(運 送業務関係) 34社

信販会社と加盟店間の売上データ等の伝送 ・交換やクレジット会杜相互間の

資金決済情報の伝送 ・交換を行 うもの(金 融業務関係)
45社

いわ ゆ るボ イ ス メー ルサ ー ビス を提 供す る もの 493杜

パ ソ コン間 を結 ぶ 電 子 メー ル、伝 言板 サ ー ビ ス等 を提 供 す る もの 190社

専用線の単純再販を行うもの 147社

その他 623社

(注)1社 で2以 上の業務を行っている場合は、それぞれに計上している。

資料1-17一 般第二種電気通信事業者の本社所在地都道府県別分類

(5年 度末現在)

都道府県名 事業者数 都道府県名 事業者数 都道府県名 事業者数

北 海 道 54 石 川 県 28 岡 山 県 22

青 森 県 9 福 井 県 15 広 島 県 34

岩 手 県 8 山 梨 県 5 山 口 県 8

宮 城 県 !5 長 野 県 21 徳 島 県 5

秋 田 県 4 岐 阜 県 22 香 川 県 14

山 形 県 8 静 岡 県 34 愛 媛 県 12

福 島 県 13 愛 知 県 76 高 知 県 5

茨 城 県 5 三 重 県 5 福 岡 県 59

栃 木 県 10 滋 賀 県 2 佐 賀 県 8

群 馬 県 14 京 都 府 40 長 崎 県 16

埼 玉 県 32 大 阪 府 225 熊 本 県 23

千 葉 県 27 兵 庫 県 32 大 分 県 6

東 京 都 493 奈 良 県 11 宮 崎 県 8

神奈川県 47 和歌山県 10 鹿児島県 17

新 潟 県 16 鳥 取 県 2 沖 縄 県 14

富 山 県 15 島 根 県 1 合 計 1,550
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〔3)有 線放送電話事業

資料1-18有 線放送電話施設数、端末設備数及び利用者数の推移

年 度 末 施 設 数 端末設備数 利 用 者 数

597(4)

575(2)

544(2)
495(3)

463(1)

1,354,248

1β05,123

1,241,272

1,129,447

1,076,812

130

124

118

107

102

(注)1.有 線放送電話は、放送と通話の二つの機能を兼ね備えたメディアであり、農

山漁村地域において簡易な情報伝達手段として利用されている。

2.施 設数中の()内 は、各年度における新設施設数の再掲である。

3.利 用者数の単位は万人である。

資料1-19 都道府県別有線放送電話施設数及び端末設備数

(4年度末現在)

都道府県 施設数 端末設備数 都道府県 施設数 端末設備数

北 海 道

青 森

岩 手

宮 城
秋 田

山 形

福 島

茨 城

栃 木

群 馬

埼 玉

千 葉

東 京

神 奈 川

山 梨

新 潟

長 野

富 山

石 川

福 井

岐 阜

静 岡

愛 知

三 重

3

1

16

6

2

8

12

7

4

15

6

4

3

6

9

16

65

2

4

6

14

23

16

7

3,195

1,542

38,261

8,444

2,879

16,434

17,340

11,966

6,823

25,508

6,830

8,499

4,739

10,333

10,198

28,336

215,432

1,348

7,650

11,906

38,311

70,738

42,331

19,041

滋 賀

京 都

大 阪

兵 庫

奈 良

和 歌 山

鳥 取

島 根

岡 山

広 島

山 口

徳 島

香 川

愛 媛

高 知

福 岡

佐 賀

長 崎

熊 本

大 分

宮 崎

鹿 児 島

沖 縄
1

23

9

1

24

4

13

1

20

14

11

25

16

14

13

4

3

0

1

6

1

0

3

2

72,180

11,937

373

66,878

3,320

30,628

1,975

63,420

21,772

25,444

39,865

21,564

45,461

22,667

7,540

8,327

0

504

12,885

1,096

0

6,850

4,042

合 計 463 1,076,812
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(4)電 気 通信 に関す る資格制 度

資料1-20電 気通信主任技術者試験の合格者数

()内 は合格率(%)

63年 度 元年度 2年 度 3年 度 4年 度 5年 度

第1回 第2回 第1回 第2回 第1回 第2回 第1回 第2回 第1回 第2回 第1回 第2回

第一種伝
送交換主
任技術者

L579

(22)

1,838

(25)

1,106

(19)

1,188

(21)

621

(14)

477

(11)

760

(21)

774

(20)

694

(19)

481

(13)

377

(12)

639

(21)

第二種伝
送交換主
任技術者

215

(16)

175

(17)

129

(14)

99

(14)

92

(15)

36

(6)

72

(14)

66

(13)

69

(15)

48

(12)

52

(11)

49

(12)

線路主任
技術者

738

(26)

899

(30)

523

(24)

393

(18)

283

(15)

264

(15)

197

(16)

271

(19)

298

(25)

168

(14)

153

(16)

244

(27)

合 計 2,532

(22>

2,912

(26)

1,758

(20)

1,680

(20>

996

(14)

777

(11)

1,029

(19)

1,111

(19)

LO61

(20)

697

(13>

582

(13)

932

(21)

資料1-21工 事担任者試験の合格者数

()は 合格率(%)

63年 度 元年度 2年 度 3年 度 4年 度 5年 度

第1回 第2回 第1回 第2回 第1回 第2回 第1回 第2回 第1回 第2回 第1回

アナログ

第1種

2,190

(25)

1,528

(21)

1,643

(21)

1,622

(25)

1,606

(23)

1,319

(23)

1,635

(27)

1,626

(28)

1,795

(28)

1,489

(26)

1,205

(20)

アナログ

第2種

2,755

(15)

2,288

(17)

2,312

(15)

1,700

(16)

1,658

(14)

1,378

(16)

1,378

(14)

1,444

(17)

L456

(14)

1,166

(14)

1,201

(14)

アナログ

第3種

4,805

(20)

4,351

(22)

4,177

(18)

4,119

(22)

3,625

(16)

3,225

(18)

2,835

(15)

3,462

(21)

3,286

(19)

2,688

(17)

2,519

(16>

デジタル

第1種

3,428

(22)

2,644

(19)

3,433

(21)

3,210

(23)

2,999

(19)

2,655

(18)

3,861

(23)

4,018

(25)

3,233

(19)

3,032

(20)

2,894

(18)

デ'ジタル

第2種

261

(11)

120

(7)

174

(8)

138

(10)

148

(10)

126

(10)

103

(7>

170

(14)

132

(10)

106

(10)

104

(9)

合 計 13,439

(20)

10,931

(19)

1L739

(18)

10,789

(21)

10,036

(17)

8,703

(18)

9,812

(18)

10,720

(23)

9,902

(19)

8,481

(19)

7,923

(17)
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1-2自 営電気通信

資料1-22航 空交通管制業務用自営電気通信の利用状況

区別 概 要 国 内 用 国際(又 は洋上)用

移
動
業
務
用

地上の管制機関が航行中

の航空機に対し、航空機相

互間の安全間隔の設定、離

着陸及び進入降下の指示、

レーダによる誘導等を行う

もの。

東京、福岡、札幌

及び那覇の各航空

交通管制部、関西

広域ター ミナル管

制所並びに各空港

の管制機関に設定。

新東京国際空港及び那

覇空港の各管制機関に設

定。

固

定

業

務

用

航空路管制機関が自己の

管制空域を飛行する航空機

を隣接する管制機関へ管制

移管するため隣接管制機関

との間で行うもの。

東京、福岡、札

幌及び那覇の管制

機関相互に設定。

設 定 な し。

(注)航 空交通管制業務用通信は、航行中の航空機の衝突を防止し、航空交通の秩序正

しい流れを保つために行われる通信である。

資料1-23飛 行場情報提供用通信及び航空路情報提供用通信の利用状況

区 別 概 要 無線局の種別
施 設 数

4年 度末 5年 末

音

声

系

藻1

航空機が特定の空港で離着陸する際に必

要な風速、風向、視程、飛行場の状態、航

空保安用施設の運用状況、使用滑走路等の

情報を連続 して提供するもの。

特別業務の局 16 17

雛

飛行中の航空機(飛 行場に離着陸しよう

とする航空機を除く。)に対して気象情報等

航行の安全に必要な情報を提供するもの

で、航空機から要求された情報及び当該機

に必要と思われる情報を提供し対空送受信

を行うものと、連続的に情報の提供のみを

行 う対空送信(放 送)を行 うものとがある。

航 空 局

(対空送受信)

特別業務の局

(対 空 送 信)

31 31

デ
ー
タ

系

ATIS
AEIS

上記の飛行場情報 ・航空路情報を、航空

機からの要求に基づ いて、データ通信に

よって提供するもの。

航 空 局 0 39

(注)飛 行情報業務用通信は、航行の過程において必要な気象情報、航空保安施設の運

用状況等を得るためのものであり、飛行場情報提供用通信及び航空路情報提供用通

信がある。
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資料1-24航 空運送事業用通信の利用状況

区 別 概 要

固

定

通

信

系

定
期
航
空
運
送
事業
業務
者用
の通

信

国内路線 定期航空運送事業者は、本社、支店、営業所及ひ旅行代理

店の各部門の端末機 と計算機センターの大型コンピュータと

を専用線で結ぶデータ通信システムを導入し、座席予約、運

航情報、フライトプラン、気象情報等の各情報を伝送するほ

か、資材管理や営業統計の分析等にも利用している。

国際路線 海外の国際路線就航機の乗り入れ地等については、国際電

気通信回線又はSITA(国 際航空通信共同体)の 回線を利用し

て、テレタイプ系を含めたデータ通信網が形成されている。

移

動

通

信

系

航
空
運
送
事運
業航
用管
の理

通
信

航空運送事業者は、国内では自己の事業用としてそれぞれ航空局、航

空機局を開設し、VHF帯 の周波数 を用いて音声又はデータによる運航

管理通信を行っている。また、国際間では外国企業の無線局を介して

VHF帯 及び短波帯の周波数により行っている。

なお、新東京国際空港及び那覇空港においては、航空局の免許を受け

た電気通信事業者から通信サービスを受けることにより運航管理通信を

行っている。

航事通
空業信
機等
使の
用業
務
用

警察庁、海上保安庁等の国の機関は治安維持、捜索救難等を目的とし

て、また、各種の航空機使用事業者等は広告宣伝、農薬散布、写真撮影、

報道取材等を目的としてそれぞれ航空機を運航しており、いずれも航空

局及び航空機局を開設し、通信を行っている。

空
港
内
に陸
お上
け移
る動
通
信

航空運送事業者や空港関係機関等は、航空機の整備、駐機場の管理、

搭乗者の誘導、積載物の取扱いその他空港の管理運営等に関する通信を

行うことを目的として、管理部門(主 として基地局)と 作業現場(移 動

局)と の間等で移動通信を行っている。

なお、新東京国際空港及び東京国際空港では、マルチ ・チャンネル ・

アクセス方式(MCA)で 、また、那覇、大阪、名古屋及び新潟空港等の

19空港では、1周 波単信方式により、電気通信事業者の空港無線電話サー

ビスを受けることによって移動通信を行っている。

衛

星

系

航用通
空の信
運運
送航
事管
業理

航空運送事業者は、インマルサット衛星を利用して、長距離国際路線

の運航管理通信を行っている。なお、この通信は、航空地球局及び航空

機地球局の免許を受けた電気通信事業者(KDD)か ら航空衛星通信サー

ビス(デ ータ通信及び電話サービス)を受けることにより行われている。
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資料1-25船 舶に開設された海上移動業務用無線局等の数

区 別 3年 度末 4年 度末
増減率(%)
▲はマイナス

商船(特 定船舶局を除く。) 5,901 6,101 3.4

漁船(特 定船舶局を除く。) 9,079 8,401 ▲7.5

特 定船 舶 局(マ リンVHF局 を除 く。) 77,348 75,917 ▲1.9

船 舶 地 球 局 1,206 1,342 11.3

無 線 航 行 移 動 局 8,047 7,812 ▲2.9

遭 難 自 動 通 報 局 361 330 ▲8.6

マ リ ンVHF局 199 一

資料1-26海 上運送事業用通信の利用状況

区別 概 要

外
航
海
運
用
通
信

外航船舶は、一般に、モールス電信を中心 とした無線通信設備、VHF無

線電話、インマルサット・システムのほか、レーダ、ファクシミリ受信機

等各種の無線設備を備え、航行の安全等の通信を内外の海岸局と行 うとと

もに、気象、海象等必要な情報を受信している。

1992年2月 からは、モールス電信に代えて衛星通信やデジタル通信技術

等を利用し、迅速で効果的な捜索救助活動を目指した 「海上における遭難

及び安全の世界的な制度(GMDSS)」 が導入されている。

内用
航通
海信
運

日本周辺海域を航行する内航船舶は、沿岸無線電話やVHF無 線電話に

より通信を行っている。また、無線設備の設置が強制 される義務船舶局等

では、GMDSSが 導入されている。

資料1-27漁 業用通信(船 舶局)の 利用状況

区別 概 要

沿 沖
岸及合
漁ぴ漁
業 業

沿岸漁業に従事する小型漁船には、27MHz帯 の周波数を使用するDSB

(両側波帯通信方式)の 無線電話設備が主に設置されている。また、沖合漁

業に従事する漁船には、中短波帯から27MHz帯 の周波数を使用するSSB

(単側波帯通信方式)の 無線電話設備が設置されている。

遠
洋
漁
業

遠洋漁業の中・大型漁船には、中波帯からVHF帯 までの無線電信・電話

が設置され、僚船相互間及び所属海岸局との間で無線通信が行われており、

近年はインマルサット・システムを利用するものも増大 している。また、

義務船舶局では、GMDSSが 導入されている。
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資料1-28警 察用自営電気通信の利用状況

区別 概 要

固
定
通
信

警察通信網は、警察庁一管区警察局一都道府県警察本部間の幹線系マイ

クロウェーブ回線並びに都道府県警察本部一警察署一派出所 ・駐在所間の

専用回線等により構成されている。

災害時における通信の確保に万全を期すため、重要回線については2
ルー ト化が図られているほか、通信衛星を利用した回線も使用されている。

移
動
通
信

移動 通 信 系 に は、 車 載通 信 系 、携 帯 通信 系、 署 活系 等 、用 途 に 応 じた通

信 系 が あ り、 これ らの 通信 系 に は 、 デー タ通 信 等 に優 れ た デ ジ タル方 式 も

導 入 され て い る。

交通
通
情
報
用信

カーラジオを通じて車両の ドライバーに道路交通情報を提供する路側通

信システムを、経路選択が可能な特定区間において運用している。

また、交通情報収集用として、マイクロウェーブを利用した高機能な車

両感知器を導入している。

国通
際
警
察信

国際間の犯罪情報の交換を迅速に行うため、国際刑事警察機構 αCPO)

専用通信網に加入し、短波による自営通信回線及び電気通信事業者の回線

を利用 して世界中の同機構加盟各国と通信を行っている。

そ
の
他

警察電話は、全国の警察機関の間を結ぶ専用システムであり、警察活動

を支える重要な情報連絡手段であることから、交換機の高度化、良好な通

話品質の確保、回線網の増強を推進 している。

資料1-29水 防 ・道路用通信の利用状況

区別 概 要

固
定
通
信
系

建設省では、マイクロ波を利用した多重無線通信回線網により建設本省

と施設等機関、8地 方建設局及び北海道開発局、沖縄総合事務局並びに工

事事務所、ダム管理所、出張所、都道府県など約900か所 を接続 している。

このほか、洪水予報、水防警報、道路管理に必要な水位 ・雨量情報等を

伝送 ・収集するためのテレメータ用無線局及びダムの放流警報を通報する

ためのテレコントロール用無線局としてVHF・UHF帯 により約4,900局

を運用している。

衛通
信
星系

建設省では、建設本省、7地 方建設局、北海道開発局及び沖縄総合事務

局に固定型地球局、また、可搬型地球局を8局 整備し、多重無線通信回線

網のバ ックアップ用及び災害現場からの画像伝送用として運用している。

移通
信
動系

建 設 省 で は 、約10,000局 の移 動 系 無線 局 を運 用 して い るほか 、ヘ リコプ

タ画 像伝 送 シス テム 等の 導 入 を推 進 してい る。

路通
側信

建設省及び公団等の道路管理者は、路側通信システムを設置 ・運用 し、

カーラジオを通じて道路情報を提供している。

そ
の
他

建設省では、洪水予報、水防警報及び道路管理に必要な降雨雪状況を広

域かつ面的に把握するため、レーダ雨雪量計として5GHz帯 の無線局22局

を運用している。

(注)建 設省では、河川、ダム及び道路の維持管理や災害に係わる情報を伝送するため、
水防 ・道路用無線局を開設している。
また、通信需要の増加とニーズの多様化に対処するため、通信回線のデジタル化
を図るとともに、災害時の情報収集や円滑な管理のために画像伝送システムの整備
を行っている。
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資料1-30中 央防災無線網の利用状況

区 別 概 要

固
定
通
信
系

国土庁を中央局とし、指定行政機関及び指定公共機関等の相互間を40
GHz帯 の周波数を中心に多重回線で結ぶ基幹回線であり、非常災害時にお
ける災害情報の収集 ・伝達手段の確保を目的としている。
現在、固定局36局 で構成されており、53の関係機関に電話及びファクシミ
リが設置され、国土庁から他機関への一斉指令通信等が可能となっている。

衛通
信
星系

国土庁(災害対策本部)、 立川災害対策本部予備施設、地方の指定公共機
関、可搬型地球局で通信系を構成 してお り、可搬型地球局からは、災害対策本部
へ被災地の状況を画像伝送することが可能である。

移通
信
動系

国土庁 と移動中の自動車等 との間の電話回線の確保及び固定通信系の
バックアップ等のための複信方式の電話であり、東京及びその周辺地域を
サービスエリアとしている。

画伝
送
像系

近距離被災地からの被害状況を国土庁または立川災害対策本部予備施設
へ画像伝送するものであ1)、 送信設備は専用の車両に搭載されている。

(注)各 通信系は中央防災無線網として有機的接続されてお り、固定、衛星、移動の各
通信系に接続された端末装置(電 話、ファクシミリ)相 互間は、国土庁等に設置さ
れた電子交換機を介 してダイヤル通話(通 信)が 可能 となっている。

資料1-31消 防 防災用通信の利用状況

区 別 概 要

消防防災無
線網

消防庁では、47都 道府県との間に地上系の電話及びファクシミリに
よる通信網を有しており、さらに消防庁と東海地域及び関東地域の8
県との間はCS-3を 利用 した衛星通信網も運用中である。

消防・救急業
務用無線網

消防本部、消防署系に基地局を設置し、消防及び救急自動車等の移
動局との間で情報の収集、伝送を行っている。

資料1-32防 災行政用無線網の利用状況

年 度
区 別 63 元 2 3 4

5

(9月 末)

都道府県防災行政用無線 42 42 44 45 46 46

政令指定都市防災行政用無線 8 9 10 11 12 12

市町 村防災行 政用 無線 2,354 2,417 2,502 2,561 2,627 2,635

地 域 防 災 無 線 シ ス テ ム 4 15 38 57 78 78

(注)1,計 数 は防災行政用無線局を設置している地方公共団体数であり、一部運用中
の場合を含む。

2.防 災行政用無墾には都道府県が開設するもの、政令指定都市が開設するもの
及び市町村が開設す歪ものがある。いずれも防災関係業務に利用するのみなら
ず、平常時には一般行政事務に利用することが認められている。
3.地 域防災無線システムとは、市町村に置かれる災害対策本部の下に、生活関連機関及び防災関係機関を結

ぶ、移動系高機能通信システムである。
4.都 道府県防災行政用無線については、衛星系のみを整備 した都道府県も含む
ものである。
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資料1-33旅 客会社等の鉄道事業用通信の利用状況

区別 名称 概 要

移

動

通

信

シ

ス

テ

ム

新列
幹車
線無
用線

新幹線列車の運転に必要な運転指令、旅客営業に関する旅客指令、業務

通信、電気通信業務の通信を行 うため、指令所と乗務員、乗務員 と駅等の

関係機関、乗客 と一般加入電話との問で使用されている。

乗無
務線
貝

列車の運転、保安等に関する情報連絡用。

構無
内線 操車場等の構内作業員相互間の業務連絡用。

自無
動線
車

鉄道の事故、災害時の現場からの情報連絡用。

脇籟 線路等に異常が発生した場合に、車上、踏切又は携帯用の装置から電波

を発射し、対向、続行列車を停止させるためのもの。

在車
来無
線線
列

各指令から列車を個別に呼び出し、乗務貝に対 して直接指示連絡を行う

もの。

衛シ
星ス
通テ
信ム

東 日本旅客鉄道株式会社及び東海旅客鉄道株式会社では、CS-3を 利用した

①新幹線地震検知システム、②非常災害時における地上回線のバックアップ、③

被災地 ・事故現場 との回線設定を実施するために、静岡、仙台、新潟及び三浦半

島に固定型地球局を、さらに、静岡に車載型地球局を配備している。

資料1-34電 気 ・ガス ・水道事業用通信の利用状況

区別

電
気
事
業
用
通
信

ガ用
ス通
事信
業

水用
道通
事信
業

概 要

電気事業者では、電力の安定供給を行 うため、本店、支店、発電所、変電所等

の間に無線又は有線による通信回線を設置し、電力設備の系統運用、系統保護及

び管理、給電等の情報伝送を行っている。

また、全国的な電力の需給調整を図ることを目的に設置されている中央電力協

議会では、同協議会の中央給電連絡指令所と電力各社、地域給電連絡指令所間に

通信回線を設置し、電力各社間の電力融通、需給調整等電力の広域運営に必要な

情報伝送を行っている。

ガス事業者では、施設の維持及び緊急時の処置等を行うため、移動通信系の無

線局を導管管理事業所、支社等に配置している。

水道事業者は、無線回線(固 定通信系及び移動通信系)を 設置している。固定

通信系は、取水、浄水、送配水等の情報伝送に使用されている。



資料1-35電 波 の 周 波 数 帯 別 の 代 表 的 な 用 途

… 一 準 壁 塾 坐 塗1雌 」 聖 塗 壁 三
波 長100km10kmlkm100m10mlm10cmlcmlmmO.1mm

VLF名 称
超 長 波

LF
長 波

MF
中 波

HF
短 波

VHF
超 短 波

UHF
極 超 短 波

SHF
マ イ ク ロ波

EHF

ミ リ 波 サ ブ ミリ波
光 領 域周波数 帯

オメガ
(無線航行)

代表的
な用途

船舶 ・航空
機 の航行用
ビー コン

デ ッカ
(無線航行)

船舶 ・航 空機
の航行用
ビー コン

ロラン
(無線航行)

中波放送
(AMラ ジォ)

アマチュア
無 線

船舶 ・航空
機通信

短波放 送
国際放 送

アマ チュア
無線
市民 ラジオ

船舶 ・航空
機通信

テレビジョン
放送
FM放 送
、 一コミユニ丁イ
放送

無線呼出 し
沿岸無線電話

防災行政無線
消 防無線

アマ チュ ア
無線

航 空用 レー
ダー

テレビジョン
放送

携帯 ・自動
車電話

MCAシ ステ
ム
タクシー無線

無線LAN
コー ドレス
電話

アマチュア
無線
パー ソナル

無線

電波天文
宇宙研究

衛 星通信
各種レーダー

衛 星放送
受 信障害対
策中継放 送

電気通信事
業 ・公共業
務 用マイ ク
ロ波中継
放送番組 中
継

無線LAN

アマチ ュア
無線

電波天文

衛星通信各
種レーダー

公共業務用
ミリ波 中継

簡易型地上
通信

リモー トセ ンシング
レーザー通信
光通信 システム

既 に広 く利用が進ん でいる周波数帯
(既利用 周波数 帯)

利用が進 んでいない周波数帯
(未利用周波数帯)

(注)マ イ ク ロ波 、 準 マ イ ク ロ波 、 ミ リ波 、 準 ミ リ波 等 の 周 波 数 帯 の 呼 称 に つ い て は 、 統 一 され た定 義 は な い が 、 それ ぞれ 次 の 程 度 の 範 囲 の

周 波 数 の 電 波 を指 して 用 い られ る こ とが 多 い 。

準 マ イ クロ 波=1～3GHzマ イ クロ 波:2～10GHz準 ミ リ波=20～30GHzミ リ波:30GHz以 上

一

ε1
ω

藩 翻
轡 藩

饅

1

合
バ

i

一

諭

煎
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資 料1-36国 別 衛星数及び静止衛星軌道位置数一覧表

(5年12月 現在)

主管庁名
衛 星 数 静止衛星軌道位置数

登 録 数 計 画 数 計 登 録 数 計 画 数 計

米 国 52 164 216 36 102 138

ロ シ ア 59 110 169 32 56 88

INTELSAT 29 56 85 18 25 43

日 本 20 16 36 11 10 21

オー ス ト ラ リ ア 14 12 26 4 4 8

フ ラ ン ス 8 16 24 5 13 18

ESA(フ
フ ン ス) 0 2 2 0 1 1

イ ギ リ ス 2 21 23 2 10 12

EU℃ELSAT
フ ン ス)(7 9 6 15 6 6 12

INMARSAT
(イ ギ リ ス) 2 30 32 2 13 15

ブ ラ ジ ル 2 10 12 2 3 5

中 国 1 17 18 1 15 16

ト ン ガ 1 11 12 1 7 8

カ ナ ダ 5 4 9 5 3 8

ド イ ツ 2 7 9 2 7 9

イ ン ド 6 6 12 3 6 9

メ キ シ コ 2 8 10 2 4 6

ASETA
(ベ ネ ズ エ ラ) 0 6 6 0 6 6

ARABSAT
(サ ウ ジ ア ラ ビ ア) 1 3 4 1 3 4

ル ク セ ン ブ ル グ 1 3 4 1 3 4

イ タ リ ア 1 5 6 1 5 6

イ ラ ン 2 4 6 2 4 6

パプアニュー ギニア 1 5 6 1 2 3

タ イ 0 12 12 0 6 6

ト ル コ 2 4 6 2 4 6

ベ ル ギ ー 1 2 3 1 2 3

イ ラ ク 0 3 3 0 3 3

INTER-
SPOUTNIK
(ロ シ ア)

3 0 3 3 0 3

ア ル ゼ ン チ ン 0 7 7 0 5 5

サ ウ ジ ア ラ ビ ア 0 6 6 0 6 6

コ ロ ン ビ ア 0 2 2 0 2 2
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主 管庁名
衛 星 数 静止衛星軌道位置数

登 録 数 計 画 数 計 登 録 数 計 画 数 計

キ ユ ー バ 0 2 2 0 2 2

イ ン ド ネ シ ア 4 9 13 4 9 13

イ ス ラ エ ル 0 3 3 0 3 3

韓 国 0 2 2 0 2 2

パ キ ス タ ン 0 1 1 0 1 1

セ イ シ ェ ル 0 2 2 0 2 2

ス ペ イ ン 1 2 3 1 1 2

ア イ ル ラ ン ド 0 1 1 0 1 1

NOTELSAT
(ス ウ ェ ー デ ン) 1 0 1 1 0 1

ス イ ス 0 0 0 0 0 0

アラブ首長国連邦 0 4 4 0 4 4

ノ ル ウ ェ ー 0 1 1 0 1 1

マ ル タ 0 1 1 0 1 1

トリニタLド トバ ゴ 0 1 1 0 1 1

ギ リ シ ァ 0 1 1 0 1 1

マ レ ー シ ア 0 3 3 0 3 3

シ ン ガ ポ ー ル 0 6 6 0 6 6

ベ ラ ル ー シ 0 2 2 0 2 2

合 計 232 599 831 150 376 526

IFRB資 料 による

(注)登 録数はIFRBへ の登録数、計画数は事前公表及び調整数



(1993卑12月 吸在}

Kaバ ン ド

30!20

GHz帯

Kuパ ンド
目!U-12
GHz膏

90E

100ε

00G●

G

G●1KESSSERO〔SAOSSH

ELNUATAALNε シSTMASl

XQTPSATTS^Xン1系ITI5
PUEO八RllA/P灯13(AI9(

RTLNTI鍵3T)R)〔 英K【1(ソ

0AIENSglRA=NRT

MPNA↑D'1巳ESCAEC

ECSII3(〔 系

SHA2L^イ7^

Sr↑^^中 ン レ イ
13系 ノマ)ド 脚ノ

了へ^Hレ ァ

〔 ソ ィ21

ノ〕 ン→)
HO一 い
oア 閃
国 ル

GeQS臼

ACPTS

SHAIl

【1し 【C3

ANA(,

SAP/Q

ASAンN

TAIガ1

系TC2)S

A
夷12ネ ↑

(ノ中
ア
o

[20E

Gξ)OGeOTS
PKDKAPHJ

AOFOSAAC

LRHRIし 【 零
AEIE八AC2

PA3ASPO〔

ASISA八M且
IAODATIr)

C且↑ 〔T系C3A

I中1^〔K

ネ2)i英 な3
ンAソ(

ア 韓 韓7タ
)イ

AO●S【CPl1DA

Cバ ンF^謝 δ禰 λ↑粘 令讐認 参り§奮糟 〒員
6!40MPSSεNNIBASC3AS申 ↑TAンAAIAAOOT

㎝z岳MNESAALA八(RAOIIi)系AlガTT32RR(系

G●ATATTTSRS/ITMOBδ0^RB【}派[、lI中^

ESRESAIlA脚Aン 丁 系1'8N英1、 〔2042)英

XTAしARIC3TUTガ'^ALO「AVIOイ 〔P^(

PAFSTI'〔 系1〕T2英^SQR

R↑0Al32マ 〔03、H夕TEl

ESNT【 〔(レ イE(○ イWX21

SIl系^中 イ1ンX中E)IP〔

SO2(マvノ ー テP)

IN^イ レ

7Aノ ノ 【
「R)テ}

Olル

M6

0〔

R/

EV

(1

/90

几R
》E

QS

CS

SI

D8

R(

Nソ

ご
ご

2Rノ

(E}

中S
)S

ご

0^P

lネA

N/L

DアA

O}P

SA

T

AC2

R

本

ノ

ア

ネ)
ノ

7
}

ン中Aネ ネ
マ)し ノ ノ

ルAア ア

P))

●

P

A

L

A

P

A

O
P
A
L
A
P
A

o

Q
S
J
c

TDA

HFS

A尉I

IA

C3S

OIA

MOETQ

r(踊D

A3中(P

〔)英H

タ

イ

○

O
T
O
R

s7

T(

A米

R)

OGOOOO
NTgNAT
IOT}PO

SNSSSN

AGIT↑G

TA2AAA
ISA艮RS

5A日1A
PTり 司2T

O

Sミ

C歪

S山

1^

旦Aト

(ノ

巳 が

●O●GeO●

S↑CAOPTAC

TOHPSAOPS

ANISLLNS…

TGNT3&AG↑3b

SAAA.PAA」

【SSROASRO

QAAIけAIN

NTT[卜PT21

AIへSA^S

R希4中 ↑C毛 中 丁

」⊥^)Aト 心)A

」5P中RioR

L(≧

aネ 〒

(ノ 博
D6(日7^

(ト))ト

ノン!
)ガ ガ

○

↑

o

N

G

A

S

A

T

NOε 150E

Oe●

MEE

l↑T

LSS

SIl

T66

AI

RPF

lSS

li^M

^日^.

米}.目

OOeeOO(〉 ● ●G●
ELTTEし ト【

XOHOXOI

PUANPUS

RTIGR↑A

ECCAECT

SHOSSHr

SIMASI

Fdl↑1[oo

lo(Au((

(ソKミ 〔 ノ 目

ノ)咽 歪 ソ)》

oooooe●O
TPεSTTPESM

OAXTHOAXTE

NLPAANLPAA

GARTIGARTS
APεSCAPESA

SAS「OSAS■T

ASOMASO

↑P」NITPIN

AIOAA4AL1A鳥

CgR(毛C幽R

山101タ ムIOl

o2M7イ 』3Ml6

≧^0〔v≧(A{

〒 ネRノ 〒 ネR/
oぴンE)轟 ンA}

〔 丁1(了F

ト}=ト}O

/ノN

が が

JAAJAA
CUUCUU
SSSSSS
AAAAAA
T↑TTTT

2BA

〔 系 系

目 示 拓 臼ハ
)悼 卜3)濠B

言牽

Q
s
u
P
ε
R
B

OAA●

SUUS

USSU

PAAP

ETT已

RllR

BBAB

1系 系

R^

D飯B

[)系

Ao

A豪

目

O
G
O
M
S

170E

eOOG
UVPU

OSS八S

MASCA

SSRSS

lADTA

2随TIAT

l2Rl

川4^111
)H/IG

G●
PF
LL
TT
SS
AA
TT
CC
OO
MM

題 霊

つ しり
}→

米ヌ)米

o

o

イ

/

ア
ル

栄

o

IM●G●O

NAOIMIOO

TRINANIU

EINMRMNS

しSTAEATA

SAERCRES

ATしSSSLA

TISAAST

系PATPTA

(A↑ 系 八系 丁 【3

イC系(C(系K

ン 〔(イ1イ(^

テ 米 イ ン(ン イ 米

ル}ン マEマ ン)

テんS几 テ

爪VA)ル

O
F
L
T
S
A
T
C
O
M

ン4

7^
ル パ
)プ

ア

AIU

CNS

STA

TES

へLA

RST

IAI

2TH
'系ε

○^(

Aイ 本

!

2テ

4}

プ

ア
}

170w

● 国髄 賭

0国 關 暫

暮 鯛 の衛
星を示す

日 日 本

米 『アメリ角

ノ'旧 フビエト

米 豪 、オーストラリγ

●o

TA

D↑

RD

SR

S
曜

夷;`刊1

Aア丁 酵7

二」一監 γ

中.中 国

緯=韓 口

f、 鋼`

`ノF.{ノF

トノ晋=ト 規

事ノア.`ノFわ7

7レ ー:マ レー'ア

{ノテル{が 庁9,卜

`1マ虚{π 耐,レ

8SA=欧 州 芋 宙

楓 嬬

ノ凋 〃 琳 一齢

G

SS

TT〔 注 】

AA(〉 ● 問 一 駄 遺 上

TT(〉 ∈)にあ る 二 と

SSを 示 ず

il

OO

NN

AA

RR

;10》

一

1

謡

㎞

S
蟄 一

[

ω

洲こ

1

畠
α

1



一426-1電 気 通 信

② 電波監視等

資料1-38無 線 局

無
線
局
の

種
年 頁
度
末

総

計

固

定

局

航

空

固

定

局

放

送

局

放

送

試

験

局

海

岸

局

航

空

局

基

地

局

携

帯

基

地

局

無

線

呼

出

局

陸
上
移
動
中継

局

船

舶

局

遭
難
自
動
通
報
局

船

上

通

信

局

航

空

機

局

無

線

測

位

局

35

40

45

50

55

56

57

58

59

60

61

62

63

元

2

3

4

70,527

315,躍

712,558

L321,875

1,982,785

2,121,247

2,012,822

2,686,664

3,303,783

3,813,604

4,155,554

4,481,283

4,954,570

5.61LO22

61468,211

7,574,478

8,292,624

4,773

8,681

12,801

20,081

29,243

31,201

32,876

34,784

36,427

37,764

41,758

43,670

46β13

49,420

51,662

55β74

58,350

20

39

43

52

49

49

37

36

36

36

30

31

30

30

29

29

29

489

1,619

4,325

7,523

12,052

12,816

15,590

19,466

20,470

24,201

28,957

29,311

31,683

32,176

36,407

37,503

38,098

1

1

1

1

1

7

6

12

12

12

471

681

991

L156

L338

1,351

1β88

L417

1,447

L438

L429

1,421

1,387

1,380

L385

1,421

1,428

118

254

351

532

782

834

857

906

925

960

1,030

1,100

1,148

1,237

1,398

1,595

1,791

3,254

7,282

14,392

23,158

34,088

35,553

38,322

41,167

覗,859

47,899

52,251

56,766

64』09

73」97

83,650

90,957

90,058

93

678

LOO9

1,592

2,133

2,245

2,281

2,356

2,416

2,422

2,524

2,612

2,754

2,815

2,898

2,950

3,009

70

904

L780

1,770

L959

2,173

2,439

2,622

2,626

2,918

3,262

3,522

3,826

3,822

3,脚

12

14

19

203

1,018

2,720

7,300

12,611

18,0如

14,005

21,107

37,250

50,725

73,084

74,858

77,091

79β00

82,466

別,915

86,713

89,639

89,434

92,701

91,975

92,328

90,618

llo

7,528

3,613

1,891

1,691

1,486

L305

Ll20

996

815

686

557

477

406

352

325

L403

1,575

2,048

2ユ12

2,165

2,250

2,3艇

2,306

2,360

2,396

2,473

2,552

2,671

226

502

884

Ll48

1,419

1,431

1,507

L539

1,598

1,627

1,711

1,819

L978

2,238

2,424

2,558

2,550

7,169

15,150

27,128

28,515

33,211

35,995

24,973

28,148

30,755

33,397

35,414

21,957

25,020

27,745

29,589

31,268

23,042



1-3電 波 利 用 一427一

数 の 推 移

地

球

局

航

空

地

球

局

航
空
機
地
球
局

海

岸

地

球

局

船

舶

地

球

局

宇

宙

局

人

工

衛

星

局

放

送

衛

星

局

放
送
試
験
衛
星
局

非

常

局

実

験

局

実
用
化
試
験
局

ア
マ

チ

チ
局

構

内

無

線

局

気

象

援

助

局

標
準
周
波
数
局

特

別

業

務
の

局

陸

上

移

動

局

携

帯

局

簡

易

無

線

局

2

2

3

7

10

72

97

114

129

153

192

569

L927

2237

3β79

1

2

4

1

10

18

3

2

2

131

182

265

356

450

573

652

739

936

1,090

1,206

1,342

1

35

必

46

48

50

46

49

55

56

60

4

7

8

13

2

2

4

4

4

2

2

15

113

151

35

60

60

60

60

60

60

60

60

59

57

32

32

21

500

1,546

2,128

1,860

2,063

2,364

2,661

2,688

2,728

2,742

2,682

1,643

1,658

L7G3

1,605

1,140

820

261

767

7

7

2,966

3,887

2,874

L541

1,859

17,490

5,673

142

66

20

幽

714

1,227

15,431

45,032

136,914

320,304

485,530

523,021

550β38

574,581

596,953

703,204

749,414

825,153

916,904

1,027,101

1,101,431

1,203,226

1,283,185

6

175

993

1,591

3,018

4,027

4,741

348

497

616

709

799

827

702

692

718

710

705

601

599

605

598

569

姐0

l

I

I

l

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

6

7

11

15

28

32

37

42

46

72

110

132

153

202

283

339

361

19,086

68,637

196,447

357,752

572,654

628,425

688,966

746,216

8軋424

9砿439

1,066,196

L196,738

1,452,115

1,916,022

2,580,562

3,496,692

4.0971763

737

3,454

1D,708

21,124

26,766

28,561

29,727

30,700

3L722

32261

3塁,369

37,181

41,647

49,055

51,699

55,134

58,905

3,524

139,687

258,801

480,966

699,441

732,561

536,847

1,ll5,061

1,597,631

1,871,466

2,037,951

2,1聞47

2,268,429

2,321,053

2,410,332

2,473,261

2,505,991



資料1-39利 用 分 野 別 無 線 局 数

無線局
の種類

利用
分野

合

計

固

定

局

航

空

固

定

局

放

送

局

放

送

試

験

局

海

岸

局

航

空

局

基

地

局

携

帯

基

地

局

無

線

呼

出

局

陸
上
移
動
中
継
局

船

舶

局

遭
難
自動

通
報
局

船

上

通

信

局

航

空

機

局

無

線

測

位

局

地

球

局

合 計 8,292,624 58,350 29 38,098 一 1,428 1,791 90,058 31009 3,840 18,040 90,618 325 2,671 2,550 23,042 3,879

電 気 通 信 業 務
陸.ヒ 運 輸
海 上 水 上 運 輸
航 空 運 輸新

聞

2,506,796
491,841
7,441
7,975
4,825

8,534
590
28
62
50

=

元一

=

=
一

二

=
一

19

2

1望

一

47

=
1,330
38

4,104
16,906
22
247
520

210
14
27
4
392

1,258

望

万

二

=
　

2
4,505

=

=

重
一

=

1
　

=
-
2292
25

1
472
273
400
7

3,430

1

=

放 送
漁 業
フケ ス

電 気
上 下 水 道

56,467
94,565
14,874
50,634
11,807

1,120
243
646
3,839
909

=

=
一

38,098

=

=

二

=
一

7弱

=
『

=

=
一

491
26
705
3,048
702

419
98
10
544
7

三
4
11
1

=

=
一

一

80,107

=

『

宅

=
一

=

=
一

=

=
　

24
9,125

函
1

2些

6

望

港 務
港 湾 工 事
水防 ・水利 ・道 路
土 木 ・建 設
鉱 業

9,199
5,471
28,151
242,177
2,262

20
39
9,676
26
62

=

=
一

=

=
　

=

=
一

堕

!
一

=

=
一

165
116
2,010
2,597
41

26
22
203
6
5

=

ヨ
2

=

=
』

574
34
1
7
7

1

塾

2

2,633

二

二

=

=
一

109
187

86

璽

=

璽
一

金 融 ・保 険
製 造 ・販 売
農 業
林 業
消 防

6,111
463,205
30,321
7,854
82,067

3
31
1,614
111
3,347

=

=
一

=

=
一

=

=
一

=

=
一

一i

二

31

430
5,540
944
444
2,981

冠

=

157

8
597

2
4

=

=
一

毛

=
3

二

=
一

=

=
　

=

=
23

1

39

』
2

玉

=
2

救 急 ・医 療
気 象
防 災 行 政
地 方 行 政
公 害 対 策

5,882
1,227

92,108

6,457
エ,220

37
229
19,146
114
814

=

=
一

=

=
一

=

=
一

=

=
　

=

=
『

156
70
3,518
293
32

馨

警
1

4堅

ヨ
『

=

堕
　

▽
7
48
1

=

=
　

=

=
一

=

三
一

話
11
13
3

垢

』
　

警 備宇 宙
開 発 研 究

教 育
上記以外の国家行政
ア マ チ ュ ア

30,688
180
5,293
140,921
1,283,185

1,880
15

32

4,564
一

=

石
一

=

=
一

=

=
一

至
2
2望

=

6
3堕

972

2

207
2,883
一

厄
21
5望

三
13

堕

=

=
一

=

105
5里

=

=
}

=

=
一

=

54
1墾

29

2
124

3,589
一

12

』

堕

スポーツ ・レジヤー
バ ー ソ ナ ル

MCA(含 専用MCA)
そ の 他

7,763
1,701,663
677,812
214,182

聖

5弱

=

=

=

=

=

=

1聾

ヲ

=

匝

聖
37,439
2,418

=

1函

2
　

1,443

=

17,994
　

4,412

=
292

竺

2元

=

評

=

三

1墾

　

8,281

=

函

「一」は該当す る計数が皆無の場合

1

お
　

1

一



利 用 分 野 別 無 線 局 数

(全国) (5年12月 末 現 在)

無線局
の種類

利用
分野

航

空

地

球

局

航
空
機
地
球
局

海

岸

地

球

局

船

舶

地

球

局

宇

宙

局

人

工

衛

星

局

放

送

衛

星

局

放
送
試
験
衛
星
局

非

常

局

実

験

局

実
用
化
試
験
局

ア
マ

チ
ユ

ア

局

構

内

無

線

局

気

象

援

助

局

標
準
周
波
数
局

特
別
業
務
の

局

陸 携 簡

上 易

移 帯 無

動 線

局 局 局

合 計 4 18 2 1,342
一
60 13 2 21 820 1,227 1,283,185 4,741 440 1 361 4,097,76358,9052,505,991

電 気 通 信 業 務
陸 上 運 輸
海 上 水 上 運 輸
航 空 運 輸
新 聞

三

=
一

盗

=
『

ヨ

=
皿

1,342

=

=

二

=
一

7

2

=

=

ニ
ー

=

=
一

=

=
一

5

』

竺

=

=
一

=

=
　

7

12

1

』

=

=
一

=

ニ
ー

三

死
一

2,458,86328.91528
395,32324578,251
906660806
3.4943357
2,1351.56988

放 送
漁 業
ガ ス
電 気
上 下 水 道

=

=
　

=

=
一

二

ニ
ー

=

=
一

=

=
一

至
2

讐

望

=
『

ヨ

ニ
}

=

=
一

望

箆
一

=

=
一

=

=
一

1
3

』

二

至
一

=

=
一

=

=
一

10.4325142997
5223.428252
13.3722799
38,7633783,958
10.086398

港 務
港 湾 工 事
水防 ・水 利 ・道 路
土 木 ・建 設
鉱 業

二

ニ
ー

二

=
』

=

=
一

=

=
一

=

=
一

=

』
一

=

=
一

=

=
一

二

=
一

=

聖
一

=

=
一

=

二
一

=

至
9

=

ユ
ー

=

=
一

=

1肇

皿

1,4603943,779
2,6496501,763
14,0973261,568
64,99856174,455
912671,157

金 融 ・保 険
製 造 ・販 売
農 業
林 業
消 防

=

=
一

=

=
一

=

=
一

=

=
一

=

=
一

ヨ

=

1

=

=
一

=

=
一

=

=
一

3頁

ニ
ー

=

=
一

=

=
　

15
2,323

=
一

=

=
一

=

=
一

=

=
一

11溜 、騙,39.1器
11:1器 ヱ11:lll

70,9914.5232

救 急 ・医 療
気 象
防 災 行 政
地 方 行 政
公 害 対 策

二

=
一

=

=
一

=

ニ
ー

二

=
一

=

=
一

至

=
　

=

=
一

=

=
一

=

五
　

三

=
一

=

=
一

=

=
一

1鐘

3

』

1

2里

互

=

=
　

辱

ニ
ー

2,3311612,504

57242雀
68.868407
5.213152593
93152123

警 備宇 宙
開 発 研 究

教 育
上記以外の国家行政
ア マ チ ュ ア

=

ニ
ー

=

=
一

=

=
一

=

=
　

=

=
一

2

」

」

=

ニ
ー

=

=
一

=

=
一

範
120

貿

=
　

1,227

一

=

=

1,283,185

三
11

里

=

3

望

=

ヨ
ー

=

1雇
一

12,7548214,955

40613
5631533レ879

117・9058β 聖3堕
一

スポーツ ・レジヤー
パ ー ソ ナ ル

MCA(含 専用MCA)
そ の 他

=

=

=

=

二

=

=

=

二

=

=

厄

=

=

=

=

=

=

=

1聴

=

=

=

=

=
-
2,111

こ

1或

=

二

二

で

5塾2342・133

622β79='・701・6鐘
39,2851,968156,988

　

l
GQ

593調

望

お
り

「一」は該当する計数が皆無の場合1



一430-1電 気 通 信

資料1-40用 途 別混信 申告件数

(5年 度末現在)

用途

年度

電

気
通

信

放

送
関

係

航

空

海
上

関

係

警

察

消

防

防

衛

防

災
行
政

官

公

庁

鉄

道

新

聞

電

寧
ガ
ス

各
種

業
務

簡
易
無

線

;

重
ア

ノぐ

「

ソ

ナ

ル

そ

の

他

合

計

元 28 18 93 63 4 161 18 19 18 23 27 3 128 300 242 44 97 1,286

2 21 23 150 90 10 161 0 33 26 0 15 10 590 一 393 40 209 1,771

3 12 17 169 72 2 183 4 34 25 37 18 7 214 505 588 36 101 2,024

4 17 16 164 63 2 161 5 35 21 19 10 10 202 511 586 37 128 1,987

5 8 17 76 49 5 142 2 32 16 49 4 12 302 514 1,072 53 133 2,486

注 平成2年 度 「その他」の欄は、「簡易無線」を含む。

資料1-41重 要 無線通信妨害発生件数

(5年 度末現在)

用途

年度

電
気
通
信
業
務

放

送

業

務

航

空

関

係

海上関係 警

察

消

防

防

衛

防

災

行

政

官

公

庁

鉄

道

そ

の

他

合

計

海
上
保
安

そ

の

他

元 28 18 93 42 21 4 161 18 19 18 23 88 533

2 20 23 146 57 19 10 161 0 15 12 0 52 515

3 12 17 169 54 14 2 183 4 31 18 37 10 551

4 17 16 164 51 12 2 161 5 32 12 19 29 520

5 8 16 75 34 15 5 142 2 32 16 49 34 428
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資料1-42不 法無線局の探査及び措置状況

不法無線局
の 種 別

年度
区分 63 元 2 3 4 5

総 計囎 職
17,08021,02426,24538,40829,55730,641

2,8833,3842,8683,5093,3293,600

否有市劉讐欝
6,5918,1529,7118,5679,55910,325

1,4892,0721,7702,0861,5972,298

禦 蔦{灘鷺畿
2.9523,7403,9604,7723,9027,124

164226254315411303

否蛎 藷{灘離
1,5491,6701,5425091911,435

205213107623311

李猿 濠{灘離
3,4394,2507,15022,63113,7549,975

216257187310615354

・ の 他{灘 離
2,5493,2123,8821,9292,151!,782

809616550736673634

(注)1不 法無線局とは、郵政大臣の免許を受けずに不法な電波を発射する無線局であ

る 。

2「 確認局数」とは、電波の捕そく、視認等で確認された不法無線局であって、同
一 の 日に同 一局 と推 定 され る局 を1局 と して計 上 した局数 を い う。

3「 措置局数」とは、郵政省が告発、又は指導を行った不法無線局の局数のことを
い つ 。
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資料1-43電 波障害原因別処理件数

年 度 63 元 2 3 4

建

造

物

ビ ル

送 配 電 線

鉄 道 ・道 路 ・橋

15,739

15,023

3,510

12,882

16,328

2,974

15,490

5,046

3β14

16,159

18,956

2,344

12,694

3,084

2,023

小 計 34,272 32,184 23,850 37,459 17,801

無

線

局

ア マ チ ⊥ ア無 線 局

市 民 ラ ジ オ

そ の 他

1,582

1,290

652

1,443

1,104

762

1,183

1,071

680

1,293

720

462

1,040

585

408

小 計 3,524 3,309 2,934 2,475 2,033

高 周 波 利 用 設 備 215 183 191 178 138

ブ ー ス タ ー 5,395 5,262 4,880 5,098 4,409

電

気

雑

音

送 配 電 線

自 動 車 ・鉄 道

受信機の不要ふく射等

回 転 機 器

接 点 機 器

照 明 機 器

デ ジ タ ル 機 器

そ の 他

4,977

647

106

225

1,653

550

720

874

5,617

648

87

161

1,166

775

741

376

4,759

403

57

156

883

685

609

364

3,645

281

58

107

779

574

504

729

3,652

213

60

166

726

575

437

372

小 計 9,752 9,571 7,916 6,677 6,201

そ の 他 の 障 害 源 2,005 1,273 1,058 2,314 809

原 因 不 明 13,921 10,669 11,339 10,242 9,502

合 計 69,084 62,451 52,168 64,443 40,893

電波障害防止協議会資料による
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資料1-44不 要 電波障害 に関する苦情 ・相談等申告事例

申 告 事 例

申 告 件 数

3年 度 4年 度 5年 度

1電 話に対する障害

内訳(1)電 話機に無線局等からの音声が入る。

(2)電話機に雑音等の障害がある。

(3庵話機の各種機能に障害がある。

513件

(347件)

(101件)

(65件)

550件

(374件)

(97件)

(79件)

687件

(443件)

(173件)

(71件)

2カ ラオケ、オーディオ機器等音響機器に音声や雑
音が入る。

127件 135件 158件

3テ レビやラジオに音声や雑音が入る。 229件 300件 752件

4自 動 ドアや シ ャ ッター が誤 動 作 を起 こす 。 8件 19件 25件

5テ レビのリモコン等家電機器が誤動作を起こす。 34件 35件 94件

6漏 電 遮 断機 、 ブ レー カー 、 ヒュー ズが 断 に な る。 18件 20件 30件

7コ ン ピュー タが誤 動 作 す る。 33件 27件 40件

8無 変調波の発射、無線機に対する雑音性の混信。 51件 47件 74件

9FAX、 無線呼出し機器の誤動作及び障害。 18件 6件 17件

10そ の他

内訳(1)安 全 にかかわるもの

(医療機器への障害、工作機器の誤動作、電車
の速度計の誤動作等)

(2)その他

(測定器への障害、万引き防止装置の誤動作
、ワイパーの誤動作等)

46件

(13件)

(33件)

41件

(13件)

(28件)

198件

(10件)

(188件)

総 件 数 1,077件 1,180件 2,075件

(注)1.地 方電気通信監理局(沖 縄郵政管理事務所を含む。)への不要電波障害に関する

苦情 ・相談等申件数。

2.不 要電波 とは、無線設備又は高周波利用設備から発射される電波であって、目

的とする通信の相手方の受信設備以外の機器若しくは加工 しようとする物品以外

の機器の機能に影響 を与えるもの又は電波の発射を目的としない機器から発射さ

れる電波をいう。
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③ 無線通信に関する資格制度

資料1-45資 格 別 無 線 従 事

資格

区分

総合無 線通 信士 航空無線

通 信 士

海 上 無 線 通 信 士

第一級 第二級 第三級 小 計 第一級 第二級 第三級 第四級 小 計

4

年

度

申 請 者 数 1,175 1,112 1,797 4,084 4,161 271 85 253 950 1,559

予

備

試

験

棄 権 者 数 68 15 49 132 一 26 0 一 一 26

免 除 者 数 807 842 789 2,438 一 40 82 一 　 122

受験 者数A 300 255 959 1,514 一 205 3 一 一 208

合格者数B 115 135 251 501 一 82 3 一 一 85

合格率(%)BIA 38.3 52.9 26.2 33.1 一 40 100.0 一 一 40.9

本

試

験

受験有資格者数 922 977 1,040 2,939 4,161 122 85 253 950 1,410

棄 権 者 数 305 173 216 694 599 101 23 72 166 362

受験者数C 617 804 824 2,245 3,562 21 62 181 784 1,048

合格者数D 53 46 49 148 1,490 4 12 61 414 491

合格率(%>D/C 8.6 5.7 5.9 6.6 41.8 19.0 19.4 33.7 52.8 46.9

全科目免除者数 17 26 59 102 1 11 lI 0 0 22

5

年

4

月

～

12

月

申 請 者 数 566 576 678 1β20 1β63 184 33 155 586 958

予

備

試

験

棄 権 者 数 38 12 16 66 一 14 1 一 一 15

免 除 者 数 373 368 315 1,056 一 25 31 一 一 56

受験者数A 155 196 347 698 一 145 1 一 『 146

合格者数B 40 90 71 201 一 31 1 一 　 32

合格率(%)BIA 25.8 45.9 20.5 28.8 一 21.4 100.0 　 一 21.9

本

試

験

受験有資格者数 413 458 386 1,257 1,863 56 32 155 586 829

棄 権 者 数 137 65 58 260 302 36 9 42 121 208

受験者数C 276 393 328 997 1,561 20 23 113 465 621

合格者数D 37 29 32 98 814 4 5 31 214 254

合格率(%)DIC 13.4 7.4 9.8 9.8 52.1 20.0 2L7 27.4 46.0 40.9

全科目免除者数 5 5 7 17 6 2 4 0 0 6

(注)1.第 三級及び第四級海上無線通信士、航空無線通信士、特殊無線技士並びにア

2.特 殊無線技士については、第一級海上特殊無線技士、第二級海上特殊無線技

級陸上特殊無線技士、第二級陸上特殊無線技士、第三級陸上特殊無線技士及び
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者 国 家 試 験 施 行 状 況

合 計
陸上無線技術士 特殊無

線技士

ア マ チ 凶 ア 無 線 技 士
総 計

第一級 第二級 合 計 第一級 第二級 第三級 第四級 小 計

9,804 6,151 4,143 10,294 17,754 2,931 10,438 16,253 200,771 230,393 268,245

158 307 202 509 一 一 一 一 一 一

一

一

一

一

667

8,495

5,572

1,962

35.2

2,560 3,823 2,112 5,935 一 　 一 一 一

1,722 2,021 1,829 3β50 一 一 一 一 　

586 767 609 1,376 一 一 一 一 一

34.0 38.0 33.3 35.7 一 一 一 一 一

8,510 4,590 2,721 7,311 17,754 2,931 10,438 16,253 200,771 230,393

53,908

176,485

120,635

68.4

263,968

59,562

204,406

132,906

65.0

1,655 1,080 590 1,670 2,329 979 3,200 6,150 43,579

6,855 3,510 2,131 5,641 15,425 1,952 7,238 10,103 157,192

2,129 516 129 645 9,497 460 2,901 4,781 112,493

31.1 14.7 6.1 11.4 61.6 23.6 40.1 47.3 71.6

125 13 5 18 一 一 一 一 一 143

4,641 2,951 1,874 4,825 6,760 3,054 10,803 12,810 156,827 183,494 199,720

81 146 90 236 一 一 一 一 　 一

一

　

一

一

317

4,075

2,470

792

32.1

1,112 1,920 1,043 2,963 一 一 一 一 一

844 885 741 1,626 一 一 一 一 一

233 261 298 559 一 一 一 一 一

27.6 29.5 40.2 34.4 一 一 一 一 一

3,949 2,181 1,341 3,522 6,760 3,054 10,803 12,810 156,827 183,494

40,632

142β62

95,652

67

197,725

43,148

154,577

100,353

64.9

770 502 301 803 943 941 3,199 4,655 31,837

3,179 1,679 1,040 2,719 5β17 2,113 7,604 8,155 124,990

1,166 284 120 404 3,131 612 2,715 3,927 88,398

36.7 16.9 11.5 14.9 53.8 29 35.7 48.2 70.7

29 3 3 6 一 一 一 一 一 一 35

マチュア無線技士については、予備試験、本試験の区別がない。

士、第三級海上特殊無線技士、レーダー級海上特殊無線技士、航空特殊無線技士、第一

国内電信級陸上特殊無線技士を総称したものである。
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資料1-46資 格別無線従事者数の推移

年 度

資格別
63 元 2 3 4

5

(5年12月 末)

無

線

通

信

士

第一級総合無線通信士

第二級総合無線通信士

第三級総合無線通信士

第一級海上無線通信士

第二級海上無線通信士

第三級海上無線通信士

第四級海上無線通信士

航空無線通信士

小 計

12,967

16,862

28,630

ニ
ー

45,147

20,819

124,425

13,095

17,004

28,835

=
-

45,968

21,669

126,571

13,228

17,165

29,083

-

一

一

46,591

22,540

128,607

13,320

17,235

29,178

3

71

9

46,869

24,126

130,811

13,410

17,325

29,287

24

601

101

47,208

25,586

133,542

13,511

17,408

29,397

35

931

136

47,553

27,212

136,183

無線

技
術
士

第一級陸上無線技術士

第二級陸上無線技術士

小 計

1

18,398

24,500

42,898

19,745

24,938

44,683

20,645

25,321

45,966

21,405

25,514

46,919

22,126

25,652

47,778

22,575

25,784

48,359

特

殊

無

線

技

士

第一級海上特殊無線技士

第二級海上特殊無線技士

第三級海上特殊無線技士

レーダー級海上特殊無線技士

航空特殊無線技士

第一級陸上特殊無線技士

第二級陸上特殊無線技士

第三級陸上特殊無線技士

国内電信級陸上特殊無線技士

簡易無線電話

陸上無線電信

国際無線電信

小 計

1

9,027

238,543

38,991

224,418

20,095

79,574

690402

-

10,350

295

635

221

1,312,551

10,092

243,882

43,580

235,375

22,258

84,775

730,107

-

10,433

295

635

221

1,381,653

11,135

246,975

47,791

239,371

24,832

90,175

746,335

29,031

10,525

295

635

221

1,447,321

11,992

249,617

51,583

242,138

27,909

94,939

760,011

63,729

10,572

294

634

221

1,513,639

12β05

252,623

58,093

245,542

30,679

99β77

774,875

97,620

10,642

294

634

221

1,583,905

13,553

255,047

62,791

248,443

33,154

104,201

787,481

121,600

10,682

294

634

221

1,638,101

ア
マ
チ
ュ
ア
無線

技
士

第一級アマ チュア無線 技士

第二級アマ チュア無線 技士

第三級アマ チュア無線 技士

第四級 アマチュア無線技士

小 計

1

13,159

49,803

94,288

1,60L668

1,758,918

13,581

51,775

98,895

1,760,072

1,924,323

14,003

54,675

114,026

1,919,683

2,102,387

14,703

57,530

117,952

2,090,520

2,280,705

15,160

60,416

123,040

2,253,482

2,452,098

15,762

63,011

127,325

2,377,178

2,583,276

合 計

.

3,238,792 3,477,230 3,724,281 3,972,074 4,217,323 4,405,919
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資料1-47認 定 学校等の状況

(5年12月 末現 在)

認

定

学

校

数

認 定 部 課 数

総 合 無 線 通 信 士 陸上無線技術士
合

計

第 一 級 第 二 級 第 三 級 第 一 級 第二級

予 備
英 語

予 備
英 語
通信術

予 備
英 語

予 備
英 語
通信術

予 備
英 語

予 備
英 語
通信術

予 備 予 備

114 3 3 9 11 9 21 110 59 225

資料1-48資 格別無線従事者養成課程の実施状況

年 度

資格別

4 5(12月 末)

実施件数 修了者数 実施件数 修了者数

第1級 海上特殊無線技士

第2級 海上特殊無線技士

第3級 海上特殊無線技士

レーダー級海上特殊無線技士

航 空 特 殊 無 線 技 士

第1級 陸上特殊無線技士

第2級 陸上特殊無線技士

第3級 陸上特殊無線技士

国内電信級陸上特殊無線技士

16

117

185

109

40

43

254

948

3

604

3,090

5,901

2,608

1,857

2,044

12,534

31,764

20

15

77

111

82

30

34

211

679

1

597

2,284

3,839

2,197

1,690

2,000

10,682

24,367

20

第3級 アマチュア無線技士

第4級 アマチュア無線技士

23

1,199

514

50,361

15

954

308

39,486

合 計 2,937 111,297 2,209 87,470

資料1-49船 舶局無線従事者証明書数(累 計)

年 度 63 元 2 3 4 5(12月 末)

発給数 10,580 10,676 10,744 10,798 10,875 10,927



一438-2放

2放

2-1放

送

送

送

資料2-1放 送種類別放送局数の推移(地 上系)

年度末
区 別

元 2 3 4 5

中波放送

NHK

総 合 198 199 200 201 202

教 育 140 140 140 140 140

計 338 339 340 341 342

民 間 放 送 214(47) 217(47) 225(47) 233(47) 236(47)

計 552 556 565 574 578

短 波放 送

NHK 2 2 2 2 2

民 間 放 送 2(1) 2(1) 2(1) 2(1) 2(1)

計 4 4 4 4 4

超短波放送

NHK 509 510 512 513 514

放 送 大 学 学 園 2 2 2 2 2

民間放送

(県 域) 147(33) 166(35) 183(39) 194(40) 220(44)

(コミュニティ) 0(一) 0(一) 0(一) 1(1) 6(6)

計 147 166 183 195 226

計 658 678 697 710 742

標準 テ レビ

ジ ョン放送

NHK

総 合 3,494 3,491 3,497 3,495 3,498

教 育 3,416 3,414 3,420 3,418 3,421

計 6,910 6,905 6,917 6,913 6,919

放 送 大 学 学 園 3 3 3 3 3

民 間 放 送 6,722(108) 6,853(113) 7,074(115) 7β07(117) 7,553(120)

計 13,635 13,761 13,994 14,223 14,475

標 準テ レビ
ジ ョン音声

多 重 放 送

NHK 3,494 6,905 6,917 6,913 6,919

民 間 放 送 5,002(84) 5,566(99) 6,350(109) 6,656(112) 6,903(115)

計 8,496 12,471 13,267 13,569 13,822

標 準テ レビ
ジョン文字

多 重 放 送

NHK 3,494 3,491 3,497 3,495 3,498

民 間 放 送 5,422(23) 5,441(24) 5,468(24) 5,508(24) 5,542(24)

計 8,916 8,932 8,965 9,003 9,040

超短波音声
多重放 送

民 間 放 送 3(1) 3(1) 3(1) 3(1) 3(1)

衛星受け中
継 放送 局

標準テレビ
ジョン放送

NHK 6 6 6 6 6

音声多重
放 送

NHK 6 6 6 6 6

計 12 12 12 12 12

合 計

NHK 14,759 18,164 18,197 18,189 18,206

放 送 大 学 学 園 5 5 5 5 5

民 間 放 送 17,512(163) 18,248(170) 19,305(176) 19,904(180) 20,465(192)

合 計 32,276 36,417 37,507 38,098 38,676

(注)1。 局数には中継局数を含む。

2.民 間放送の欄の()内 は社数を示す。

3.NHKの 短波放送局には、中継国際放送局を含む。

4.「 衛星受け中継放送局」は、放送衛星局を親局とした中継局である。

5.こ の表からは、受信障害対策中継放送を行う放送局3局 を除いている。
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放送種類別放送局数の推移(衛 星系)

衛
星

年度末
区 別

3 4 5

放

送

衛

星

に

よ

る

放

送

標 準 テ レ ビ ジ ョ ン 放 送

N噛HK
衛星第1 1 1 1

衛星第2 1 1 1

民 間 放 送 1 1 1

標 準テ レビジ ョン音声 多重放 送
NHK

衛星第1 1 1 1

衛星第2 1 1 1

民 間 放 送 2 2 2

高 精 細 度 テ レ ビ ジ ョ ン

社 団 法 人
1 1 1

高精細度テレビジョン音声多重放送 1 1 1

通信

衛
星
に
よ
る
放
送

超 短 波 放 送 民 間 放 送 1 2 1

標 準 テ レ ビ ジ ョ ン 放 送 民 間 放 送 一 2 2

標 準テ レビジ ョン音 声 多重放送 民 間 放 送 一 2 2

(注)高 精細度テレビジョン放送及び高精細度テレビジョン音声多重放送は、試験放送

により実施している。

資料2-3NHKの 放送種類 ・放送事項別放送時間及び放送時間比率

区 別

4年 度

1週 間当た
り平均放送
時間

放送時間比率
1日 当たり
平均放送時
間

中

波

放

送

第

1

放

送

報 道
教 育
教 養
娯 楽

時 間 分
8034

424

3814

4051

%
49.1

2.7

23.3

24.9

時 間 分
1130

38

528

550

合 計 16403 100.0 2326

第
2
放
送

教 育
教 養
報 道

8944

2330

1618

69.3

18.1

12.6

1249

321

220

合 計 12932 100.0 1830
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区 別

4年 度

1週 間当た
り平均放送
時間

放送時間比率
1日 当たり
平均放送時
間

超
短
波
放
送

報 道
教 育
教 養
娯 楽

時 間 分
1411

723

6134

4959

%
10.7

5.5

46.3

37.5

時 間 分

202

103

848

708

合 計 13307 100.0 1901

地
上
系
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン

放
送

総
合
番
組
局

報 道
教 育
教 養
娯 楽

5802

1558

3205

2713

43.5

12.0

24.1

20.4

818

217

435

353

合 計 13318 100.0 1903

教
育
専
門
局

教 育
教 養
報 道
娯 楽

9632

2710

341

0

75.8

21.3

2.9

0

1347

353

32

0

合 計 12723 100.0 1812

衛
星
系
テ
レ

ビ
ジ
ョ

ン

放
送

衛
星
第
1
放
送

報 道
教 育
教 養
娯 楽

8711

2104

3208

2013

54.3

13.1

20.0

12.6

1227

301

436

253

合 計 16036 100.0 2257

衛
星
第
2
放
送

報 道

教 育

教 養i

娯 楽

2754

4906

3957

4135

17.6

31.0

25.2

26.2

359

701

542

557

合 計 15832 100.0 2239

「放送番組統計」(NHK)に よる。

(注)1日 当たり平均放送時間とは、1週 間当たり平均放送時間/7で ある。
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資料2-4 民 間放送の放送種類別1日 当たり放送時間

(10～12月平均)

4年 5年
区 別

ラ ジ オ テ レ ビジ ョン ラ ジ オ テ レ ビジ ョン

1日 当たり平均放送時間

〃 最高放送時間

〃 最低放送時間

時 間 分

2304

2400

1800

時 間 分
2007

2308

1435

時 間 分
2309

2400

1800

時 間 分

2006

2312

1346

「番 組 統計 」(㈹ 日本 民 間放 送 連 盟)に よ り作 成 。

(注)中 波 放 送、 短 波 放送 及 び超短 波 放 送 の合 計91社(4年 は88社)、 テ レ ビジ ョン放 送

の合 計119社(4年 は117社)の 平 均 で あ る。

資料2-5 民 間放送の放送種類 ・放送事項別1日 当たり放送時間比率

(5年10～12月 平均)

区 分
ラ ジ オ 放 送 テ レ ビジ ョン放 送

放 送 時 間 百 分 率 放 送 時 間 百 分 率

報 道
分
183

%
13.2

分

249

%
20.6

教 育 53 3.8 156 12.9

教 養 217 15.6 296 24.5

娯 楽 923 66.5 478 39.6

広 告 9 0.6 13 1.1

そ の 他 4 0.3 14 1.3

計 1,389 100.0 1,206 100.0

「番組統計」(㈹ 日本民間放送連盟)に より作成。

(注〉 中波放送、短波放送及び超短波放送の合計91社 、テレビジョン放送の合計119社 の

平均である。
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資料2-6 ラジ オ及びテレビジョン接触者率の推移

(各年11月 調査 単位:%)

年
区 別 元 2 3 4 5

ラ ジ オ
平 日 30 28 30 31 31

日 曜 19 18 19 20 21

テ レ ビ ジ ョ ン

平 日 91 91 90 90 90

日 曜 89 89 88 88 87

「全国視聴率調査」(NHK)に よる。

資料2-7ラ ジ オ及びテ レビジ ョン平均視聴時間量

区 別
5年11月

時 間 分

ラ

ジ

オ

平
日
平
均

午 前(05

午 後(12夜 間(
18

深 夜(24
1日(05

00～12

00～18

00～24

00～05

00～05

00)
00)
00)
00)
00)

18

15

9
2

44

土

曜

日

午 前(05

午 後(12

夜 間(18

深 夜(24
1日(05

00～12

00～18

00～24

00～05

00～05

00)
00)
00)
00>
00)

15
12

7

2

36

日

曜

日

午 前(05

午 後(12
夜 間(18

深 夜(24

1日(05

00～12

00～18

00～24

00～05

00～05

00)
00)
00)
00)
00)

11
10
7
1
29

テ

レ

ビ

平
日
平
均

午 前(05

午 後(12

夜 間(18

深 夜(24
1日(05

00～12

00～18

00～24

00～05

00～05

00)
00)
00)
00)
00)

1

3

48

45

49
4

26

土

曜

日

午 前(05

午 後(12

夜 間(18
深 夜(24

1日(05

00～12

00～18

00～24

00～05

00～05

00)
00)
00)
00)
00)

1

3

45

57
57

7

46

日

曜

日

午 前(05

午 後(12

夜 間(18

深 夜(24
1日(05

00～12

00～18

00～24

00～05

00～05

00)
00)
00)
00)
00)

1

1

3

52
05
59
3
59

「全 国視 聴 率 調査 」(NHK)に よる。

(注)1.1日 の 扱 い を午 前5時 か ら翌 日の午 前5時 ま で と して い る。

2.テ レ ビは 衛 星放 送 を含 む 。
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資料2-8NHKの 放送受信契約数の推移

区別年度末 普通契約 カラー 契 約 衛星カラー契約 衛星普通契約 特別契約 契約総数

62

63

元

2

3

4

1,704,912

1,549,755

1,446,803

1,358,442

1,270,821

1,126,167

30,691,653

31,289,438

30,534,930

29,826,427

28,855,151

28,205,722

L200,362

2,343,529

3,785,030

4,969,729

5,010

11,870

21,882

30,111

1,632

2,433

4,367

12,312

32,396,565

32,839,193

33,188,737

33,542,701

33,937,251

34,344,041

(注〉 普 通 契 約 ・

カ ラ ー 契 約 ・

衛 星 カラー 契約 一

衛 星 普 通 契 約 ・・

特 別 契 約 ・・

・…・衛星系によるテレビジョン放送の受信および地上系によるテ

レビジョン放送のカラー受信を除く放送受信契約
…・衛星系によるテレビジョン放送の受信を除き、地上系による

テレビジョン放送のカラー受信を含む放送受信契約
…衛 星系および地上系によるテレビジョン放送のカラー受信を

含む放送受信契約
…・衛星系および地上系によるテレビジョン放送のカラー受信を

除き、衛星系によるテレビジョン放送の白黒受信を含む放送

受信契約
…・地上系によるテレビジョン放送の自然の地形による難視聴地

域または列車、電車その他営業用の移動体において、地上系

によるテレビジョン放送の受信を除き、衛星系によるテレビ

ジョン放送の受信を含む放送受信契約

資料2-9有 料放送の加入者数

区別

年末
テ レ ビ ジ ョン放 送 テレビジョン音声多重放送

平成5年 1,487,634 59,668

(注)テ レ ビ ジ ョン放 送 は平 成3年4月1日 か ら、 テ レビ ジ ョン

音 声 多重放 送 は平 成3年9月1日 か ら有 料放 送 を開始 。

資料2-10 都市受信障害未解消世帯数(推 定)の 推移

(単位:万世帯)

年度末
区 別

57 61 元 4

都 市 受 信 障 害 未解 消 世 帯 数 62 67 68 61

(注)NHK資 料 に よ る。
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資料2-11 民間放送の中継局建設数の推移
一 年度
区 別 元 2 3 4 5

中 継 局 建 設 数 119 130 219 231 243

(注)NHKに ついては、衛星放送により解消することとしている。

資料2-12都 市受信障害解消世帯数の概要

(4年 度末現在)

区 分 件 数 障害解消世帯数

都市受信障害解消目的の共同受信施設 31,445 約4,547千 世 帯

SHFテ レ ビ ジ ョ ン 放 送 局 4 約13千 世帯

(注)件 数、世帯数とも、4年 度末現在までの累計である。

資料2-13テ レビジョン音声多重放送の実施状況

(5年 度末現在)

放送事業者

項 目
NHK 民 間 放 送

地 上 系 ・ 衛 星 系 の 別 地上系 衛星系 地上系 衛 星 系

利 用 区 分 補完利用 補完利用 補完利用 補完利用 独立利用

実 施 社 数 1 1 115 1 1

放 送 局 数
(中 継 局 を 含 む 〉

6,925 2 6,903 1 1

(注)独 立利用は、同時に行われるテレビジョン放送の内容 とは別の全く独立した音声

番組を放送している。
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資料2-14文 字放送の実施状況

地区 事 業 形 態 事 業 者 数
1日 当たりの平均放送番組
数の合計(字 幕を除く)
()は 字幕番組数別掲

全
国 日 本 放 送 協 会 1 21(13)

関

東

テ レ ビ ジ ョ ン 兼 営 社 5 33(8)

文 字 放 送 単 営 社 5(注1) 353(一)

東

海

テ レ ビ ジ ョ ン 兼 営 社 2(注2) 119(2)

文 字 放 送 単 営 社 2(注3) 158(一)

北
陸 テ レ ビ ジ ョ ン 兼 営 社 1(注4) 一(17)

近

畿

テ レ ビ ジ ョ ン 兼 営 社 5(注5> 102(9)

文 字 放 送 単 営 社 3(注6) 210(一)

鵡 テ レ ビ ジ ョ ン 兼 営 社 1(注7) 18(7)

(注)1.う ち1社 は、 甲信 越、 東 北 及 び北 海 道地 区 を放 送 区域 に含 む。

2.う ち1社 の放 送 区 域 は 中京 地 区 のみ 、1社 の放 送 区域 は静 岡地 区の み。

3.う ち1社 は 、北 陸 地 区 を放 送 区域 に 含 む。

4.放 送地 区 は 富 山地 区 の み。

5.う ち1社 の放 送 区域 は 大 阪地 区 のみ 。

6.う ち1社 の放 送 区域 は 大 阪地 区 のみ 、1社 の 放送 区 域 は 、 中国、 四 国、 九州

及 び 沖縄 地 区 を含 む。

7.放 送 区域 は福 岡地 区 の み。

8。 放 送番 組 数 につ い ては 、5年10月 ～12月 ま での もの 。
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資料2-15緊 急 警報放送システムの実施状況

(5年 度末現在)

使 用 す る 放 送 メ デ ィ ア 放 送 事 業 者 数

中波放送 20

テ レ ビジ ョン放 送 35

テレビジョン音声多重放送 35

超短波放送 4

衛星放送 1

(注)緊 急警報放送システムとは、受信者が緊急警報受信機を用意し、あらかじめ待受

受信の状態にしておけば、放送局が災害に関する放送の前に送出する緊急警報信号

によって自動的に受信機が動作し、災害に関する放送を受信できるものであり、60

年6月 に同システム導入のために関係省令が改正され、同年9月1日 からNHK及

び一部の一般放送事業者により運用されている。

資料2-16放 送 大学の学生数の推移 (単位:人)

区 分 全 科履修生
選 科
履修生

科 目
履修生 特修生 研究生

特別聴講
学 生 合 計

4年 度
第1学 期 24,799 8,522 5,757 509 67 1,814 41,468

5年 度
第1学 期

25,784 11,479 7,067 73 88 2,046 46,537

(注)1.全 科履修生とは、6つ の専攻のいずれか一つの専攻に所属し、4年 以上在学

して、所要の124単位以上を修得 した場合に卒業が認定され、学士(教 養)の 学

位が授与されるものをいう。

2.選 科履修生(期 間1年)、 科目履修生(期間1学 期)と は、卒業を目的とせず、自

分の学習したいテーマに基づいて特定の科目を選択 して履修するものをいう。

3.特 修生 とは、全科履修生としての入学資格を得るため、基本科目、基礎科目

のうちから、人文、社会、自然の3分 野にわたって、16単 位以上の修得をする

ものをいう。

4.研 究生とは、大学卒業又はこれと同等以上の学力を有するもので、特定事項

についてさらに専門的知識を深めるため一年間にわたり専任教貝の指導により

研究を行うものをいう。

5.特 別聴講学生とは、他の大学、短期大学の学生で、当該大学 ・短期大学と放

送大学との協議の結果、履修を認められたものをいう。
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資料2-17国 際放送の状況

(6年 度)

放 送 区 域
(地 域 向 け放 送)

欧州 、北 米 、 中米 、 ア フ リカ、 中東 ・北 ア フ リカ 、南 米 、ハ ワ イ、

極 東 ロシ ア、 ア ジア 大 陸(北 部 〉、 ア ジア 大陸(中 部)、 ア ジ ア大陸

(南 部)、 豪 州 ・ニ ュー ・ジー ラン ド、 東 南 ア ジア、 南 西 ア ジア 、比

島 ・イン ドネ シア、 東 ア ジア 、 朝鮮(17)

(一般 向け 放 送)

全 区域

放 送 時 間
(地域 向 け放 送)

1日35時 間

(一 般 向 け放 送)

1日30時 間

使 用 言 語

(地 域 向 け放 送)

英語 、 ドイツ語 、 フラ ン ス語 、 ス ウェー デ ン語、 イ タ リア語 、 ス

ペ イン語 、 ポ ル トガ ル語 、 ロ シア語 、 中国 語 、 イン ドネ シア語 、 マ

レー語 、タイ語 、 ミャ ンマ ー 語 、ベ トナ ム語 、 ヒンデ ィ語 、ウ ル ドゥ

語 、ベ ン ガル 語、 ア ラ ビア 語 、 ス ワ ヒll語 、 朝鮮 語 、ペ ル シ ア語 、

日本 語(22)

(一 般 向け 放 送)

日本語 、 英 語(2)

国 内 送 信 所 KDD八 俣 送 信所

300kW×7台(計11台)

100kW×4台

中 継 放 送 (ガ ボ ン ・モ ヤ ビ送 信所 、 借 用 に よ り実 施)

1日12時 間(欧 州 ・中 東 ・北 ア フ リカ 向け9.5時 間 、 アフ リカ東部

向 け0.5時 間 、 ア フ リカ南 部 向 け2時 間)

(カ ナ ダ ・サ ッ クビル送 信 所 、相 互 交換 中継 及 び借 用 に よ り実施)

1日8時 間(北 米 東部 向 け4時 間 、北 米 中部 ・西部 向 け4時 間)

(南 米仏 領 ギアナ ・モ ン シ ネ リ送 信 所、 相 互 交換 中継 に よ り実施)

1日7.5時 間(中 米 向け2時 間、 南 米(東 部)向 け4時 間、 同(西

部)向 け1.5時 間)

(スIl・ ラ ンカ ・エ カラ送 信所 、借 用 に よ り実 施)

1日10.5時 間(南 西 ア ジア 向 け6時 間、 中 東 ・北 ア フ リカ向 け4.5

時 間)

(イ ギ リス ・ス ケ ル トン送 信 所、 借 用 に よ り実 施)

1日10時 間(欧 州 向け)

(シ ン ガ ポー ル送 信 所、 相 互 交換 中継 に よ り実 施)

1日8時 間(イ ン ドシナ 半 島向 け〉

(注〉 我 が 国の 国 際放 送 は 、放 送 法 の規 定 に基 づ き、NHKが 「ラジ オ 日本 」 の名 称 で

短 波 に よ り全世 界に 向 け実 施 して い る。

放 送 番 組 は 、 三 ユー ス等 報 道 番組 、 国情 紹 介 番組 及 び娯 楽 番組 か ら構 成 され て い

る。 ま た、戦 争 、 内 乱 、 クー デ ター 及 び大 規模 災害 等 の緊 急事 態 の 発生 に際 し、在

外邦 人の た め に各種 情 報の 提供 も行 って い る。使 用 周波 数 帯 は、6、7、9、11、

15、17及 び21MHz帯 で あ る。



一448-2放 送

資料2-18 民間放送の営業収入等の推移
(単位:社 ・百 万 円)

年 度

区 別
63 元 2 3 4

乏兼
芽
二

τ営

5
ジ社

社 数

ラ ジ オ 収 入

テレビジョン収入

営 業 収 入 計

営 業 利 益

36

87,446

473,563

589,352

57,370

36

92,589

517,581

636,267

65,705

36

97,709

553,730

683,930

64,645

36

97,890

551,779

688,599

46,006

36

94,397

526,844

667,699

24,082

ラ
ジ
オ
単営

社

社 数

ラ ジ オ 収 入

営 業 収 入 計

営 業 利 益

41

126,262

137,603

14,255

44

146,800

159,711

19,373

47

165,126

179,883

22,362

48

167,034

183,190

20,755

52

157,065

176,292

12,789

τ単

5営

タ社

社 数

テレビジョン収入

営 業 収 入 計

営 業 利 益

67

944,368

996,789

96,053

70

1,084,299

1,140,985

134,646

73

1,181,517

1,242,499

139,154

79

1,248,548

1,312,174

122,977

81

1,221,777

1β01,621

75,927

(注)営 業収入には、ラジオ収入、テレビジョン収入以外のその他営業収入を含む。

資料2-19有 線電気通信設備数の推移

年度末

設備区分
63 元 2 3 4

有線テレビジョン放送設備

有 線 ラ ジ オ 放 送 設 備

一般の有線電気通信設備

45,018

11,595

11,123

47,507

11,862

11,277

50,484

12,291

11,287

53,612

12,530

11,511

56,393

12,735

11,539

合 計 67,736 70,646 74,062 77,653 80,667

(注)こ こでの設備 とは、有線電気通信法上の届出数である。
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資料2-20規 模別有線テレビジョン放送施設数及び受信契約者数の推移

区別

年度末

許 可 施 設

(引込端子数501以上)

届 出 施 設

(引込端子数500～51)

小規模施 設

(引込端誘 下)
合 計

施設数 受 信 契約 者 数 施設数
受 信 契
約 者 数 施設数

受 信 契
約 者 数 施設数

受 信 契
約 者 数

63

元

2

3

4

826

944

1,091

1,261

1,371

1,689,629

1,930,752

2,322,145

2,751,117

3.440β75

25,710

26,583

27,869

29,173

30,400

3,630,652

3,761,558

3,928,064

4,127,926

4,322,999

18,654

19,810

21,488

23,169

24,666

454,587

479,968

517,328

552,239

580β14

45,190

47,337

50,448

53,603

56,437

5,774,868

6,172,278

6,767,537

7,431,282

8,344,188

〔注)引 込端子数50以 下の施設で自主放送を行うものは、小規模施設として計上せず、

届出施設に含めた。



一450-2放 送

資料2-21都 道 府県別有線テレビジ ョン放送施設数

(4年 度末現在)

都道府県 許可施設
届出
施設
小規模
施 設 計 都道府県

許可
施設

届出
施設
小規模
施 設 計

北 海 道

青 森

岩 手

宮 城

秋 田

山 形

福 島

茨 城

栃 木

群 馬

埼 玉

千 葉

東 京

神 奈 川

山 梨

新 潟

長 野

富 山

石 川

福 井

岐 阜

静 岡

愛 知

三 重

24

14

15

28

1

2

17

16

14

4

158

90

149

116

18

7

30

3

7

6

32

44

96

40

695

154

264

333

215

190

350

265

192

303

1,423

1,180

4,439

L994

149

397

384

80

300

147

553

458

1,242

284

1,729

146

224

305

168

348

280

116

131

327

701

495

3,625

1,503

133

377

467

153

426

278

383

381

1,010

180

2,448

314

503

666

384

540

647

397

337

634

2,282

1,765

8,213

3,613

300

781

881

236

733

431

968

883

2,348

504

1

大 阪

京 都

兵 庫

滋 賀

奈 良

和 歌 山

広 島

岡 山

鳥 取

山 口

島 根

愛 媛

高 知

香 川

徳 島

熊 本

福 岡

佐 賀

長 崎

大 分

宮 崎

鹿 児 島

沖 縄

150

18

92

5

5

5

20

16

4

10

3

10

6

11

22

1

19

13

9

11

2

4

4

4,599

1,054

2,133

359

399

328

733

642

227

482

331

349

279

129

220

235

698

117

273

255

156

335

76

2,447

1,038

1,794

340

347

309

354

409

136

248

218

432

334

66

214

483

299

94

134

547

167

251

119

7,196

2,110

4,019

704

751

642

1,107

1,067

367

740

552

791

619

206

456

719

1,016

224

416

813

325

590

199
1

合 計 1,371 30,400 24,666 56,437
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資料2-22規 模 ・運営主体別有線テ レビジ ョン放送許可施設数

(4年 度末現在)

区 別

施 設 の 規 模(引 込端子数)

合 計
501～

1,000

1,001～

2,000

2,001～

3,000

3,001～

5,000

5,001～

10,000

10,001～

20,000

20,001

以 上

営 利 法 人 116 161 84 86 93 65 106 (51.9)
711

任 意 団 体 120 121 26 16 12 2 2

一

(21,8)

299

国・地方公共団体 43 45 14 17 4 2 1

一

(9.2)
126

特 殊 法 人 20 21 5 7 4 一 1

一

(4.2)
58

公 益 法 人 29 41 21 16 11 8 6
(9.6)
132

協 同 ・共済組合 3 2 4 2 3 1 一 (1.1)'
15

個 人 2 一 一 一 一 一 一 (0.2)
2

そ の 他 11 8 6 1 1 一 1 (2,0)
28

合 計 344 399 160 145 128 78 117 (100.0)
1,371

(注)1.()内 は、構成比を示す。

2.運 営主体の「その他」には、共同設置(運営主体が営利法人と任意団体、NHK
と任意団体等)の もの、学校法人及び管理組合法人を掲上した。

資料2-23業 務内容別有線テレビジョン放送許可施設数及び構成比の推移

区別

年度末

同時再送信 同時再送信と
自主放送

自主 放 送 合 計

施設数 構成比 施設数 構成比 施設数 構成比 施設数 構成比

63

元

2

3

4

651

720

808

914

971

%
78.8

76.3

74.1

72.5

70.8

174

223

281

345

398

%
21.1

23.6

25.8

27.3

29.0

1

1

2

2

2

%
0.1

0.1

0.1

0.2

0.2

826

944

10091

1,261

1,371

%
100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

(注)「 同時再送信 と自主放送」を行う施設には、他の有線テレビジョン放送事業者に施

設を提供して自主放送を行う施設(以 下 「チャネルリース」という。)が含まれてい

る。
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資料2-24自 主放送を行う有線テレビジョン放送施設数及び受信契約者数の推移

区分

年度末

許 可 施 設 届 出 施 設 合 計

施設数 受信契約者数 施設数 受信契約者数 施設数 受信契約者数

63

元

2

3

4

175

224

283

347

400

600,683

790,850

1,000,135

1,366,145

1,846,058

93

107

131

143

163

13,211

16,830

18,921

20,356

24,856

268

331

414

490

563

613,894

807,680

1,019,056

1,386,501

1,870,914

(注)1.自 主 放送 を行 う もの と して許 可 を受 け 又 は届 出 を行 って い る が、 現 に 自主放

送 を行 っ て い ない ものは 除 い て あ る。

2.チ ャネ ル リー ス に よ り自主放 送 を行 う もの を含 め てあ る。

資料2-25 自主放送 を行 う大規模ケーブルテ レビの状況

(4年 度末現在)

施 設 者 施設の所在地 受信契
約者数

1 ㈱ 日本 ネ ッ トワー クサー ビ ス 山梨県甲府市 99,726

2 エ ル シー ブ イ㈱ 長野県諏訪市 60,712

3 ㈲研究学園都 市 コミュニティケーブルサー ビス 茨城県つくば市 40,113

4 ケ ー ブ ル テ レ ビジ ョン四 日市 ㈱ 三重県四日市市 36,239

5 ㈱ テ レ ビ松 本 ケー ブル ビジ ョン 長野県松本市 35,023

6 ㈱ 上 田 ケー ブ ル ビ ジ ョン 長野県上田市 28,879

7 札幌 ケー プ ル テ レ ビジ ョン㈱ 北海道札幌市 28,568

8 長崎 ケー ブ ル テ レ ビジ ョン㈱ 長崎県長崎市 27,092

9 ㈱ 嶺 南 ケ ー ブ ルネ ッ トワー ク 福井県敦賀市 20,930

10 ㈱ ケ ー ブル ネ ッ トワー ク千葉 千葉県千葉市 19,606

11 セ ン トラル ケ ー ブ ルテ レ ビ㈱ 愛知県名古屋市 19,331

12 生活協同組合唐津ケーブルテレビジョン 佐賀県唐津市 18,755

13 ㈱ イ ン フ ォ メー シ ョン ・ネ ッ トワー ク・コ ミュニ テ ィ 長野県長野市 18,559

14 側)神戸市開発管理事業団 神戸市垂水区、須磨区 17,499

15 ㈱テレビ岸和田 大阪府岸和田市 17,088

16 名 古屋 ケー ブ ル ネ ッ トワー ク㈱ 愛知県名古屋市東区、中区 16,502

17 東 京 ケー ブ ル ネ ッ トワー ク㈱ 東京都文京区 16,250

18 ひ まわ りネ ッ トワー ク㈱ 愛知県豊田市 15,446

19 ㈱ 東 急 ケー プ ル テ レ ビジ ョン 東京都世田谷区 15,360

20 ㈲ 福 岡 ケー ブ ル ビ ジ ョン 福岡市 15,112

21 横 浜 ケー ブ ル ピ ジ ョン㈱ 横浜市旭区、泉区、戸塚区 15,031

22 ㈱志木ケーブルメディア 埼玉県志木市 15,000
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施 設 者 施設の所在地
受信契
約者数

23 ㈱東関東ケーブルテレビニ九六 千葉県佐倉市 15,000

24 ㈱ 東急 ケー ブ ル テ レ ビジ ョン 東京都 目黒区 14,799

25 近 鉄 ケー ブ ル ネ ッ トワー ク㈱ 奈良県奈良市、生駒市 14,515

26 ㈱ 東 急 ケー ブ ル テ レ ビジ ョン 横浜市緑区 13,815

27 シー エー テ ィブ イ愛知 ㈱ 愛知県半田市 13,280

28 上 越 ケー ブ ル ビ ジ ョン㈱ 新潟県上越市 13,179

29 沖 縄 ケー ブ ル ネ ッ トワー ク㈱ 沖縄県那覇市 13,126

30 大分ケーブルテレビ放送㈱ 大分県大分市 13,079

31 洛 西 ケ ー ブル ビ ジ ョン㈱ 京都市西京区 12,600

32 高知ケーブルテレビ㈱ 高知県高知市 12,213

33 ㈱ ケー ブ ル ビ ジ ョンニ 十一 福岡県福岡市 12,171

34 ㈱ 東 急 ケ ー ブル テ レ ビ ジ ョン 東京都大田区 11,993

35 ㈱ 帯 広 シテ ィー ケ ー ブ ル 北海道帯広市 11,991

36 ㈱CATV富 士五湖 山梨県富士吉田市 11,744

37 ㈱ ケー ブ ル コ ミュ ニ ケー シ ョン長 良 川 岐阜県岐阜市 10,911

38 ㈱ 愛媛 シー エー テ ィヴ イ 愛媛県松山市 10,279
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資料2-26都 市型ケーブルテレビの許可状況

(5年 度許可分)

施 設 者 名 施 設 区 域 許可年月 開始年月

蕨 ケー ブ ル ビ ジ ョン㈱ 埼玉県蕨市 5.4 6.6

㈱ ケーブルテレビ神戸 兵庫県神戸市長田区 ・須麿区 ・垂水区 5.6 6.9

㈱ケーブルテレビ山形 山形県山形市 5.9 6.10

津ケーブルテレビ㈱ 三重県津市 5.9 6.10

㈱明石ケーブルテレビ 兵庫県明石市 5.9 6.9

杉並ケープルテレビ㈱ 東京都杉並区 6.2 6.12

浜松ケーブルテレビ㈱ 静岡県浜松市 6.2 7.4

(注)都 市型ケープルテレビとは引込端子1万 以上、自主放送5チ ャンネル以上で、中

継増幅器が双方向機能を有するケーブルテレビである。

2-3有 線ラジオ放送

資料2-27有 線ラジオ放送施設数の推移

年度末
区別

63 元 2 3 4

施 設 数 11,949 12,214 12,390 12,549 12,682

資料2-28 業務内容別有線ラジオ放送施設数及び構成比

(4年度末現在)

業 務 別 施設数 構成比

共 同 聴 取 業 務 1,458 11.5%

告知放送業務

① 農山漁村において地域情報や農事関

係ニュース等を放送するもの

② ① とラジオ放送の共同聴取を併せて

行 うもの

③ ② と電話業務を併せて行 うもの

④ 有線音楽放送を行うもの

7,223

1,087

460

912

57.0

8.6

3.6

7.1

小 計 9,682 76.3

街 頭 放 送 業 務 1,542 12.2

合 計 12,682 100.0
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郵 便 物 数

資料3-1

3-1

引受郵便物数の推移

郵便 物数 一455一

(単位 千通(個))

年度

区別
元 2 3 4 5

総 計

内 国

21,495,681

21,374,244

21,076,646

16,970,693

627,195

3,428,128

50,630

297,598

285,551

4,201

7,846

121,437

116,998

2,522

1,917

170,204

166,926

2,306

972

22,814,889

22,689,479

22,338,045

18,107,080

707,452

3,509,852

13,661

351,434

338,776

4,233

8,425

125,410

120,099

2,770

2,541

183,060

179,609

2,275

1,176

23,945,723

23,814,654

23,406,536

18,951,057

727,725

3,658,707

69,047

408,118

394,396

4,696

9,026

131,069

125,085

2,929

3,055

196,550

192,797

2,342

1,411

24,398,084

24,263,783

23,837,788

19,398,138

722,319

3,699,309

18,022

425,995

412,367

4,651

8,977

134,301

127,637

3,100

3,564

202,905

198,792

2,391

1,722

24,479,048

24,350,534

23,949,999

19,498,118

722,705

3,687,419

41,757

400,535

387,474

4,557

8,504

128,514

121,451

3,008

4,055

217,276

212,497

2,670

2,109

通 常

普 通

特 殊

年 賀

選 挙

小 包

普 通

書 留

速 達 等

国 際(差 立)

通 常

小 包

EMS(国

際エクスプ
レスメーノの

(到 着)

通 常

小 包

EMS(国

際エクスプ
レスメー紛

(注) 総計は、内国と国際の差立の合計である。
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資料3-2引 受郵便物数 (単位:千 通(個))

区 別

5年 度

計 料金別 ・後納 そ の 他

物 数 増減率 物 数 増減率 物 数 増減率

総 計 24,479,048
%
0.3 12,383,872

%
ム0 .7 12,095,176

%
1.4

内 国 24,350,534 0.4 12,383,872 △0 .7 11,966,662 1.4

通 常 23,949,999 0.5 12,096,126 △0 .5 11,853,873 1.5

普 通
第 一 種

定 形
定 形 外

第 二 種

第 三 種
第 四 種

特 殊

書 留
速 達 等

年 賀
選 挙

19,498,118

12,146,009

10,960,065

1,185,944

5,914,595

1,398,223

39,291

722,705

352,792

369,913

3,687,419

41,757

0.5

0.8

1.0

△1 .3

2.0

△7 .4

4.1

0.1

0.2

△0 .1

△0 .3

131.7

11,934,711

7,268,669

6,720,021

548,648

3,309,305

1,327,497

29,240

161,415

113,039

48,376

=

△0 .5

△0 .3

0.0

△3 .9

2.1

△7 .6

6.6

△0 .9

△0 .1

△2 .7

=

7,563,407

4,877,340

4,240,044

637,296

2,605,290

70,726

10,051

561,290

239,753

321,537

3,687,419

41,757

2.2

2.4

2.7

1.1

1.9

。4 .1

凸2 .5

03

0.4

0.3

△0 .3

131.7

小 包 400,535 △6 .0 287,746 △5 .9 112,789 △6 .2

普 通

書 留

速 達 等

(一 般)

(書 籍)

(カ タ ロ グ)

387,474

4,557

8,504

149,691

128,934

121,910

△6 .0

△2 .0

畠5 .3

△12 .9

△6 .8

5.3

282,796

1,080

3,870

78,859

86,977

121,910

△6 .0

△7 .0

0.9

△16 .6

△8 .9

5.3

104,678

3,477

4,634

70,832

41,957

一

△6 .2

△0 .4

△9 .9

△8 .3

△2 .3

一

国 際
差 立

到 着

128,514

217,276

△4 .3

7.1
二 =

128,514

217,276

△4 .3

7.1

(注)1.小 包(一 般)、(書 籍)及 び(カ タロ グ)は 再 掲 であ る。

2.△ 印 は減 少率 を示 す 。

3.総 計 は、 内 国 と国際 の 差立 の 合 計 で あ る。

資料3-3電 子郵便物数の推移

(単位:千 通)

年 度 元 2 3 4 5

取扱通 数 12,757 14,447 15,591 15,774 16,225



3-1郵 便 物 数 一457一

資料3-4広 告郵便物数
(単位:千 通、 件 〉

年 度区 別 元 2 3 4 5

引 受 物 数 1,642,171 1,887,351 2,190,390 2,557,092 2,769,078

引 受 件 数 72,824 80,536 89,883 100,047 109,916

資料3-5小 包郵便物、宅配便取扱個数の推移
(単位:千 個 、%)

年 度
便名(事 業者 名) 63 元 2 3 4

小 包 郵 便 物

取扱個数 235,002 297,598 351,434 408,118 425,995

増 減 率 20.1 26.6 18.1 16.1 4.4

シ ェ ア 20.5 22.4 24.2 26.6 26.5

全 宅 配 便

取扱個数 911,250 LO28,540 1,100,500 1.124β40 1,183,370

増 減 率 19.5 12.9 7.0 22 5.2

シ ェ ア 79.5 77.6 75.8 73.4 73.5

合 計
取扱個数 1,146,252 1,326,138 1,451,934 1,532,958 1,609,365

増 減 率 19.6 15.7 9.5 5.6 5.0

主

要

宅

配

便

5

便

宅 急 便

(ヤ マ ト運輸㈱ 〉

取扱個数 352,700 415,560 451,810 478,770 515,200

増 減 率 19ユ 17.8 8.7 6.0 7.6

シ ェ ア 30.8 31.3 31.1 31.2 32.0

ペ リ カ ン 便

(日 本 通 運 ㈱)

取扱個数 262,950 289,910 309,290 316,090 318,890

増 減 率 29.9 10.3 6.7 2.2 0.9

シ ェ ア 22.9 21.9 21.3 20.6 19.8

フ ッ ト ワ ー ク

〔フットワークエクスプレス㈱

取扱個数 84,630 94,770 105,970 106,740 107,660

増 減 率 15.7 12.0 11.8 0.7 0.9

シ ェ ア 7.4 7.1 7.3 7.0 6.7

カ ン ガ ル ー 便

(西 濃 運 輸 ㈱)

取扱個数 70,310 76,400 82,200 76,120 88,750

増 減 率 12.4 8.7 7.6 △7.4 16.6

シ ェ ア 6.1 5.8 5.7 5.0 5.5

フクツー宅配便

(福 山 通 運 ㈱)

取扱個数 45,290 49,020 52,570 58,670 67,360

増 減 率 11.7 8.2 7.2 11.6 14.8

シ ェ ア 4.0 3.7 3.6 3.8 42

(注)1.取 扱個数の単位は千個、増減率及びシェアは%で ある。

2.シ ェアは合計に対するものである。

3.宅 配便取扱個数(航 空宅配便を除く)は 、同一便名ごとにその便名を扱ってい

る各事業者の取扱実績を集計したものである。(運 輸省調べ)
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資料3-6 国際郵便物数の推移

(単位 千通(個 〉)

年 度

区 別
元 2 3 4 5

差

立

(

外
国
あ
て
)

通

常

航 空 便

船 便

エ コ ノ ミ ー 航 空

105,284

11,091

623

109,237

10,357

505

113,539

10,983

563

113,158

11,316

498

109,519

11,200

732

小 計 116,998 120,099 125,085 124,972 121,451

小

包

航 空 便

船 便

エ コ ノ ミ ー 航 空

1,567

609

346

1,733

643

394

1,819

683

427

1,835

806

459

1,725

819

464

小 計 2,522 2,770 2,929 3,100 3,008

EMS

(国際 エ クスプ レス メー ル)
1,917 2,541 3,055 3,564 4,055

計

航 空 便

船 便

EMS

(国際 エ クスプ レス メー ル)

エ コ ノ ミ ー 航 空

106β51

11,700

1,917

969

110,970

11,000

2,541

899

115,358

11,666

3,055

990

114,993

12,122

3,564

957

111,244

12,019

4,055

1,196

合 計 121,437 125,410 131,069 131,636 128,514

到

着

(

外
国来
)

通

常

航 空 便

船 便

エ コ ノ ミ ー 航 空

135,424

31,502

144,779

34,830

153,246

39,551

161,747

37,045

167,664

18,179

26,654

小 計 166,926 179,609 192,797 198,792 212,497

小

包

航 空 便

船 便

エ コ ノ ミ ー 航 空

1,271

1,035

1,278

997

1,369

973

1,404

987

1,638

853

179

小 計 2,306 2,275 2,342 2,391 2,670

EMS

(国 際 エ クスプ レス メー ル)
972 1,176 1,411 1,722 2,109

計

航 空 便

船 便

エ コ ノ ミ ー 航 空

EMS

(国際 エ クスプレス メー ル)

136,695

32,537

972

146,057

35,827

1,176

154,615

40,524

1,411

163,151

38,032

1,722

169,302

19,032

26,833

2,109

合 計 170,204 183,060 196,550 202,905 217,276
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資料3-7国 際郵便物の地域別構成比

(4年 度 単位:%)

区 別
差 立 到 着

通 常 小 包 EMS 通 常 小 包 EMS

ア ジ ア

北 ア メ リ カ

欧 州

中 南 米

オ セ ア ニ ア

ア フ リ カ

30.5

32.1

23.0

6.5

5.6

2.3

37.9

31.5

15.9

7.2

6.2

1.3

56.7

20.1

17.8

1.5

2.7

1.1

30.1

31.1

33.9

2.7

1.7

0.4

29.1

32.7

31.3

1.0

5.5

0.3

77.0

14.2

4.5

1.7

1.4

1.2

合 計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

資料3-8 国際郵便物の国(地 域)別 差立 ・到着(上 位10か 国)

(4年 度 単位:千 通(個))

国(地域)名 差 立 割合(%) 国(地域)名 到 着 割合(%)

米 国

英 国

韓 国

ド イ ツ

台 湾

中 国
オース トラリア

香 港

フ ラ ン ス

ブ ラ ジ ル

37,616

7,981

6,966

5,730

5,571

5,470

4,532

3,951

3,883

3,760

28.6

6.1

5.3

4.4

4.2

4.2

3.4

3.0

2.9

2.9

米 国

香 港

英 国

ド イ ツ

フ ラ ン ス

オ ラ ン ダ

台 湾

タ イ

韓 国

デ ン マ ー ク

60,006

19,920

18,843

10,809

8,648

8,339

7,942

7,712

6,718

5,750

29.6

9.8

9.3

5.3

4.3

4.1

3.9

3.8

3.3

2.8

3-2郵 便 事 業

資料3-9郵 便事業の財政状況の推移
(単位:億 円)

年度
区別 63 元 2 3 4

収 益

費 用

利益又は欠損

同 上 累 計

15,272

15,133

139

393

16,991

16,825

166

559

18,026

17,901

125

684

18,750

18,923

△173

511

18,950

19,631

△681

△170

資料3-10郵 便物数と郵便事業定員の推移

区 別
年 度 郵 便 物 数 郵便 事 業 定 員

元

2

3

4

5

百 万 通(個>

21,496

22,815

23,946

24,398

24,479

指 数

100

106

111

114

114

人

14L562

141,759

142,121

142,880

143,331

指 数

100

100.1

100.4

100.9

101.2
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3-3郵 便 施設等

資料3-11郵 便局数の推移

年度末
区 別 元 2 3 4 5

普

通

郵

便

局

集 配 局
無 集 配 局
集 中 局
輸送郵便局
鉄道郵便局
船 内郵便局

1,230

47

6

壬
3

1,239

51

3

』
3

1,245

51

3

』
3

1,255

51

3

』
3

1,268

51

3

』
3

小 計 1,290 1,299 1,305 1,315 1,328

特
定
郵
便
局

集 配 局
無 集 配 局

4,007

14,174

3,922

14,319

3,840

14,475

3,769

14,622

3,721

14,754

小 計 18,181 18,241 18,315 18,391 18,475

簡 易 郵 便 局 4,523 4,567 4,570 4,597 4,616

合 計 23,994 24,107 24,190 24,303 24,419

資料3-12郵 便 切手類販売所 ・印紙売りさば き所数の推移

年 度 末 63 元 2 3 4

郵便切手類販売所 ・印紙
売 り さ ば き 所 数

118,900 119,639 119,997 120,563 121,261

資料3-13ゆ うパ ック取次所数の推移

年 度 末 63 元 2 3 4

ゆ うパ ッ ク取 次 所数 78,391 81,157 82,709 82,966 81,153

資料3-14郵 便 ポス トの設置数の推移

(単位:本)

年 度 末 63 元 2 3 4

郵 便 ポ ス ト の 数 155,350 158,392 160,952 161,620 163,067



資料3-15

3-3

郵便輸送施設の推移

郵便施設等 一461一

機関別年度末 鉄 道 自動車 航 空 船 舶 その他 合 計

63

1日 延 ベ キ ロ程(km) 11β75 485,342 547,536 12,698 217 1,057,668

構 成 比(%) 1.1 45.9 51.8 1.2 0.0 100.0

元
1日 延 べ キロ程(km) 13,097 488,353 616,349 12,377 215 1,130,391

構 成 比(%) 1.2 43.2 54.5 1.1 0.0 100.0

2
1日 延 べ キ ロ程(km) 39,305 532,624 618,447 12,192 218 1,202,786

構 成 比(%) 3.3 44.3 51.4 1.0 0 100.0

3
1日 延 べ キロ程(km) 50,457 536,839 778,610 11,923 216 1,378,045

構 成 比(%) 3.7 38.9 56.5 0.9 0 100.0

4

1日 延 べ キ ロ程(km) 50,527 567,086 797,437 13β90 240 1,429,180

構 成 比(%) 3.5 39.7 55.8 1.0 0 100.0

(注)「 その他」欄は、自転車、徒歩等による輸送である。

資料3-16主 要郵便機械配備状況

(5年 度末現在)

機 械 名 局 数 台 数 備 考

郵便番号 自動読取区分機

郵便物あて名自動読取区分機

郵便物 自動選別取 りそろえ押
印機

選別台付自動取りそろえ押印
機

小包区分装置

局

130

119

110

127

46

台

175

119

132

127

66

うち77局99台 は郵 便物 の選 別

、か ら取 りそろ え、押 印、区分 ま

で を一 貫 して 自動 処理 す る連

動 シス テム とな って い る。

バ ン式 、斜 行 ベ ル ト式 、 ダ イ
バ ー タ式 、 ロー ラ式 、 スラ ッ
ト式
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3-4社 会の基盤 としての郵便局ネッ トワークの活用

資料3-17寄 附金付お年玉付郵便葉書 ・郵便切手及び寄附金付広告つき葉書の

発行による寄附金配分事業

配分 団体
2年 用 3年 用 4年 用 5年 用 6年 用

団体数 配分額 団体数 配分額 団体数 配分額 団体数 配分額 団体数 配分額

①社会福祉の増進を目的と
する事業を行う団体

団体

117

百万円

(30.9)

349.7

団体

201

百万円

(40,3)

507.1

団体

167

百万円

(27.3)

368.5

団体

205

百万円

(29.5>
465.2

団体

217

百万円

(29.9)
480.2

②風火害、震災等非常災害に
よる被災者の救助又はこれ
らの災害の予防を行う団体

1
(5.2>
59.0 1

(4,9)
61.3 1

(6,7)
90.7 1

(4.6)
72.6 1

(4.6)
74.3

③がん、結核、小児まひその他特殊
な疾病の学術的研究、

治療又は予防を行う団体 13
(25,5)
288.1 13

(15.3)
192.7 16

(23,8)
321.1 15

(20.6)
324.0 16

(19.0)
304.4

④原子爆弾の被爆者に対す
る治療その他の援助を行う

団体
2
(5.1)
57.9 2

〔2.9)

36.5 2
(6.2>
83.2 2

(3.0)
47.3 2

(4.9)
79.2

⑤交通事故の発生若しくは
水難に際して人命の応急的
な援助又は交通事故の発生

若しくは水難の防止を行う
団体

4
(4.7}
52.8 4

(5,4)
67.9 3

(3.2)
43.8 1

〔1.9)

30.0 4

{L8}
27.7

⑥文化財の保護を行う団体
4
(3,0>
34.0 5

(5.4)
68.0 6

(5,8)
78.1 4

(3.3)
52.7 5

(4.8)
76.2

⑦青少年の健全な育成のた
めの社会教育を行う団体 12

(16,7)
189.5 18

(15.4)
193.9 19

〔17,9)

241.6 21
(13.9)
219.7 29

(19.2)
308.2

⑧健康の保持増進を図るた
めにするスポーッの振興の
ための事業を行う団体

4

(3,5>
39.6 6

(3.7>
46.9 6

(3.7)
49.5 8

(4.0)
62.3 6

(3.3)
52.6

⑨開発途上にある海外の地
域からの留学生又は研修生
の援護を行う団体 5

(5,4}
60.8 4

(6.7)
84.3 4

(5,4}
73.6 5

(4.3)
68.5 5

(2.9)
46.4

⑩地球環墳の保全を図るた
めの事業を行う団体 34

(14.9)
235.1 40

(9.6)
154.5

計
158
(100,0)
1,131.4 251

(100,0)
1,258.6 222

(100,0)
L350,0 294

(100.ω

1,577.3 323
(100.0>
1,603.6

(注)1.団 体数については、複数分野の事業で配分している団体があるため、各事業分

野毎の団体数の合計 と総合計は異なる。

2.配 分額欄上段(〉 内は、配分総額に対する割合(%)で あ る。

3.6年 用 には広告つき葉書の寄附金による⑩地球環境保全への配分10団 体、27百

万円を含む。
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4-1国 際 協 調

4-1国 際 協 調 一463一

資料4-1UPUの 活動状況

(1993年 度)

会 議 期 間 場 所 討 議 事 項 等

執 行 理 事 会

(EC)

年次会合

1993

4,26～5.14

ベ ル ン

(ス イス)

1994年 連合予算の決定、ワシントン大

会議において付託された約60の 研究課

題の進捗状況報告、UPUの 組織 機能

の見直し、万国郵便条約、小包郵便約

定の見直し、到着料問題

執 行 理 事 会

(EC)

年次会合

1994

1.31～2.18

ベ ル ン

(ス イス)

1995年 連合予算の決定、ワシントン大

会議において付託された約60の 研究課

題の進捗状況及びソウル大会議への

EC提 案の検討、UPUの 組織・機能の

見直し、到着料問題、ソウル大会議の

準備状況報告

郵便研究諮問理

事会(CCPS)

年次会合

1993

王0.11～10.27

ベ ル ン

(ス イ ス)

人的 資 源、 郵便 テ ク ノロ ジー 、 国際 エ

クスプ レス メー ル(EMS)及 び郵便 市

場 シ ン ポ ジ ウムの 開催 、CCPSに 付 託

され た研 究課 題 の 進捗 状 況報 告

資料4-2APPUの 活動状況

(1993年 度)

会 議 期 間 場 所 討 議 事 項 等

執行理事会年次

会合及びAPIγ1℃

運営理事会

1993

9.1～9.9

神 戸

(日 本)

1994年 連合予算の決定、ロトルア大会

議における決議に基づ くサービス改善

の進捗状況報告、APPU憲 章等連合文

書の見直し、到着料問題、アジア ・太

平洋地域におけるEMSを 初めとする

国際郵便サービスの充実 ・強化に関す

る決議

APPTCの1994年 研修 コース割当て

研li多コースの見直し、APPTC予 算の

決定
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1資料4-31TUの 主要会議

(1993年 度)

会 議 名 期 間 場 所 内 容

アジア ・太平

洋地域電気通

信開発会議

1993

5.11～5.15
シ ンガ ポー ル

アジア ・太平洋地域における電気通信の現

状及び開発政策について審議を行い、APT

(アジア・太平洋電気通信共同体)等 の地域

機関との緊密な連携にもとづき同地域の開

発活動を推進するための決議及び勧告が採

択された。

1993年 次

理 事 会

1993

6.21～7.1

、

ジ,不 一 ヴ

(ス イ ス)

連合の年間活動計画、予算及び決算、職貝

問題、戦略政策及び計画、理事会の運営方

法等が審議された。

世界電気通信
開発会議

1994

3.21～3.29

ブェノスアイレス

(アルゼンティン)

世界5地 域で開催された地域電気通信開発

会議の結果を集約し、電気通信開発部門の

今後4年 間の行動計画の策定、研究委貝会

の設置等が決定された。

資料4-4無 線通信部門(ITU-R)の 活動状況

(1993年)

会 議 名 期 間 場 所 内 容

SG12

(業務 間共用

及び両立性)

1993

9.7～9.9
ジ,ネ ー ヴ

VHF・UHF帯 における放送業務と固

定 ・移動業務との共用、地上業務の局と同
一周波数帯を使用して静止宇宙局と通信を

行 う地球局の調整区域の決定等の勧告案5

件 を承認した。

SG8

(移動、無線測

位、アマチュ

ア及びこれら

の衛星業務)

1993

10.26
ジ ュ ネ ー ヴ

FPLMTSの 無 線 イ ン タ フェー ス の要 求 条

件 、 コー ドレス 電話 及 び コー ドレ ス通信 シ

ス テム の技 術 ・運用 特 性 、1GHz以 下 の低 軌

道 衛 星 と他 業 務 との 周 波 数 共 用 、1.6GHz

帯 及 び1.8GHz帯 を使 用 す る地上 系 の航 空

機 公衆 電 話等 の勧 告案13件 を取 りま とめ た。

SG7

(科学 業務)

1993

10.27～10.29

1994

3.16～3.17

ジ,ネ ー ヴ

ジ ュ ネ ー ヴ

周波数比較のためのシステム ・技術 ・サー

ビス、有人 ・無人宇宙研究のための通信要

求等の勧告案34件 、デジタル通信網を用い

た時刻・周波数伝送、深宇宙研究のための保

護基準等の研究課題16件 を取りまとめた。

SG4

(固定衛星業

務)

1994

3.15～3.18
ジ ュ ネ ー ヴ

13,75～14GHz帯 における固定衛星業務 と

無線測位及び無線航行業務 との共用基準等

の勧告案、固定衛星システムにおける国際

デジタル伝送路の品質目標等の研究課題を

取 りまとめた。
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資料4-5電 気 通信標準化部門(ITU-T)の 活動状況

(1993年)

会議名 期 間 場 所 内 容

SGxvm

(SG13)

専 門家会合

1993

1.19～1.29

ジ ュ ネー ヴ

(ス イ ス)

松山会合(1991.11.26～12.7)で 合意 され たB-ISDN
リリー ス2〔1994年 想定)に 向 けた詳細勧告案 の審議

が開始 された。 また、各網間の インター ワー キング、

ア クセス系関連(UNI)、ISDNプ ロ トコル参照 モデル、

UPT等 の ための網機能、ATMレ イヤの転送品質、テ

ジ タルハ イア ラー キ等に関す る審議が行われた。

SGl

第1回 会合

1993

4.20～4.30

、

ジ ュ 不 一 ヴ

(ス イ ス)

今研究会期の最初の会合にあ た り、研究体制の確立の

ため、作業部会の構成 、作業部会 の議長 及び副議長の

指名、各課題の ラポー タの指名が行 われ た。

4件 の勧告案につ いて、採択の ため の郵便投票手続 き

が開始 され ることとなった。

① 勧告案F125(修 正)「国際テ レッ クスサー ビスか らイ
ンマルサ ッ トの移動衛星サー ビスへのア クセ スの ため

の番号計画」 ②勧告案F711(新 規)rlSDNの ための

TV会 議 テレサー ビス」 ③勧 告案F740(新 規)「 オー

デ ィオビジュアル ・インタラ クティブ(AVI)サ ー ビ

ス」 ④ 勧告案F126(削 除)「 イン ドサ ッ ト移動衛星 テ

レソクスサー ビスの選択手続 き」

SG8

第1回 会合

1993

4.27～5.6

ジ ュ ネー ヴ

(ス イ ス)

今会期の研究体制 として3作 業部会 が設定 され、全22

課題につ いて担当作業部会が決定 された。 また、各作

業部会議長及 び課題 のラポー タが指 名され た。 また、

T.506(プ ロセ ッサブル モー ド用文書 応用プ ロファイ
ル(PM36))の 新規勧告案につ いて勧告化手続 を執 る

ことが合意 された。 また、予 定 されていたT.4(文 書

伝送の ためのG3フ ァクシ ミリ標準)、T.30(一 般交

換電 話網 におけ る文書 ファ クシ ミリ伝送 のため の手
順)の 改訂案 及びT.90AnnexF(ISDNに おけ るテレ
マ ティー ク端末の ための端末 識別手順)の 新規勧告案

の勧告化手続適用の採択につ いては、 ドイツか ら反対

が あ り、次 回会合 までに専 門家 による見直 しを行 い、

勧告化 手続適 用の採 択は 次回以降 に持 ち越す こ とと

なった。

SG11

第1回 会合

1993

5.3～5.19

ジ ュ ネー ヴ

(ス イ ス)

WPの 構 成、WP議 長、ラポー タ等の選 出が行われた。

プロジェ クト管理 、サービス実現 シナ リオ、WPで 処

理 できない技術的調整等 を担当す るPMGの 設置及び

PMG議 長の選出が行われた。また、TSAG、JCG及 ひ

ICGへ の対応について検討 され合意された。

セ キュ リティに関す る新課題の提案があ り、決議1に

基づ く新課題設定の手続 きを執 ることが合意 された。

Q.822(Q3イ ンタフェー ス管理 機能)、Q,1219(IN
ユー ザズガイ ド)に つ いて、次 回会合 で勧 告化手続 き

に付 するこ とが確 認された。

SG12
第1回 会合

1993

5.10～5,19

ジュ ネ ー ヴ

(ス イ ス)

今会期の研究体制 として4作 業部会 と1専 門家 グルー
プ(音 声 品質)が 設定 され、全25課 題について担当作

業部会が 決定 され た。 また、 各作業部会議長及び課題
の ラポー タが指名 された。 また、今会期の各課題 にお

け る検討 の進め方 を中心に審議が進め られた。



一466一 4国 際 関 係

会議名 期 間 場 所 内 容

TSAG

第1回 会合

1993

6.1～6.4

ジュ ネ ー ヴ

(ス イ ス)

日本 提案に 基づ い て3つ のWPを 設 置 し、TSAG副

議長、WP議 長等の任命が 行 われ、電 気通信標準化部

門の作業 の優 先順位見直 し と戦略 の具体 化について、
次 回会合で も引 き続 き議論 してい くこ とが確認 され

た。 また、5分 野のJCGと2つ のICGの 設置 を承 認

し、1」一 ドSGと 関係SGを 決定 した。無線通信部門か

ら電気通信 標準化部 門に移管 する研 究課題につ いて検

討 が行 われ、両部門間 での今 後の研 究課題の取扱 いを

決定 した。

SG2

第1回 会合

1993

6.1～6.11

ジ ュ ネ ー ヴ

(ス イ ス)

研 究体制 の確 立のため、作業部会 の構 成、作業部会の

議長 及び副議長の任命、各課題 のラポー タ等の任命が

行 われた。 日本か らは、ア ソシエー トラポー タ2名 、
エ ディター1名 が任命 され た。

SG2に 与 えられ た課題の検 討の為に、WP2/1(番 号

とルー チ ング〉、WP2/2(ネ ッ トワー クアセス メンD、

WP2/3(ト ラピックエ ンジニア リン グ)の3つ のWP

が設け られた。

SG3

第1回 会合

1993

6.14～6.18

ジュ ネ ー ヴ

(ス イ ス)

今研 究会期 の研究課題の研究体制 、各WPの 議長、副

議長 及び課題 ラポー タ等 を決定 した。

地域料金 グループの今研究期 の指針案 が作成 され、具

体 的な活動 内容は各料金 グルー プが 自主的に決定 を確

認 した。

6件 の勧告案(ア ジア ・オセアニ ア地域間の電話及び

テレッ クスに適用 され る計算料金 レベルに係わ る勧告

案2件 、 アフ リカ諸国間の電話及 びテ レックスの計算

料金 、並 びに収納料金 に係わ る勧告 案2件 、ISDNの 付

加サー ビスの一般課金 ・計算 原則に係わ る勧告案2件)
の内容 を承 認 し、一部の勧告案 について郵便投票に よ

る勧告化 手続 きを執 ることが 決定 された。

SG5

第1回 会合

1993

6.15～6.18

ジ ュ ネ ー ヴ

(ス イ ス)

今期 の活動は3つ の作業部会13の 課題で進め られ るこ

ととな り、議長、ラポー タが選任 された。日本か らは、

作 業部会 議長1名 、 ラポー タ2名 が選任 され た。

勧 告K.11「 過電圧、過 電流に対す る防護 ポ リシー」の

改 訂 が承 認 さ れ、勧告K.1「 基 本 ア クセ スイ ン タ
フェース にお け るエ ミッシ ョン規 制 と試 験方 法」は

CISPR検 討後に見送 りとなった。

SG6

第1回 会合

1993

6.21～6.24

ジ ュ ネー ヴ

(ス イ ス)

今期の活動は3つ の作業部会13の 課題 で進め られ るこ

ととな り、議長、ラポー タが選任 された。日本か らは、

ラポー タ3名 が選任 された。

今 まで、ハ ン ドブ ックに記載 されていた 内容の うち、

勧告化 可能な ものは積極的 に勧告化 す る方針が、 了承

された。

SG7

第1回 会合

1993

6.22～7.2

ジ ュ ネ ー ヴ

(ス イ ス)

WPの 構 成、WP議 長、ラ ポー タ等 の選 出が行 われた。

TSAG、JCG及 びICGへ の対 応、ITU-Rか らの移管

課題へ の対応 が検 討 ・合 意 され た。 また、ISO/IEC
-JTC1と の 協調 につ いて、WTSCの 決議 及 び勧告

(A.23)の 具体 化が提案 ・検 討された。

X.200シll一 ズ(OSI)、X.500シ リー ズ(デ ィレ クト

リ)、X.700シ リーズ(OSI管 理)等27件 の勧告案 につ
いて、決議1に 基づ く勧告化 手続 きを執 るこ とが合 意

された。
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会議名 期 間 場 所 内 容

SG13

第1回 会合

1993

7.5～7.16

ジュ ネー ヴ

(ス イ ス)

WPの 構成、WP議 長 、ラポータ等 の選 出が行 われた。

TSAG、JCG及 びICGへ の対 応、ITU-Rか らの移管

課題への対応について検討 され合意 された。
G.804(PDHへ のATMセ ル マ ッピ ン グ)、G .
832(PDH網 に よるSDH信 号の伝達)、1 .363(AAL
5)、1.555(フ レーム 「1レー インターワー キング)等 の
9件 の勧告案 について、決議1に 基づ く勧告化手続 き

を執 るこ とが合意 された。 また、今会期のワー クプラ
ン、B-ISDNの 網機 能、B-ISDNと の イン ダワーキン

グにつ いて集 中的に審議された。

SG14

第1回 会合

1993

8.30～9.3

ジュ ネ ー ヴ

(ス イ ス)

今会期の研究体制 として2作 業部会 が設定 され、全13

課題につ いて担 当作業部会が決定 された。 また、各作

業部会議長及び課題の ラポー タの指名 が行 われ た。 ま

た、次 回会合にお いて、V.34(一 般交換電話網及 びポ

イン トー ポイン ト2線 式電話型専用 回線上 で用 いられ

るための2万8,800b/sま でのデー タ信 号速度 で動作

す るモデム)、V.8(一 般交換電話網上 での デー タ伝送
の 開始 及 び 終 了セ ッションの ため の 手順)及 びT .
18(テ キス ト電話 モー ドで動作す るモデムに対す る動

作及び相互接続の要求条件)に っいて、次回会合で勧

告化手続適用の採択が行われ ることとなった。

SG15

第1回 会合

1993

9.7～9.17

ジ ュ ネー ヴ

(ス イ ス)

今会期 の研 究体制 として5作 業部会が設定 され、全31

課題 について、課題31(伝 送 システム及 び装置の用語)
のみSG直 属 とし、他の30課 題の担 当作業部会 が決定

された。 また、各作業部会議長及び課題のラポー タの

指名 が行 われた。また、SDH多 重化/ク ロス コネ ク ト

装置関連勧 告(G.780シll一 ズ)の 改訂3件 、デジタル

交換機 の伝 送特性 勧告(Q,550シ リー ズ)の 改訂4件 、
SDH管 理勧告(G.784)の 改訂1件 、G.981(ロ ーカ

ルネ ッ トワー ク用PDH光 伝 送システム)新 規勧告案

1件 及 びDCME関 連勧告(G.763)の 改訂1件 の計10

件の改訂/新 規勧告案 について勧告化 手続の適用 が採

択された。

SG4

第1回 会合

1993

10.4～10.15

ジュ ネ ー ヴ

(ス イ ス)

今会期 の研 究体制 として6作 業部会が 設定 され たが、
当面5作 業部 会で活動 している。 会合ではM.3000承

認が認識 され、JCG-TMNで 内容的 な変更の指摘が な

いことを前提 に、勧告化手続 き準備に入 ることが確認

され た。日本寄 書「ドラフ ト勧告M.3203の 提案」では、
CNM検 討の基本 として適切に理解 され、具体的 内容

はQ.23/4に 委ね られた。

TSAG

第2回 会合

1993

10.12～10.15

ジュ ネ ー ヴ

(ス イ ス)

電気通信標準化部門の戦略に関する意見 を副議長 が用

意 し、TSAGの 長期計 画 を毎 回見直す こ とを決定 し

た。GSCと の協調、ICG・JCGの リー ドSGの 役割調

整が確認 され た。作業計画の優先川頁位は各SG議 長が

勧告毎に標準化領域、範囲等 を付 して副議長 に提 出す

るこ ととなった。無線通信部 門か ら電気通信標準化部

門への追加 の研 究課題 の移管 が承認 され、IPRの 取扱
いでは運 用方法や情報 を事務 局が提 出す ることとなっ

た。
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会議名 期 間 場 所 内 容

SG10

第1回 会合

1993

10.19～10.28

ジ ュ ネ ー ヴ

(ス イ ス)

ラポー タ等の選 出が行 われたが、WPは 設置 しないこ

ととな った。 また、ISOと の合同 ラポー タ会合 を開催

す ること となった。

Z.100(仕 様記述言語SDL)、Z.120(メ ッセー ジ・シー

ケンス ・チャー ト)、Z.353(HMI記 述言語)、 ソフ ト

ウェア品質、 形式 的仕 様の試験 ・検証 に関する審議が

行われ、今後 の作業 計画等が合意 された。

SG8

第2回 会合

1993

11.16～11.25

ジュ ネ ー ヴ

(ス イ ス)

T.23(文 書 ファ クシ ミリ伝送のため の標準 カラーテス

トチ ャー ト)及 びT.53(テ レマ ティー クサー ビスのた

めの文字符号 化制御 機能)の2件 の新 規勧告 案につい

て 勧 告 化 手 続 を執 る こ とが 合 意 さ れ た。 またT.
125(マ ルチポ イン ト通信 サー ビスプロ トコル規定)新

規勧告案の勧告化 手続 きの適用につ いては、 ドイツが

採決 を保留(6週 間)し たため、 ドイツの合 意が得 ら

れた場合は郵便投票(1994年)に かけ られる予定 であ

る。また、T.4、T.30、T.90AnnexFの 勧告化 手続
適用の採択は次 回行 われるこ ととなった。

SG11

第2回 会合

1993

11.29～12.17

ジ ュ ネー ヴ

(ス イ ス)

N-ISDN、B-ISDN、IN、UPT/移 動体通信、TMN、

FMBSに 関 しての審議が行われ た。

Q.822(Q3イ ンタフェース管理 機能)、Q.1219(IN
ユーザ ズガ イ ド)の2件 の勧告案 につ いて、決議1に

基づ く勧 告 化 手 続 き を執 る こ とが 合 意 さ れ た。B
-ISDNSCS-1(信 号能 力セッ ト1)関 連の30件(Q .
50シ リー ズ、BQ760シIl一 ズ、BQ950シ リーズ等)、

UPTス テー ジ2記 述(Q.76:イ ンバ ン ド方式)に つい

て次 回会合 で勧 告 化手続 きに付す るこ とが確 認 され

た。

資料4-61NT肌SATの 活 動状況

(1993年 度)

サービスの概要 太 平 洋 ・イン ド洋 ・大 西 洋 の3地 区 に 計19機 の衛 星 を配 置 し、 その総

回線容 量 は、の べ 、電話29万1,000回 線+TV73回 線 とな ってお り、131

の 加盟 国の ほ か 多 くの 国 で利 用 され て い る。

収支 1993年 度決 算 に お い て、 収 入6億6,500万 ドル、 支 出3億5,500万 ドル

とな って い る。

最近の動き ① 他の商業通信衛星(別 個システム)と の調整手続の簡素化等、別

個システムと競争を行っていくための体制を整えるための検討が行

われている。

② 今までのような、大洋を東西に横断し大陸間を接続するサービス

の他に、南北アメリカ大陸やアジア太平洋地域といった陸地を主体

にカバーするサービス(ラ ン ドマスサービス)を 開始する予定であ

る。
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資料4-71NMARSATの 活動状況

(1993年 度)

サービスの概要 太平 洋 ・イン ド洋 ・大西 洋 東地 区 ・大 西洋 西 地 区の4地 区に 計11機 の

衛 星(内3機 は イ ンテ ルサ ッ ト衛 星 を共 用)を 配 置 し、72の 加 盟 国 の

ほ か 多 くの 国 で、 船舶 ・航 空機 等の 各 地球 局 合 わせ て 約2万9千 局 が 、

利 用 され て い る。

収支 1993年 度 決 算 に お い て、 収 入3億7,400万 ドル、 支 出2億3,300万 ドル

とな って い る。

最近の動 き ①Pサ ービスを提供するための、組織・会計上の問題及び使用する衛

星についての検討が行われており、次回総会(1994年 第4四 半期又

は1995年 第1四 半期に開催予定)ま でに結論が出されることとなっ

ている。

② 条約の改正手続の簡素化や知的所有権の取扱い方針の理事会への

委任等の改正条約がノルウェーより提案されており、その審議が行
われている。

③ 航空通信の拡充のため、次世代(第 三世代〉衛星に高い精度で航

空機等の位置の測定が行えるナビケーションペイロー ド(GPSを 補

完するための装置)の 搭載等新たなサービスの提供についての検討

が行われている。

資料4-8APTの 活動状況

(1993年)

会 議 名 期 間 場 所

デ ィ ジ タル化 セ ミナー
1993

2.3-2.6

東 京
(日本)

臨時管理委員会
1993

4.5

バ ン コ ク

(タ イ)

ユ ー ザー 、 規 制 者 、 サー ビ ス プ ロ バ イ ダ ー に 関 す る
'

フ オー フ ム

1993

4.7～4.9

バ ン コ ク

(タ イ〉

付加価値セミナー
1993

4.20-4.23

ゴ ア

(イ ン ド)

無 線 シ ス テム セ ミナ ー
1993

5.25～5.28

東 京
旧 本)

光 ファ イバ ー伝 送 技 術 ・利 用 セ ミナー
1993

6.8～6,10

南 京
(中国)

技術移転に関する会議
1993

8,5～8.7

バ ン コ ク

(タ イ)

ネットワークの計画、開発及び実施に関する地域会議
1993

8.9～8.10

バ ン コ ク

(タ イ)

第13回研究委員会(SG)年 次会合
1993

8.25～9.2

イス ラマ バ ー ド

(パ キ スタ ン)

第6回 総会及び第17回 管理委貝会
1993

1122～11。30

バ リ

(イ ン ドネ シ ア)
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資料4-9APECの 活動状況

(1993年)

会 議 名 期 間 場 所 概 要

第7回 電気通信専

門家会合

1993

3.22～24

ゴール ドコース ト

(オー ス トラリア)

各国別データブックの改訂版、EDI

の進捗状況報告、分科会名をインフ

ラに変更、人材養成マニュアル/ガ

イ ドラインの増刷

第2回 高級事務 レ

ベル会合

1993

3.31～4.2

ウィリアムカ ぐ一グ

(米 国)

WGの 活動状況、貿易と投資に関す

る枠組み、WGの 合理化について議

論、APECネ ッ トワークの構築提案

第3回 高級事務レ

ベル会合

1993

6.30～7.2

シ ア ト ル

(米 国)

WGの 活動状況、地域貿易自由化、

組織問題、参加問題、APECネ ット

ワーク構築業者の選定状況について

議論

第8回 電気通信専

門家会合

1993

9.13～16

マ 三 ラ

(フ ィ リ ピ ン)

各 国別 デー タ ブ ッ クの 改 訂 版 、EDI

の ポ リシー ・ス テ イ トメン ト作 成、

イン フ ラ整備 マ ニ ュア ル 目次 案 の承

認 、 タ イ等 に お け る人 材養 成 計 画、

人材 交 流 プ ロ ジ ェ ク トを議 論

第4回 高級事務 レ

ベル会合

1993

9.22～24

ホ ノ ル ル

(米 国)

貿易投資枠組み宣言及び貿易投資委

員会の活動計画を議論、WG開 催の

グループ化、APECネ ッ トワークの

構築業者の選定状況、来年度予算を

議論

第5回 高級事務レ

ベル会合

1993

11.14～16

シ ア ト ル

(米 国)

賢人会議報告、貿易投資枠組み宣言

及び閣僚会議宣言に関する議論、参

加問題及び組織問題、APECネ ット

ワークの構築業者の決定

第5回 閣僚会議 1993

11.17～19

シ ア ト ル

(米 国)

賢人会議報告、URに 関する宣言、

非メンバー参加のガイ ドライン作

成、メキシコ、PNGの 参加承認、参

加問題及び組織問題
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資料4-10ESCAPの 活動状況

(1993年)

会 議 名 期 間 場 所 内 容

第49回 総会 1993

4.21～4.29

バ ン コ ク

(タ イ)

ESCAPの 最高意思決定機関。「投

資と域内貿易の拡大」を主要テー
マに、域内の諸問題についての討

議及びESCAP活 動計画の採択

運輸通信委貝会第

1回 会合

1993

12.13～12.17

バ ン コ ク

(タ イ)

「運 輸 通 信 の10年 」 フ ェー ズ 皿

(1992～1996)の 活動 状 況 の報 告 、

今 後 の活 動 につ いて 討議

資料4-111MOの 活動状況(無 線通信に係 るものに限 る)

(1993年 度)

IMOの 加盟国は147力 国(そ の他に準加盟国として、香港及びマカオがある。)となって

いる。

1993年5月 に開催された第62回海上安全委員会において、海上における人命の安全に関

する条約(SOLAS条 約)の 規定を補充する総会決議案が作成され、11月 の総会において

採択された。

IMOで はGMDSSの 導入に伴う、無線設備の機能や備付けについての規定の整備等が

無線通信小委貝会で、無線通信担当職員の資格や訓練に関する規定の整備等についての

審議が訓練 ・当直基準小委貝会で、それぞれ行われている。

資料4-121CAOの 活動状況(無 線通信に係 るものに限 る)

(1993年 度)

ICAOの 加盟国は180力 国 となっている。

ICAOで は、将来の航空航法に関する特別委員会(FANS)の 第2フ ェーズが行われ、現

在の無線管制システムを改善し、将来の航空交通需要の増大に対応できる無線管制シス

テムの構築のための審議が行われた。

この、新しい航空管制システムは①通信、②航法、③監視の3つ の柱について、衛星を

利用し、遠く離れた大洋上にいる航空機の位置等の情報を的確に把握することにより、

航空機の飛行間隔の短縮に貢献し、同一航空路を飛行できる航空機の数を大幅に増やす

ことができると期待されている。
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資料4-130ECD/ICCP委 員会の主要活動状況

(1993年)

会 合 名 開催時期 概 要

電気通信競争市場下
での業績指標作成の
ための作業部会

1993

2.8～2.9

情報通信に関する各種データベースの構築に
ついて議論した。

カザフスタンの国家
通信開発計画に関す
るレビュー会合

1993

2.15～2。16

カザ フ ス タ ンの 電 気通 信 関連 法 制 定 の た めの

作 業部 会(1992.9)の フ ォロー を行 った。 日本
か らは イ ン フ ラ整備 が 高度 成 長 に 寄 与 した

こ とにつ いて プ レゼ ン テー シ ョン を行 っ た。

EIIT(情 報技術の経
済的影響に関する専
門家会合)第10回会合

1993

3.15～3.16

IT(情 報 技術)活 動 の 見 直 し(テ ー マ 、 活動

形 態 、組 織 改 革)等 を行 った。

ICCP第23回 会合 1993

3.17～3,19

1994年 度 のICCPの 作業計画を決定した。移
動体通信の文書の公表を決定した。

中 ・東欧及び旧ソ連
諸国に関するア ド
ホック電気通信専門
家会合

1993

5.10～5.11

中 ・東欧及び旧ソ連諸国における電気通信分
野での政策課題、同地域への1993～1994年 支
援活動の内容及び資金について検討した。

TISP(電 気通信及
び情報サービス政策
に関する作業部会)
第11回 会合

1993

6.7～6.8

衛星通信の自由化等、電気通信分野での国際
的な課題や自由競争 と規制のあり方について
議論した。

国際計算料金第1回
専門家会合

1993
6.9

専門家会合の目的等の検討を行った。今後の国際計算
料金及び収納料金のあり方について

検討を始めた。

旧ソ連諸国の電気通

信に係る免許原則 ・
手 続 き に 関 す る
OECD/RCC/ITU
セ ミナー

1993

9,8～9.9

旧ソ連諸国の電気通信の自由主義的な免許制

度のあり方について当局者を対象にセミナー
を行った。日本からは日本の免許制度に関し
プレゼンテーションを行った。

IT導 入に当たって
の政府の役割に関す
る会合

1993

9.27～9.29

トル コ を モ デ ル にIT導 入 に 当 た って の 政 府
の役 割 に つ い て討 議 した。日本 か らは 、メ デ ィ

ア 融 合 時 代 のIT等 に つ い て プ レ ゼ ン テー
シ ョン を行 った。

EIIT第11回 会合 1993

10.18～10.19

IT政 策 の 現 況 につ い て の各 国が 発 表 し、日本

か らは、 新 世 代 通信 網 パ イ ロ ッ トモデ ル 等 に
つ い て プ レゼ ンテ ー シ ョン を行 っ た。

ICCP第24回 会合 1993

10.20～10.22

HPCC(HighPerformanceComputing&

Communications)の 文 書 の公 表 を決 定 した。

個人情報及びプライ
バシーの保護に関す

るア ドホック会合

1993

11.3～11.4

個人情報及びプライバシーの保護の最近の進
展について各国が発表し、日本からもプレゼ
ンテーションを行った。

TISP第12回 会 合 1993

12.6～12.7

設備事業者間の競争等について議論した。国
際計算料金専門家会合の活動の範囲を決定 し
た。
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4-2国 際 協 力

(1)技 術 協 力

資料4-14 研修員の受入れ人員の推移

年度
方式 元 2 3 4 5

集 団 研 修 350 328 323 327 367

個 別 研 修 153 139 218 268 184

合 計 503 467 541 595 551

資料4-15郵 政事業関係研修員の受入れ人員の推移

年度
方式 元 2 3 4 5

アジア ・大洋州地域

中近東 ・アフリカ地域

中 南 米 地 域

UNDP/UPU計 画

APPU職 員交換計画

そ の 他

28

3

1

26

13

0

46

19

4

1

6

1

56

9

0

2

11

3

55

26

3

2

11

1

18

9

2

0

11

2

合 計 71 77 81 98 42

資料4-16電 気通信関係研修員の受入れ人員の推移

年度
方式

元 2 3 4 5

アジア ・大洋州地域

中近東 ・アフリカ地域

中 南 米 地 域

国連計画 αTUほ か)

APT計 画

そ の 他

110

97

71

4

24

0

100

80

63

5

25

0

182

68

61

0

29

10

150

63

70

0

73

23

147

65

85

0

57

59

合 計 306 273 350 379 413
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資料4-17放 送関係研修員の受入れ人員の推移

年度
方式 元 2 3 4 5

アジア ・大洋州地域

中近東 ・アフリカ地域

中 南 米 地 域

国連計画 σTUほ か)

そ の 他

58

37

27

3

1

66

35

15

0

1

60

20

27

1

2

50

30

24

2

12

49

23

24

0

0

合 計 126 117 110 118 96

資料4-18第 三 国研修の実施状況

(5年 度)

研修開催国 コ ー ス 名 実施回数 研 修期 間 参加国数 参加員数

シンガポール コンピューターソフトウェア技術 5 5.9.3～10.29 14 20

ス リ・ラ ンカ コンピューター情報処理技術 1 6.1.16～3.12 8 20

ス リ・ラ ンカ カラーテレビ放送技術 5 6.1.17～2.25 8 18

タ イ 電気通信 17 6.2,14～3.31 16 22

ブ イ ジ ー 電気通信 11 5.10.4～12.3 11 20

ブ イ リピ ン 通信線路施設 1 6.2.7～3.18 12 16

マ レイ シア 上級放送技術 5 5.9.15～10.26 10 18

メ キ シ コ デジタル伝送工学 18 5.9.27～12.3 8 24

(注)第 三国研修は、開発途上国が我が国政府の財政的及び専門家派遣による技術的支

援を受け、近隣諸国の研修生を招請し、地域の事情に適合した技術研修を行 うこと

を目的として実施するものである。

資料4-19専 門家の派遣人員の推移

年度
方式

元 2 3 4 5

Jア ジ ア ○大 洋 州 地 域

1べ 中近 東 ・ア フ リカ地域

C1中 南 米 地 域
Aス 国 際 機 関 等

UNDP/ITUべ 一 ス

APTべ 一 ス

UPUべ 一 ス

58

20

38

10

10

1

0

63

20

33

13

5

0

1

43

22

26

10

0

2

9

46

17

14

8

0

3

4

56

19

13

9

2

0

1

合 計 137 135 112 92 100

(注)1.派 遣人数は当該年度に継続して赴任中の専門家(当 該年度内に任期満了と

なった者を含む。)及び新たに赴任した専門家の合計である。以下、資料4-25

表 まで同じ。

2.専 門家の派遣は、開発途上国の通信の主管庁、事業運営体、訓練機関等へ専

門家を派遣し、通信開発計画の企画 ・助言、運用保守面の指導、職貝の訓練等

を行うことにより開発途上国の経済 ・社会の発展及び人材育成に貢献すること

を目的として実施するものである。
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郵政事業関係専門家の派遣人員の推移

年度方式
元 2 3 4 5

・ア ジ ア ・大 洋 州 地 域

J
Iべ ,中 近 東 ・ア フ リカ地 域
C1中 南 米 地 域
Aス
・国 際 機 関 等

UPUべ 一 ス

1

0

0

0

0

1

0

0

0

1

1

0

0

0

9

3

0

0

0

4

3

0

0

0

1

合 計 1 2 10 7 4

資料4-21電 気通信関係専門家の派遣人員の推移

年度
方式 元 2 3 4 5

「ア ジ ア ・大 洋 州 地 域

I
Iべ 、中近 東 ・ア フ リカ地域

Cl中 南 米 地 域

Aス
・国 際 機 関 等

UNDP/ITUべ 一 ス

APTべ 一 ス

33

17

35

3

10

1

36

17

28

3

5

0

29

19

24

3

0

2

27

14

13

3

0

3

34

14

12

3

2

0

合 計 99 89 77 60 65

資料4-22放 送関係専門家の派遣人員の推移

年度
方式 元 2 3 4 5

rア ジ ア ・大 洋 州 地 域

J
Iべ 、中近 東 ・アフ リカ地 域Cl

中 南 米 地 域Aス

・国 際 機 関 等

24

3

3

7

26

3

5

10

13

3

2

7

15

3

1

7

19

5

1

6

合 計 37 44 25 26 31
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資料4-23プ ロジェク ト方式技術協力の実施状況

国 名 プ ロ ジェ ク ト名 協 力 期 間 協 力 分 野

ジ ョル ダ ン コ ン ピュー タ訓練 研 究

セ ン ター

2.6.27～6.6.26 プ ロ グ ラム 言 語 、OS利 用

方 法 、 デ ー タベ ー ス とデー

タ通 信 、 シス テム 設 計

パ ナマ 電気通信訓練センター 2.8.1～6.7。31 デ ジ タ ル 伝 送 、 光 フ ァ イ

バ ー ケ ー ブル

メキ シ コ 教育テレビ研修セ ン

ター

3.4.1～8.3.31 番組制作技術、TVカ メラ、

照明、音響、映像及びVTR

技術、編集、機器の保守

タ イ 国 立 コン ピュー タソ フ

トウェ ア研 修 セ ンター

3.5.1～8.4.30 プ ロ グ ラム 言語 、 オペ レー

テ ィン グ、 デー タベ ー ス、

デー タ通 信 、 シ ス テム分 析

及 び設 計

パ ラグ ァ イ 電気通信訓練センター 4.4.1～9.3.31 デジタル交換、デジタル伝

送

チ リ デジタル通信訓練セン

ター

4。7.27～9.7.26 デ ジ タ ル 交 換 、 光 フ ァイ

バ ー ケー ブ ル 、 デ ジ タ ル

ケ ー プ ルPCM、 マ イ ク ロ

ウェー ブ

(注)プ ロジェクト方式技術協力とは、専門家の派遣、研修員の受入れ、機材の供与を

有機的に関連付けて、計画の立案から実施、評価まで計画的かつ総合的に行う技術

協力形態である。

資料4-24プ ロジェク ト方式技術協力による実績の推移

年 度
事 項

元 2 3 4 5

協力中のプロジェクト(件)

事前調査段階のプロジェクト(件)

調査団の派遣(件)

〃(名)

専 門家の派遣(名)

研修貝の受入れ(名)

機材の供与(百 万円)

9

2

17

43

80

37

411

11

3

13

50

88

27

879

8

2

10

36

64

28

1,075

8

0

8

20

72

28

738

6

2

8

41

51

30

572



資料4-25

4-2国 際 協 カ ー477一

通信 ・放送分野における開発調査件数及び派遣人員の推移

年度区別
元 2 3 4 5

件 数 10 4 5 10 6

派 遣 人 貝 121 54 60 114 92

(注)開 発調査は、開発途上国の電気通信 ・放送開発計画に関して、現地調査及び国内

作業を行い、その開発計画の推進に寄与することを目的としている。

資料4-26通 信 ・放送分野 における開発調査の実施状況

(5年 度)

国 名 案 件 名 派 遣 員 数

カ ンボ デ ィア プノンペン市電気通信網
整備計画

事前調査6年2月5名

フ ィ リ ピン 電気通信網開発計画 インセ プ シ ョンレ ポー ト提 出5年6月12名

イ ンテ リム レポー ト提 出5年10月11名
ドラフ トファイナル レポー ト提 出6年1月6名

ウガ ン ダ 電気通信網長期計画 インセプ シ ョン レポ ー ト提 出5年10月13名

ザ ン ビア 全国通信網整備計画 ドラフ トファイナル レポー ト提 出5年5月7名

パ ラ グァ イ 教育テレビ放送網整備計画 イ ン テ リム レ ポー ト提 出5年4月12名
ドラフ トファイナ ルレポー ト提 出5年7月7名

キル ギ ス タン 全国ラジオテレビ放送網
整備計画

事前調査5年7月7名
インセプションレポー ト提出5年1月12名

資料4-27通 信 ・放送分野における単独機材供与の実施状況

(5年 度)

国 名 供 与 先 機 関 機 材 名 金額(百 万円〉

イン ドネ シア 観光郵電省郵電総局 電波監理用機材 24

ケ ニ ア 郵電公社通信技術学校 訓練用機材 29

ジ ン バ ブ エ 郵便電気通信会社訓練セン
ター

通信教育用機材 79

ボ リ ヴ ィ ア 電気通信公社 電気通信網建設用機材 88

グ ァ テ マ ラ 通信運輸公共事業省 電気通信網設計用機材 17

パ ラ グ ァ イ 電気通信公社 電波監視用機材 48

ミクロ ネ シア
ヤップ州WAABテ レビ放
送局

ラ ジオ ・テ レビ開 発計 画 用機

材
34

計 7件 319



資料4-28 技術協力の実施状況(5年 度) 1
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資料4-29 二国間の科学技術協力協定に基づ く郵政省の協力状況

(5年度末現在)

相 手 国
(協 定締結 日) 郵 政 省 の 協 力 テ ー マ 等

オ ー ス トラ リア

(1980.11.27)

・日豪共同VLBI実 験

・宇宙天気予報のための国際的データベースの構築

・大気汚染監視用レーダの開発と実験

・衛星を用いた地球外気圏、磁気圏研究
・移動体衛星通信

・海洋のマイクロ波リモー トセンシングとその応用

・宇宙からの降雨観測の研究

カ ナ ダ

(1986。5.7)

・高 細精 度 テ レビ ジ ョ ン放 送(HDTV)

・超 高速 通 信 技術

・日加VLBI

・オ プ テ ィ カル ・ニ ュー ラ ル ・ネ ッ トワー ク

・人工 衛 星 塔載 レー ダ に よ る海 洋 モニ タ リン グ技 術 の研 究

・ミリ波 、 サ ブ ミ リ波帯 分 光放 射 計 に よ る上層 大 気 微量 ガ スの計

測 に関 す る研 究

・ETS一 四ペ イ ロー ド ・COMETS・ 小 型衛 星 ・衛 星 間通 信

・60GH
z室 内伝 搬 研 究

・ライ ダー に よ る北 極ヘ イ ズの観 測研 究

中華 人民 共 和 国

(1980.5.28)

・時刻標準の国際比較 と原子標準の高精度化

・VLBI共 同観測

・地震前兆電波の日中共同観測

・電離層伝搬実験

・宇宙天気予報のための日中データ交換システムの構築

ド イ ツ

(西 独1974.10.8)

(東 独1977.11.16)

・日独共 同VLBI実 験 の調 査研 究

・通信 ・放 送衛 星

・情 報 ドキュ メン テー シ ョンの ため の デー タ通信 ネ ッ トワー ク

・高機 能 ネ ッ トワー ク

・海洋 と氷 の 人工 衛星 に よ るマ イ クロ波 リモー トセ ン シ ン グに 関

す る共 同 研究

・宇 宙 局 監視 技 術 に 関わ る協力

・ネ ッ トワー ク・ア ー キ テ クチ ャー分 散 処 理 及 び画像 処 理

・電 離圏 不 規則 構 造 に関 す る研 究

・VLBIお よび その他 の宇 宙 技術 を用 い た時 刻、 周 波数 比較

・生体 運 動素 子 駆動 原理 の 解 明

・静 止 衛 星 の共 位 置制 御 技術

フ ラ ン ス

(1974.7.2)

改 定

(1991.6.5)

・人工 衛 星 ・航 空機 搭 載 降 雨 レー ダ ア ル ゴ リズム

・宇 宙 天 気予 報 の ため の 国 際的 デ ー タベ ー スの 構築

・ミIJ秒 パ ルサ ー タイ ミン グの 精密 計 測 に 関す る研 究
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相 手 国
(協 定締結 日)

郵 政 省 の 協 力 テ ー マ 等

イ ン ド

(1985.11。29)

・VLBI技 術 を用 い た イ ン ド ・ユ ー ラ シア プ レー ト間相 互移 動 の

測 定

イ タ リ ア

(1988.10.7)

・日伊 共 同VLBI実 験 の 調査 研 究

・ミリ波帯 衛 星 通信 技術

・ミリ波 及 びマ イ クロ波用 の衛 星 ・地 上 通 信 の た めの 集 積 ア レ イ

ア ン テ ナの 研 究

・X線 リソ グ ラフ ィに よる サブ ミクロ ン複 写

・高機 能 ネ ッ トワー ク

・低 雑 音 ミキサ ー に 応 用 す る ため の 超 電 導SISデ バ イ ス技 術 の

研 究

韓 国

(1985.12.20)

・電波科学技術に関する研究協力

・衛星による時刻比較の研究

ロ シ ア

(1973.10.10)

(旧 ソ連 との合 意)

・地震予知

・宇宙技術による地球力学の研究

・南極における電離層共同観測

・ミリ秒パルサータイミング精密計測及びパルサータイムスケー

ルに関する研究

米 国

(1979.5.2)

改 定

(1988.6.21)

・地殼変動とプレー トの運動に関する研究

・地球環境のための高度電磁波利用技術に関する国際共同研究

・雲が地球温暖化に及ぼす影響解明に関する観測研究

・デジタル電離層観測機による汎世界的電離圏構造の研究観測

・地球気候変動に関わる大気中エアロゾルの長期モニタリング

・近 ミリ波帯超電導薄膜デバイスの研究

・大型望遠鏡のためのアダプティブ光学技術に関する研究

・超高速光通信技術の研究

・文献情報等の交換

イ ギ リ ス

(1989.1.13)

(日 英 外 相 協 議

で の合 意)

・超 高速 通信 技 術

・バ イ オ ・知 的 通 信 技術

・高 機 能 ネ ッ トワー ク技 術

・超 多元 可塑 的 ネ ッ トワー クアー キ テ クチ ャー の 研究 開 発

・オー プ ン ・シ ス テム ・ス タ ン ダー ズ

・宇 宙 機 搭 載雲 レー ダ の基 礎 研 究

・南極 の 地 上 及 び衛 星観 測 に よ る磁 気 圏 電 波の 研 究

・電離 層垂 直観 測 デ ー タの 交換

・電 離 圏 ・熱 圏 ダ イナ ミ クスの研 究

ス ウ よ 一 デ ン

(1986.9,29/30)

貿 易 、経 済協 議

(科学 技 術 分 野)

・VLBI共 同実験の調査研究

・小型周回衛星による通信システムの研究



② 資 金 協 力

資料4-30

4-2国 際 協 カ ー481一

通信 ・放送分野における円借款の推移

(単位:件 、億円)

署名年度
区別 元 2 3 4 5

プ ロ ジェ ク ト件 数 5 8 6 3 10

金 額 654.83 850.96 411.26 204.44 557.19
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資料4-31通 信 ・放送分野における円借款の実施状況

(5年 度署名分)

交 換 公 文
署名年月日 国 名 案 件 名 金 額(

億円)
概 要

5.6.25 ス リ ・ラ ンカ 地方都市通信網
整備計画

101.12 キャンディ、マタレをはじめとす
る6地 域において電話交換設備の

増設等を行う。

5.6.28 テ ユニ ジ ア 都市間伝送路網
整備拡充計画

87.18 市外基幹伝送路のデジタル化 と2
ルー ト化及び地域伝送路のデジタ
ル化を通 じて伝送路網の拡充並び

に信頼性の向上を図るもの。また、
増加する国際通信需要に対応する
ため既存衛星地球局のデジタル化
も図る。

5.6.30 ジ ンバ ブ ェ マタベレランド

州通信網拡充計
画

95.23 国内第2の 都市ブラワヨを有する
マタベ レランド州におけるデジタ
ル通信網を整備 ・拡張し、拡大す

る電気通信需要への対応、積滞の
解消、疎通状況の改良を図る。

5.8.13 フ ィ リピン 地方通信施設拡

充計画(第3期)

38.03 北部ルソン地域において電気通信
施設を新設、増設あるいは修復す
ることにより通信領域の拡大、通
信事情の改善及び電話普及率の向
上を図る。

5.8.24 中 国 北京 ・溜陽 ・ハ
ルビン長距離電
話網建 設計 画
(第2期)

40.55 東北部の長距離通信の改善を図る
ため、長距離伝送路(光 ファイバー
ケーブル4,700km)、 伝送設備を建
設するとともに、東北部主要都市
の市外交換設備(6,000回 線)を 増
設する。

5.9.20 タ イ 地方公共長距離
電話網拡充計画

38.88 全 国6,800村 の 中 で未 だ に 電 話 機

の な い3,500村(当 該 地 域 人 口

1,700万 人)と1,000か 所 の 観光 地 、

高 速 道 路 の合 計4,500か 所 に 電 話
サ ー ビ ス の供 給(コ イ ン式 電話 の

設 置等)を 行 う。

5.10.29 インドネシア スラバヤ都市圏
通信網整備計画
(第2期)

80.91 スラバヤ都市圏の通信 システム
(交換機、伝送路、加入者線等)の
整備を行 う。

5.10.29 インドネシア ジャカルタ首都

圏通信網整備計
画(第1期)

35.87 ジャカルタ首都圏の通信システム

(交換機、加入者線等)の 総合的な
整備を図り通信ネットワークの拡
大 ・改善を図る。

5.10.29 イン ドネシア ラジオ ・テレビ
放送施設改善計
画(第2期)

7.08 ジ ャカ ル タ、メダ ン 、ウ ジ ュン パ ン

ダ ンの3都 市 に 維持 管 理 セ ン ター

を完 成 させ 、 必 要 機 器(測 定 器 、

情 報 処 理機 器 等)の 配備 を行 う。

5.12.6 パ ラ グ ァ イ 衛星通信地球局
整備拡充計画

32.34 既存衛星地球局を修復し第2衛 星
地球局を建設するとともに、国際
デジタル電話交換機の増設及び衛
星地球局 と国際通信中央局間を結
ぶデジタルマイクロ波伝送路を建

設する。
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資 料4-32通 信 ・放送分野における無償資金協力の推移

(単位:件 、億円)

署名年度
区別 元 2 3 4 5

プ ロ ジェ ク ト件 数 10 13 11 14 13

金 額 120.03 100.85 80.28 110.11 992.7
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資料4-33通 信 ・放送分野における無償資金協力の実施状況

(5年 度署名分)

交換公文
署名年月日

国 名 案 件 名 金 額
(億円)

概 要

5.6.15 モザ ンビーク ラジオ放送網拡
充計画

9.73 老朽化 し機能低下 している中央放送局
のマスターコントロール室設備、送信

機等を更新する。

5.6.17 スワジランド 地方電話網整備
計画

7.83 電話普及率の低い農村部4地 域にデジ
タル ・マルチアクセス無線システムを
導入し、同地域の電話網を整備する。

5.6.21 タ ンザ ニア ダルエスサラー
ム市内電話網改

修計画

9.79 旧式ケーブルが敷設されているため通

信事情の悪い同市内にあって、特に重
要な地域である港湾地域及び工業地域
の線路網を改修する。

5.6.24 ブ ル ンデ ィ ブジュンブラ市
内電話網整備計
画(第2期)

4.54 電話網の設備容量の絶対的不足、線路
設備の老朽化に伴 う通信障害を改善す
べく、管路方式の線路網を構築する。

5.6.25 ザ ン ビ ア ルサカ市内電話

網整備 計画(第
2期)

6.06 老朽化が進み、通信障害や積滞の原因
となっている首都ルサカの電話網の改
修 を図る。

5.6.29 カ メ ルー ン ラジオ放送網拡
充計画(第2期)

3.64 老朽化、陳腐化の著しい既存の短 ・中
波送信設備に換えて、最近建設された
TV送 信所を利用し全国的なFM放 送
網を整備する。

5.6.29 ブ ー タ ン 国内通信網整備
計画(第3期)

7.35 デジタル無線通信網、主要都市の交換
設備及び線路設備を建設し、国内通信
網の整備を図る。

5.7.15 フ ィ リピ ン 緊急通信システ
ム整備計画

7.85 災害時に被災地と政府関係機関を結ぶ
可搬型小型衛星地球局(VSAT局)
を利用した緊急通信網整備に係る機材
を供与する。

5.8.6 イ ン ド インディラ・ガ
ンジー国立公開

大学教材制作セ
ンター整備計画

(第1期)

15.97 老朽化した同大学の視聴覚教材制作施
設の更改及び制作能力の向上のため、
教材制作センターの建設及び関連機材
を供与する。

5.12.28 イ エ メ ン 教育放送機材整
備計画

7.99 同国が新たに予定している教育番組の
制作 ・拡充を図るため、スタジオ用機
材、スタジオ関連機材、局外収録用機
材、編集用機材等を供与する。

6.1.12 マダガスカル 北部及び南部マ
イクロ回線改修
計画

5.64 円借款により建設されたマイクロ回線
の老朽化に伴 う通信障害 を改善すべ

く、部品交換、バッテリー交換、内燃
式発電機の交換等の改修 を行 う。

6.1.17 シ リ ア 教育放送拡充機
材整備計画(第
1期)

6.49 同国東北部は重要な農業地帯であるこ
とから、教育放送の拡充により農業振
興の啓蒙及び教育水準の改善を図るた
め、新設送信所(第1期)の 送信設備
及び2か 所の既存送信所(第2期)の
送信設備を供与する。

6,1.18 ラ オ ス 高等電子技術学
校改善計画

6.39 同校の施設老朽化、教室不足、教育資
材の不足等 を改善 し、教育機能の改
善・回復を図るため、既設本館の改修、
付属棟の新設及び教育機材の供与を実施す
る。



資料4-34資 金協力の実施状況(5年 度署名分)
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丁蕪積資金協力

インディラ・ガンンー国立公開大学教材制 乳り・ランカ
作センター整備計画U)15.97偲 円

地方都市通信網整備計画
置¢1.i2億円

。鋤 鳶
敏育放送拡充磯材整備計画q)6
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・緊慾通僧〆ステム整傭計画785壌 円
・円借款

地方通信施設拡充計画U[D3803億 円
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資料4-35資 金 協力供与額推移

(単位:億 円 、件)

署名年度
区別 元 2 3 4 5

円借 款 供 与 額 654.83 850.96 411.26 204.44 557.19

無 償 供 与 額 120.03 100.85 80.28 110.11 99.27

円 借 款 件 数 5 8 6 3 10

無償資金協力件数 10 13 11 14 13

4-3国 際 比 較

資料4-36通 信 メディアの国際比較

項 目

国 名

郵 便 電 話 テ レ ビ ジ ョ ン

利 用 通 数 回 線 数
100人
当た り
普及率

受 信 契 約 数
又は

受 信 機 台 数

100入

当た り

普 及率

日 本
百 万 通

24,396

千 回線

55,888

%
45.1 受

信

契

約

数

千 契 約

34,564

%
27.9

英 国 16,364 25,595 44.6 20β31 35.4

ド イ ツ 8,684 31,887 40.4 31,516 39.2

フ ラ ン ス 22,478 29,080 51.0 19,835 34.8

イ タ リ ア 7,241 23,071 40.4 15,220 26.7

ス イ ス 3,091 4,082 60.1 2,554 37.6

韓 国 2,841 14,832 34.3 9,000 20.8

シ ンガ ポー ル 463 1,086 39.3 1,025 37.1

米 国 166,419 130,110 51.5 受

信

機

台

数

千 台
211,500 83.7

カ ナ ダ (8,246) 15,808 58.6 17,000 62.9

ブ ラ ジ ル 3β30 11,500 7.5 32,000 20.9

香 港 749 2,596 45.2 1,600 27.8

フ ィ リ ピ ン 943 648 1.0 3,000 4.8

イ ン ドネ シア 485 1277 0.7 11,000 5.9

タ イ 850 1,553 2.7 6,250 11.0

オー ス トラ リア (3,819) 8,046 46.4 8,200 47.3

(注>1。 郵 便 物 数 は 、UPU郵 便 業 務 統 計表 に よ る1992年(カ ナ ダ は1988年 、 オ ー ス

トラ リアは1989年)の 数 字 で あ る。 なお 、 フ ラ ン ス及 び 英 国 は小 包郵 便 物 数 を

含 まず、 香 港 は小 包 以 外 の国 際 郵便 物 数 を含 まない 数 字 で あ る。

2.電 話 の項 目は、ITU「YearbookofCommonCarrierTelecommunication

Statistics」(1991年12月 末 現 在)に よ る。な お、 ドイ ツは1990年 の デ ー タ であ る。

3,テ レ ビ ジ ョ ン受 信 契約 数/受 信 機 台数 は、NHK「 世 界受 信 機 統 計1993/94」

に よる。なお 、日本 は1993年10月 現在 、米 国 は1992年11月 現 在 、欧州 各 国は1992

年12月 末 現 在 、 そ の他 の 国 は、1990年12月 現在 の デー タで あ る。
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5-1研 究開発機関及び審議会 一487一

5-1研 究開発機関及び審議会

資料5-1各 研究所の研究者数と予算

(5年 度)

研 究 所 名 研 究 者 数 予算(単 位億円)

通 信 総 合 研 究 所 289 73

NTT通 信 研 究所 3,100 3,000※

KDD研 究 所 139 92

NHK放 送技術研究所 310 91

ATR研 究 所 231 92

(注)ATR研 究所 とは 、㈱ エ イ ・テ ィ・アー ル 通信 シ ステ ム研 究 所、 ㈱ エ イ ・テ ィ・アー

ル 音声 翻 訳通 信 研 究 所、 ㈱ エ イ ・テ ィ・アー ル 人間 情 報通 信 研 究所 、㈱ エ イ ・テ ィ ・

アー ル光 電波 通 信研 究所 の こ とで あ る。

※NTT本 社 分 を含 む。

資料5-2電 気通信技術審議会答申

(5年 度)

5.4.26

5.4.26

5.5.24

5.6、21

5,6.21

5,9.27

5.9.27

5.10.25

6.1.24

6.3.28

簡易型携帯電話(パ ーソナル ・ハンディーホン)シ ステムの技術的条件

公共業務用デジタル移動通信システムの技術的条件

FM放 送電波に重畳できる信号の技術的条件のうち 「移動体による受信

を前提としたFM文 字多重放送方式に関する技術的条件」(一部答申)

端 末設備 としての移動機に求められる技術的な条件のうち 「自動車 ・携

帯電話に求め られる技術的な条件」(一部答申)

高精細度テレビジョン放送に伴う有線テレビジョン放送施設に関する技

術的条件

Sバ ンドを用いる国内移動体衛星通信システムの技術的条件

国際無線障害特別委員会(CISPR)の 諸規格についてのうち「車両、モー

タボー ト及び火花点火エンジン駆動の装置からの妨害波の許容値及び測

定法」〔一部答申)

放送衛星によるデータ放送に関する技術的条件のうち 「伝送制御方式及

び有料方式並びにファクシ ミリ、テレソフトウェア、静止画、文字(基

本)、 時刻の各信号の技術的条件」(一 部答申)

道路交通に関する情報通信用無線設備の技術的条件

端末設備 としての移動機に求められる技術的な条件のうち 「簡易陸上移

動無線電話(CRP)及 び港湾無線電話(マ リネット電話)に 求められる

技術的な条件」(一部答申)

国際無線通信諮問委貝会総会への対処について(一 部答申〉

広帯域電波を使用する微弱無線局の適合性を確認するための判定条件

海上無線通信設備の技術的条件のうち 「日本語ナブテックス装置等に関

する技術的条件及び試験方法について」(一部答申〉
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5-2研 究 開 発

資料5-3電 気 通信 フ回ンティア研究開発のテーマ

〔目標 〕 〔分 野 〕

電

気

通

信

の

高

度

化

伝送能力の
強化

〔研 究 テー マ 〕 〔研究の概要〕

超高速通信
技術

高温超電導体による
超高速 ・高性能通信
技術の研究開発

超電導体の持つ優れた性質
の通信への応用

「

通信サービ

スの高度化
・多様化

バイオ ・知

的通信技術

i未開拓電磁波技術のi超 大容量通信の可能性を持l

i研究開発iつ 未開拓電磁波の発生技術i

知覚機構モデルによ
る超高能率符号化技
術の研究開発

知覚機構の優れた情報処理
機能を利用した情報圧縮技
術

次世代通信のための

高次知的機能の研究開
発

ム

人間の高次知的機能の解
明 ・工学的実現によるマン
マシンコミュニケーション
の高度化

「

生体機能に関する研
究開発

通信接続の
高度化

高機能ネッ
トワーク技
術

高度情報通信のため
の分子素子技術の研
究開発

生体 を利用した素子の開発
や、生体機能に学んだ情報
通信系の構築

分子レベルの情報通信素子
を設計することにより、高
度情報通信システムを構築

(計画研究)

」

超多元 ・可塑的ネッ
トワー ク基礎技術の
研究開発

いつでもどこでも安定 ・高

品質な通信サービスを可能
とするネットワーク技術

」

ネ ッ トワー ク・ヒュー
マ ン イ ン タフ ェー ス

の研 究 開 発

⊥

ネットワー クの提供する多
種多様なサービスをあらゆ
る人が利用できるためのイ
ンタフェース技術

「

」

團 計画研究の補完 ・充実を図るとともに、若手研究
者等の独創的 ・創造的な研究の発掘育成を行い、
地域の研究開発能力の向上、地域の活性化を推進
する。

昭和63年 度研究開発開始

元年度研究開発開始

2年 度研究開発開始

3年 度研究開発開始

5年 度研究開発開始
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資料5-4宇 宙通信

研究分野 研究目標 主 な 研 究 課 題

固定衛星通信 固定衛星通信の
高機能 ・多重化

高度多重衛星通信技術の研究と超小型地球
局の開発(昭 和63年 度～:CS-3計 画)
衛星による高精度双方向時刻比較等の研究
(日召禾062年度～)
ハ イビジョン等の大容量衛星通信方式の研

究開発(6年 度～:ETS-VI計 画)

衛 星 放 送
衛星放送の高度
化、周波数資源
の開発

マルチビームアンテナによる地域別衛星放

送技術の研究開発(3年 度～:COMETS
計画)
スタジオ品質HDTV等 の21GHz帯 大容量

デジタル衛星放送技術の研究開発(3年 度～
:COMETS計 画)

降雨減衰補償のための階層符号化方式の研
究開発(3年 度～:COMETS計 画)

移動体 ・パーソ
ナル衛星通信の
高度化、周波数
資源の開発

Ka/ミ リ波帯アクティブアレーアンテナ
の研究開発(3年 度～COMETS計 画)

オンボー ドスイッチング、再生中継技術の

研究開発(3年 度～:COMETS計 画)
小型周回衛星通信システムにおける蓄積転

ドップラ補償方式等の研究(3年 度～)
移動体のための次世代衛星通信、衛星音声
放送システムにおける大規模スイッチング、

空間電力合成技術の研究(6年 度～)

衛星間通信 ・
データ中継

有人宇宙時代
通信の基盤確立

Sバ ン ド、ミ リ波、光 に よ る衛 星 間通 信 技術

の研 究開 発(昭 和61年 度 ～:ETS-VI計 画〉

宇宙 デ ー タ中継 の ため の大 型 ア ン テナ組 立

技術 の研 究 開発(4年 度 ～:ETS-VII計 画、

宇 宙 ス テー シ ョン)

衛星 間 大容 量 デ ー タ伝 送 の ため の光 先端 通

信 技術 の 研 究(3年 度 ～)
スペ ー スデ ブ リ検 出技術 の研 究(3年 度 ～)

1ク ラスター衛星通信システムのための近接

軌道制御、通信制御技術の研究(4年 度～)

2長 期軌道変化の解析研究(4年 度～)

宇宙システムの
信頼性向上 ・軌
道の有効利用

一信頼性向上 一

国 際 貢 献 衛星通信の普及
促進 ・国際貢献

1遠 隔 医療 、 遠 隔教 育 、 コ ン ピュー タ通 信 等
の た め の 汎 太 平 洋 情 報 通 信 ネ ッ トワ ー ク

(PARTNERS計 画)の 実 験研 究(2年 度 ～
:ETS-V計 画)
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資料5-5周 波数資源の研究開発動向

項 目
概 要

5年 度の研究動向 6年 度以降の研究予定

未利用

周波数

帯の開

発

ミリ波通信技

術の研究開発

・構内通信における技術開発課

題、導入シナリオについて検

討した。
・多重路伝搬特性測定用送受信

系の開発、フェージング補償

方式の研究開発を行った。

・ISDN網 におけるミリ波加入

者無線について調査研究をす

る。
・昨年度の研究開発を継続する

と共に、アンテナ及び導波系

の研究開発、モデルシステム

による総合評価も行 う。

ミ リ波 ・サ ブ

ミリ波 デ バ イ

ス技 術 の研 究

開 発

・スパッタ成膜装置及び薄膜微

細加工装置を整備し、高周波

用素材研究を行った。

・機能素材、デバイス機能の研

究開発を継続すると共に、通

信デバ イスの研究開発を行

う。

40GHz以 上の

電波伝搬研究

・90～100GHz帯 の散 乱 計 及 び

較 正 装 置 を開発 した 。

・完成した散乱計を用いて散乱

実験を行 う。

光領域周波数
帯の研究開発

・光 と電波の共用を可能とする

赤外小型光送信器用アンテナ

等の開発に着手した。

・光と電波の共用技術及び光領

域通信システム高度化の研究

開発を継続する。

既利用

周波数

帯の再

開発

マイクロ波帯

における移動

通信技術の研

究開発

・マイクロ波移動通信の開発シ

ナリオ等の今後の展望を検討

した。
・多重路伝搬特性測定装置(信

号強度測定装置)を 開発 した。

・多重路伝搬特性、ゾーン構成

法、高能率アンテナ、高品質

デジタル広帯域伝送方式の研

究開発、システム総合評価実

験を行う。

周波数

有効利

用技術

の開発

インテリジェ

ント電波有効

利用技術の研

究開発

・イ ンテ リジェ ン ト電 波 利用 技

術 の開 発 ・導 入 シナ リオ等 を

検討 した。

・ゾー ン構 成 用 模 擬 装 置A部 、

イン テ リジェ ン ト伝 送用 変 動

監視 実 験 装 置 等 を開 発 した。

・ダ イナ ミ ッ クゾー ン構 成 、 イ

ンテ リジ ェ ン ト伝 送 、 ダ イナ

ミッ クチ ャ ン ネル割 当技術 の

研 究 開発 を継 続 す る と共 に、

シ ステム の 総 合 評価 実 験 を行

う。

単一周波数中

継技術の開発

・最大の技術課題である複数干

渉波補償器を試作した。

・フ ィー ル ド実 験 設備 の整備 及

び フ ィー ル ド実験 等 を行 う。

放送用周波数

有効利用技術

の研究開発

・FM同 期放送に関して、デジ

タル変調器等の技術を開発 し

た。

・デジタル圧縮技術の研究開発

用動画像記録装置メモリ部、
,

高能率符号化装置基本部を開

発した。

・FM同 期放送に関して、野外

実験の実施等を行 う。
・デジタル圧縮技術の研究開発

を継続すると共に、デジタル

伝送技術の研究開発も行う。
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研究分野
資料5-6宇 宙 ・地球環境

研究目標 主な研究課題

電波を用い
た地球環境
の計測技術
の研究開発

一

電波 リモー トセンシン
グ技術を用いて、降雨、

低層大気、海洋、雪氷、
植生、災害等の計測技
術の開発及びデータ処
理解析技術についての
研究を行い、地球環境
の電波計測技術の確立

を目指すと共に地球環
境の科学的及び実用的
知見を得る。

一

・人工衛星(TRMM) 、航空機搭載降雨レー
ダの研究開発と観測実験(昭 和63年 度 ～)
・低層大気観測用レーダの開発と風 ・気温の

垂直分布の観測(2年 度～)
・アイスレーダの開発と氷床内部の観測

(2年 度～〉
・航空機搭載実開口映像レーダ(SLAR)を 用

いた海洋観測実験(昭 和59年 度)
・航空機搭載高分解能3次 元マイクロ波映像

レーダによる地球環境計測及び災害監視技
術の研究(5年 度～)
・地球環境に関する画像データ処理技術の研

究(3年 度～)

光 を用いた
地球環境の
計測技術の
研究開発

一

地球環境、特に大気環
境に関 して新 しい知見
を得るための光学計測
方式の開発に関する研
究及び観測実験 を行
う。また光学計測シス
テムの開発にあたり必
要なレーザや光検出処
理技術等の確立を目指
す。

一

・人工衛星搭載を目指したEye-Safety近 赤

外ライダーの開発(3年 度～)
・レーザリモー トセンシングによる観測実

験:① 中国砂漠での大気中砂塵粒子の観測
(元年度～)②北極域エアロゾルの観測(2
年度～)③ 高層雲の観測(3年 度～)④ 高
層大気の組成 と運動の観測(3年 度～)⑤
ピナッボ火山による成

層圏火山の観測(3年 度)
・レーザ高度計の開発と応用に関する研究:

①土砂災害発生場に関する前兆的山体変形
検出手法の開発(2年 度一)② 航空機搭載
レーザ高度計の開発(3年 度～)

電波と光の
境界領域の
電磁波を用
いた地球環

境の計測技
術の研究開
発

一

短波長 ミリ波 ・サブ ミ
リ波を用いたオゾン層
破壊の原因となる中層
大気微量ガス等の最先
端計測技術を開発し、
地球環境科学に新しい
知見をもたらすと共に
観測精度の向上を計る。

一

一

・短波長 ミリ波 ・サブミリ波帯計測技術の研

究(3年 度～)① 中層大気微量ガス観測用
地上設置観測システム(短 波長 ミリ波帯分
光放射計)の 開発および観測実験②中層大
気微量ガス観測用高高度気球搭載サプミリ
波帯 リムサウンダ分光計の開発、人工衛星
によるグローバル観測のための基盤技術の
確立

地球環境計
測に関する
国際共同研
究

一

アラスカ大学 との間で

中層大気を対象とした
国際共同研究を実施す
る。このため、中層大

気観測用の計測機器を
開発 し、アラスカにお
いて米国側の観測実験

施設と共に中層大気を
総合的に観測研究し、
地球環境変動機構の解
明を図ると共に地球環
境保全技術の開発に資
する。

・アラスカ大学との 「地球環境のための高度

電磁波利用技術に関する国際共同研究」の
推進(4年 度～)① 国際共同研究の推進と
取 りまとめ②中層大気計測機器の開発(イ
メージングリオメーター、レーり一ドップ
ラライダ、広帯域 ミリ波放射計、ファブリ
ペロー干渉計、分反射レーダ等〉
・地球環境変動機構の研究(3年 度～)太 陽

風、大気波動等の地球環境変動要因の観測
および理論的研究

アジアの途上国に適し一
た地球環境計測技術の
国際共同研究を行なう。

一 ・タイ国 との 低 層大 気 観 測用 レー ダに 関す る

共 同研 究(5年 度 ～)
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宇宙電波を
用いた高精
度時空計測
技術の研究
開発

一

グローバルなプレー ト
運動、日本列島周辺の
局所的な運動を総合的
に測定し、地震予知等
へ の基礎データを得

る。また、地球回転変
動のモニター及び、パ
ルサーの周期安定度を

測定することで、長期
的時系の維持や時刻比
較への応用を行う。さ
らに、地球内部の研究
やグローバルな地球環
境に関す る知見 を得
る。これらの観測研究
に 必要 なVLBI技 術
等の高精度化に関する
研究開発を実施する。

一

・VLBI観 測 ・解析研究:① 地球回転VLBI

の実施(元 年度～)② ダイヤモンドクロス

(首都圏近傍VLBI)実 験の実施(3年 度～)③
絶対天体電波源強度 ・基準座標系に関す
る研究(2年 度～)④メーザ・cm～mm波ライン
スペクトル・連続波等天体電波源の研究(2

年度～)⑤VLBI解 析技術の向上に関する
研究
・VLBIの 高精度化のための開発研究:① 高

速 ・多ビット対応K-4型 インター フェー
スの開発(2年 度～)②K-4型 相 関処理シ

ステムの開発(2年 度～)③ ミリ波関連観
測技術の研究開発(5年 度～)④ 宇宙空間
VLBIに 関する研究開発(元 年度～〉
・ミリ波パルサータイミングの高精度測定法

の研究開発(元 年度～)

首都圏広域
地殻変動観
測システム
の整備

宇宙天気予
報システム
の研究開発

宇宙測地技術を用い、
人口密集地である首都
圏をとりまく4局 の地
殻変動観測網 を構成
し、直下型地震の前兆
を監視するシステムの
整備を行なう

本格的宇宙利用時代に
おける人命の安全確保
と宇宙機器の安全運用
のために、これらに重

大な影響 を及ほす宇宙
環境の予報(宇 宙天気
予報)業務 を確立する。

・小金井、鹿島へのVLBI観 測システムの整
備(5年 度)
・三浦半島、房総半島へのVLBI観 測システ
ムの整備(6年 度以降)
・上記4か 所へのSLR観 測局の整備
・高精度定常観測用4局 集中監視システムの

整備

・太陽活動予報の研究:① 電波観測による太

陽活動の研究②光学観測による太陽活動の
研究(太 陽プラズマ動態望遠鏡 ・太陽磁場
望遠鏡の整備
・太陽一地球間環境擾乱の研究:① マイクロ

波帯による太陽風シンチレーションの研究
②宇宙環境の利用に関する調査研究③宇宙
観測機器基礎実験装置の整備
・予報技術の研究:① 太陽地球間環境のモデ

ル化とシミュレーション②太陽フレア予知

③地磁気嵐予報
・宇宙天気予報業務:① 計算機ネットワーク

等による、太陽地球環境データの交換②宇
宙天気予報を実施し、利用者に伝達する。
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資料5-7周 波数、時刻及び時間間隔の標準の技術動向

項 目
概 要

5年 度の研究動向 6年 度以降の研究予定

原子周波数標準の研究

精密周波数 ・時刻比較

の研究

周波数 ・時刻標準の供

給及び利用法の研究

・セシウムー次標準器の改良と

確度評価

・原子ビームのレーザー冷却と

蓄積およびその原子標準への

応用に関する研究

・水素メーザーの周波数安定度

精密計測。水素 メーザ磁 気

シール ドの評価と超伝導シー

ル ドの検討。

・衛星レーザ測距(SLR)の 同

期レーザ技術、ピコ秒計測技

術の推進。

・静止衛星双方向精密時刻比較

システムの高精度化、高確度

化を実施。

・GPS国 際時刻比較に協力

・日本標準時、周波数標準の維

持及び供給
・電話回線による標準時の供給

法の研究
・衛星による周波数精密比較法

の研究

・セシウムー次標準器の改良と

確度評価の継続

・原子のレーザーによる運動制

御操作と原子泉型周波数標準

器に関する研究

・超電導技術の水素メーザへの

応用に関する研究

・SLRシ ステムを用いた精密

時刻比較方法につき研究を行

なう

・高精度化した双方向時刻比較

を国際実験 によって検証す

る。

・継続して実施する

・電話回線による標準時供給法

の実用化実験を行う

・BSに よる ドップラシフ ト補

正実験を行う。精密時刻比較

による衛星位置の精密測定法

の研究を行う
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5-3標 準化活動

資料5-8国 際標準化活動

電気通信に関する国際標準化は、主として国際電気通信連合(ITU)のITU-T及 び

ITU・Rで 行われている。我が国では、関係機関からの意見を電気通信技術審議会での審

議を通じてとりまとめ、これらの各機関へ寄与 している。

国際電気通信連合(ITU)
国際標準

を勧告ITU-R ITU・T

電気通信技術審議会

電気通信標準化
委貝会

→ 標準化政策部会 無線通信委員会
^↑

孚

1f

」

A

}

1

」

↓
標準化に関する

基本方策等
国 内 標準 化 機 関

・TTC

・RCR

・BTA

等

i

↓

・各種調査研究プロジェクト

・ISDN新 技術開発協議会

等

`

A

↑i
電気通信事業者
放送事業者

ユ ー ザ ー 電気通信事業者
放送事業者

製造業者 製造業者

ITU-R無 線通信部門一従来の無線通信主管庁会議(WARC)とCCIR及 び国際周波数登

録委貝会(IFRB)の 活動を統合したものであり、無線通信規則の改正、無線通信

の技術 ・運用等の問題の研究及び勧告の作成、周波数の割当 ・登録等を行 う。

ITU-T電 気通信標準化部門一従来の国際電信電話諮問委貝会(CCITT)と 国際無線通信

諮問委員会(CCIR)の 活動の一部を統合したものであり、電気通信の技術、運用

及び料金に関する標準化問題を研究し、これらについての勧告を行う。

1雛 鷺 欝 ・一}国m民間標一 関
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資料5-9国 内標準化活動

電気通信に関する国内標準化は、主として郵政省が行う強制規格の策定と民間を中心

に行われる任意の標準規格の策定がある。また、これらの規格については、極力、国際

標準に準拠して作成される。

無線 ・放送分野については、電気通信技術審議会の答申に基づき、郵政省が強制規格

を作成する他、RCR、BTA等 に より民間の標準規格が作成されている。有線を含むその

他の電気通信分野にっいては、広く一般に推奨すべき通信方式が、電気通信審議会の答

申に基づき推奨通信方式(JUST)と して告示されている他、TTCに よ り民間の標準規

格が作成されている。

国際電気通信連合(ITU)

巨亜]回

電 気 通 信 技 術

標準化政策部会 JUST委 貝会

r

標準化に関す

る基本方策等

国際電
気通信
標準化

團 機構

(GSC>

↓

各種協議会活動、

プロジェクト等

国際標

準化機

構

(ISO)

圏 團
RR

ホ 準

夫 格

輔
圏図

高度通信システム相互接続(HATS)推 進会議

相互接続試験実施連絡会

電気通信事業者
放送事業者
製造業者

電気通信事業者
放送事業者
製造業者



一496一 5技 術 開 発

資料5-101TU-T各 研 究委員会の勧告作成等の状況
(5年 度分)

SG1(サ ー ビス定義〉

勧告番号 勧 告 名

F.125

F.711

E740

国際テ レックスサー ビスか らインマルサ ッ トの移動衛 星サー ビスへ のア クセ スのた
めの番号計画

ISDNの ためのTV会 議テ レサー ビス

オー ディオ ビジュアル ・インタラ クテ ィブ(AVDサ ー ビス

SG2(網 の運用)

勧告番号 勧 告 名

(今会期の今年中の新規又は改訂勧告なし)

SG3(課 金 及び会計 原則〉

勧告番号 勧 告 名

D.500R

D.501R

D.600R

D,601R

ア ジア及びオセアニア諸国間の電話 に適用 され る計算料金

ア ジア及びオセアニア諸国間の テレッ クスに適用 され る計算料金

ア フ リカ諸 国間の電話におけ る計算料金分収 及び収納料金 の決定

アフ リカ諸国間の テレッ クスにおける計算料金分収 及び収 納料金の決定

SG4(網 の保守)

勧告番号 勧 告 名

(今会期の今年中の新規又は改訂勧告なし)

SG5(電 磁的妨害か らの通信施 設の防御)

勧告番号 勧 告 名

K.11 過電圧及び過電流に対する防護原理

SG6(屋 外設備)

勧告番号 勧 告 名

(今会期の今年中の新規又は改訂勧告なし)

SG7(デ ー タ通 信 網 とオ ー プ ン ・シ ステ ム ・コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ン)

勧告番号 勧 告 名

X.327

X.35

X.223

X.723

X.724

パ ケ ッ ト交換 公衆デー タ網 とデー タ伝 送サ ービ スを提供 す るため のプ ラ イベー ト

デー タ網 との網 間接続に関す る一般 的準備

PSPDNとPSPDNで 提供 され るゲー トウェ イ機能 を定義す る修正X.25手 順に基
づ くプ ラ イベー トPSDNと の 間のイン タフェー ス

CCITTア プ リケー シ ョンのためのOSIコ ネ クシ ョンモー ドネ ッ トワー クサー ビス
を提供 す るためのX.25の 使用

情報技術 一〇SI一 システム管理:汎 用管理情報

情報技術一〇SI一 システン管理:管 理 情報 と連携 した実装 適合性 記述プ ロフ ォルマ
への要求 とガイ ドラ イン
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勧告番号

X,738

X.739

X.745

X.500

X.501

X.509

×511

X.518

X.519

X.520

X.521

X,525

X.210

X.207

X.851

X.852

X.862

X.214

X.224

X,283

X.264

情報技術 一〇SI一 システム管理.概 括(計 測集計)機 能

情報技術 一〇SI一 システム管理:メ トリッ クオプジェ ク トと属性(負 荷 監視機 能)

情報 技術一〇SI一 システム管理:テ ス ト管理機 能

情報 技術一〇SI一 デ ィレク トリ:概 念、モデル及びサー ビスの概 要

情報 技術 一〇SI一 デ ィレク トリ'モ デル

情報技術 一〇SI一 デ ィレク トリ 認証 の枠組 み

情報技術 一〇SI一 デ ィレク トリ:抽 象サー ビス定義

情報技術 一〇SI一 デ ィレク トリ:分 散操作 の手川頁

情報 技術 一〇Si一 デ ィレク トリ.プ ロ トコル仕様

情報 技術 一〇SI一 デ ィレク トリ:選 択属性 タイプ

情報技術 一〇SI一 デ ィレク トリ'選 択 オブジェ クトクラス

情報 技術 一〇SI一 デ ィレク トリ:ア プ リケー シ ョン

情報技術 一〇SI一 基本参照モデ ル:OSIサ ー ビスの定義 のための規約

情報技術 一〇SI一 アプ リケー シ ョン ・レイヤ構造

情報技術 一〇SI-CCR(コ ミッ トメン ト、 同時性 と回復制御)サ ー ビス要素のための
サー ビス定義

情報 技術 一〇SI-CCRサ ー ビス要素の ため のプロ トコル仕様

情報 技術 一〇SI一 分散 トランザ クシ ョン処理 プロ トコル仕様

情報技術 一〇SIの ための トランスポー トサー ビス定義

情報技術 一〇SIコ ネ クション ・モー ド トランスポー ト・サー ビスを提供す るため
のプ ロ トコル

情報技術一〇SIコ ネ クシ ョン レス ・モー ド・ネ ッ トワー ク ・サー ビス を提供するた
めのプ ロ トコル

OSIネ ッ トワー クレイヤに関連す る管理情報の要素

トランスポー ト・プ ロ トコル識別 メカニ ズム

SG8(テ レマティー ク ・サー ビスの ための端末装 置)

勧告番号 勧 告 名

T.23

T.53

T.125

T.506

文 書フ ァクシ ミリ伝送 のための標準 カラー テス トチャー ト

テ レマ ティー クサ ー ビスのための文字符号化制御機能

マルチ ポイン ト通信 サービスプ ロ トコル

プ ロセ ッサ プルモー ド用文書 アプ リケー シ ョンプロファ イル(PM36)

SG9(テ レビ及 び音 声の伝送)

勧告番号 勧 告 名

(今会期の今年中の新規又は改訂勧告なし)

SG10(電 気通信のための ソフ トウェア言語)

勧告番号 勧 告 名

(今会期の今年中の新規又は改訂勧告なし)

SG11(交 換及 び信 号方 式)

勧告番号 勧 告 名

(今会期 の今 年中の新 規又は改訂勧告 な し)
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SG12(電 話網 及び端末の伝送 品質)

勧告番号 勧 告 名

Q.822

Q.1219

Q3イ ンタフェー スのための、1、2、3記 述一性能 管理

能 力セ ッ トのためのINユ ーザズガ イ ド

SG13(ネ ッ トワ ー ク全 般)

勧告番号

G,804

G.826

G.832

1.113

1.320

1.356

L363

L365

1.555

既存同期網へのATMセ ルマ ッピング
ー次群以上 の国際 固定 ビッ トレー トパ スエ ラー 品質パ ラメー タ及 び 目標 値

既存 同期網に おけ る新 同期網及 びその他 のネ ッ トワー クでの 一次群 以上 のバ スエ
ラー 品質 の記述

B・ISDNの 用語

ISDNプ ロ トコル参 照モデル

B-ISDNATMレ イヤの伝送品質

AALタ イプ5の フレーム ワー ク

フ レーム リレーサー ビス用コンバー ジェ ンスサ ブレイヤ

フ レーム リレーベア ラサー ビスのイ ンター ワー キング

SG14(デ ー タ、電信 及びテ レマテ ィー ク ・サー ビスのためのモデム及 び伝送 技術)

勧告番号 勧 告 名

(今会期の今年中の新規又は改訂勧告なし)

SG15(伝 送 システム及び装置)

勧告番号 勧 告 名

Q.551

Q.552

Q.553

Q.554

Q.763

Q.781

Q.782

Q.783

Q.784

Q981

デジタル交換機 の伝 送特性

デジ タル交換機の2線 アナログインタフェー スによる伝送特性

デジ タル交換機の4線 アナログインタフェー スによる伝送特性

デジ タル交換機のデ ジタルイン タフェースに よる伝送特性

ADPCM及 びデジタル音声挿入 を用いたDCME

SDH用 同期 多重変換装 置に関す る勧告の構成

SDH用 同期 多重変換装 置の種類 と一般特性

SDH用 同期 多重変換装 置の機能ブ ロックの特性

SDHの 管理

ロー カルネ ットワー ク用PDH光 電送 システム
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勧 告 シIJ一 ズ名 勧 告 内 容

Aシ リー ズ勧告
ITU-Tの 組織や研究体制等 をまとめ た勧告。寄書 の提 出や他 の国際機関 との協

力につ いて規定。

Bシ リー ズ勧告 表 現の方法 をまとめた勧告。記号の意 味、国際単位 システムの仕様等 を規定。

Cシ リー ズ勧告 世界の コモンキャ リアの統計 をまとめ た勧告。

Dシ リー ズ勧告
一般的 な料金 原則を定めた勧告。専用線、デー タ網、 国際 回線 の各種サー ビス
等の料金原 則を規定。

Eシ リー ズ勧告 国際電 話サー ビスの運用、 ネッ トワー ク管理 及び トラフィ ック技術の一般 原則を規定 し
た勧告。

Fシ リー ズ勧告 電 信や テ レマ テ ィー ク ・サ ー ビ ス、 メ ッセー ジ通 信 、 デ ィ レ ク トリ ・サ ー ビス

の運 用 、 サ ー ビス 品 質 及 び サ ー ビ ス定 義 を規 定 した勧 告 。

Gシ リー ズ勧告
アナロ グ、デ ィジタル両伝送方式、 アナログか らデ ィジタルへ の移行期 に必要
となる伝 送装置及び伝送媒体等 に関す る勧告。

Hシ リー ズ勧告 電話以外の信号の伝送に関する勧告。

1シ リー ズ勧告

ISDNに 関 す る勧 告 。

1.100シ リー ズ:一 般 共 通事 項1.200シ リー ズ:サ ー ビ ス関 係
1.300シ リー ズ:ネ ッ トワー ク とル ー テ ィ ン グ

1.400シ リー ズ:イ ン タフ ェ ー ス1.600シ リー ズ:保 守 関係

Jシ リー ズ勧 告 放送プ ログラム とテレビジ ョン伝送 に関する勧告。

Kシ リー ズ勧 告 電磁気的妨害に対する電気通信施設の防護についての勧告。

Lシ リー ズ勧告 ケープルな どの屋外電気通信設備の建設、設置、保護 に関す る勧告。

Mシ リー ズ勧告 国際伝送路及び回線等の保守に関する勧告。

Nシ リー ズ勧告 国際音声 プロ グラム とテ レビジョンの伝送回路に関す る勧告。

0シ リー ズ勧告 測定装 置に関す る勧告。 アナログ、 ディジタルの測定装 置の仕様 を定義。

Pシ リー ズ勧告 電話伝 送品質の評価法、評価値、及 び加 入者系等 の伝 送特性 に関する勧告。

Qシ リー ズ勧告 ISDNと 電話網の交換方式及 び信号方式 に関す る勧告。

Rシ リー ズ勧告 電信伝 送に関す る勧告。伝送特性、保守 条件、TDM等 につ いて規定。

Sシ リー ズ勧 告 アルフ ァベ ッ ト電信端末 の端末特性や 国際電信符号 等に関す る勧告。

Tシ リー ズ勧告 テ レマテ ィー ク・サー ビスのためのプ ロ トコルや端末特性 を規定 した勧告。

Uシ リー ズ勧告 電信 の交換に関す る勧告。一般 原則、異 なる信号方式間の相互接続等 を規定。

Vシ リー ズ勧告 電話網及 び電話型専用回線等において、デー タ通信に使用 され る諸装置や伝送
方 式を規定 した勧告。

Xシ リー ズ勧告
デー タ通信網に関す る勧告

菱:18勧=萎i♀斧診 禅 ル 菱:ll綱=萎i灘 葱

Zシ リー ズ勧告 通信 ソフ トウェアに関す る勧告。
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資料5-121TU-R各 研 究委員会の勧告作成等の状況(
5年 度分)

SG1(ス ペ ク トラム 利 用技 術)

勧告番号 勧 告 名

(今年中の新規又は改訂勧告なし)

SG4(固 定衛星業務)

S.580-4

S.671-2

S.672・2

S.726・1

S.733・1

S.735-1

S.741-1

S.742-1

S.1001

S.1002

S.1003

FSSに おけるアナログ信号による角度変調やデジタル変調を用いたシ
ステムのキャリアエネルギー拡散

2GHzか ら約30GHzに おける調整及び干渉評価のための地球局アンテ
ナの参照放射特性

静止軌道を使用する地球局アンテナの設計目標としての放射特性

狭帯域SCPC信 号のアナログTV信 号に対する干渉保護比

静止衛星を用いたFSSの 設計目標 としての衛星アンテナの放射特性

VSATか らの最大許容不要輻射レベル

FSSに おける地球局のG/T比 の決定

15GHz以 下の固定衛星業務がISDNの 一部 を構成するとき静止衛星通
信網のHRDに 対する他の衛星通信網からの最大許容干渉レベル

FSSに おけるネットワー ク間のC/1比 の計算

スペクトラム有効利用法

自然災害等の非常時における警告及び救助作業のためのFSSの 使用

FSSの ための軌道マネー ジメント技術

静止軌道の環境保護

SG4/9(固 定業務と固定衛星業務間の周波数共用)

勧告番号 勧 告 名

固定業務 との共用周波数帯において静止衛星軌道に対しわずかに傾斜し
た軌道の固定衛星業務用宇宙局による利用

SG5(非 電離媒質内電波伝搬)

勧告番号 勧 告 名

(今会期の今年中の新規又は改訂勧告なし)

SG6(電 離媒質内電波伝搬)

勧告番号 勧 告 名

(今会期の今年中の新規又は改訂勧告なし)



5-3標 準 化 活動 一501一

SG7(科 学業務)

Doc.7/45

Doc,7/46

Doc.7/47

Doc.7/48

Doc.7/49

Doc.7/59

Doc.7/60

Doc.7/62

Doc.7/63

Doc.7/64

Doc.7/65

Doc.7/73

Doc.7/74

Doc.7/75

Doc.7/76

Doc.7/77

Doc.7/78

Doc.7/79

Doc.7/80

Doc,7/83

Doc.7/84

Doc.7/85

Doc.7/86

Doc.7/87

Doc.7/96

Doc,7/97

Doc7/98

Doc.7/104

地球近傍座標時系における相対論効

時刻コー ド

時間、周波数比較のためのシステム、技術、サービス

標準周波数及び時刻信号

周波数と時間(位 相)に おけるランダムな不安定性の尺度

1-40GHz帯 における深宇宙研究に適した周波数

40-120GHz帯 における深宇宙研究に適 した周波数

有人 ・無人の深宇宙研究のための通信要求

深宇宙研究のためのバンド幅要求

深宇宙研究における周波数共用

宇宙研究業務におけるリンクパフォーマンスの望ましい計算方法

衛星受動センサで使用される周波数及び帯域幅

衛星受動 リモー トセンシングの性能基準

衛星受動 リモー トセンシングの干渉基準

地球探査衛星及び気象業務のための仮説的基準システム

宇宙機搭載能動リモー トセンシングの望ましい周波数と必要帯域幅

地球探査衛星及び気象衛星業務におけるシステムのための性能目標決定
のための方法論

地球探査衛星及び気象衛星の能動センサと無線評定業務間の共用の可能1生

地球観測衛星及び気象衛星業務におけるシステムのための干渉基準決定
用方法論

低軌道を使用する地球探査衛星及び気象衛星業務の宇宙から地球への
データ伝送システムのための性能基準

低軌道 を使用する地球探査衛星及び気象衛星業務の宇宙から地球への
データ伝送システムに対する干渉基準

地球探査衛星及び気象衛星業務のシステムのための共用及び調整

地球探査衛星からのデータ伝送に適した周波数帯及び必要周波数帯域幅

地球探査衛星及び気象衛星業務のコマン ド及びデータ伝送システムの干
渉基準

測地及び地球力学用衛星システムの通信面での要求

低軌道衛星を使用する地球探査衛星及び気象衛星業務の宇宙から地球へ
のデータ伝送システムに対する共用及び調整基準

宇宙運用システム、周波数、帯域幅及び保護基準

静止軌道のデータ中継衛星及び低地球軌道のユーザ宇宙機から構成され
るシステムのための仮説的基準系

データ中継衛星の望ましい周波数帯域及び伝送方向

電波天文業務が他の業務 と共用している周波数帯における同業務の保護
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SG8(移 動、無線測位、アマチュア及びこれらの衛星業務)

(文書番号)

Doc.8/BL/28

Doc.8/BL/29
Doc.8/BL/30
Doc.8/BL/31
Doc.8/BL/32

Doc.8/BL/33

Doc.8/BL/34

Doc,8/BL/35

Doc.8/BL/37

Doc。8/BL/38

Doc.8/BL/39

Doc。8/BL/40

中央制御局のないMCA技 術 を使用した陸上移動システムの技術 ・運用
特性

コー ドレス電話及びコー ドレス通信システムの技術 ・運用特性

FPLMTSの 無線インターフェースの要求条件

FPLMTSの 無線インターフェース及び無線サブシステムの機能

1885-2025MHz及 び2110-2200MHz帯 に おけるFPLMTS導 入 のため
のスペクトラムの検討

移動衛星システムによる静止衛星軌道と1-3GHzの 周波数帯の有効利用

航空移動衛星(R)業 務(AMS(R)S)の 無線 リンクのためのビットエラー
性能目標

1GHz以 下の移動業務の局 とFDMA非 静止移動衛星軌道(GSO)の 移動
地球局との間の共用基準の評価方法

1670-1675MHz及 び1800-1805MHz帯 を使用する航空機公衆通信サー
ビス

将来のアマチュア無線システム

アマチュア業務及びアマチュア衛星業務における災害通信

開発途上国におけるアマチュア業務及びアマチュア衛星業務の利用

アマチュア業務及びアマチュア衛星業務における周波数割当基準

SG9(固 定業務)

勧告番号 勧 告 名

(今年 中の新規又は改訂勧告なし)

SG10(放 送業務(音 声))

勧告番号 勧 告 名

(今年中の新規又は改訂勧告なし)

SG11(放 送業 務(テ レ ビジ ョ ン))

勧告番号 勧 告 名

BT.407-2

BT.653-1

BT.709

一 一

アレビジョンシスァム

テレテキス トシステム

スタジオ及び国際番組交換のためのHDTVの 基本パラメータ値

SG12(業 務間共用及び両立性)

勧告番号 勧 告 名

IS.847

1S.848

1S.849

1S.851

地上業務のシステムと同一周波数を使用し静止宇宙局通信 を行う地球局
の調整区域の決定

双方向に分配された周波数帯において受信地球局 と同一周波数帯を用い
る送信地球局の調整区域の決定

地上業務と共用する周波数帯における非静止宇宙局と通信を行う地球局
の調整区域の決定

VHF/UHF帯 における放送業務 と固定/移 動業務との共用

87-108MHzの 放送業務 と108-137MHzの 航 空業務の両立性
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CMTT(番 組伝送)

勧告番号 勧 告 名

CMTTユ007

CMTT.721-2

CMTT.723-1

CMTT.771-1

衛 星 に よる ニュ ー ス取 材 の ため の 統一 技 術 規格(デ ジ タル)

140Mb/s付 近 で の 素 材 品 質 用 コ ン ポー ネ ン ト符 号 化 デ ジ タル テ レ ビ
ジ ョン伝 送

勧 告ITU・TG.702の 第三 階 層 レベ ル に お け る素 材 品質 用 コ ンポー ネ ン
ト符 号化 デ ジ タル テ レ ビ ジ ョン伝 送

SNG端 末 の ため の補 助 調 整衛 星 回 線

CCV(無 線通信研究委員会における用語)

勧告番号 勧 告 名

V.431-5

V.666-1

電気通信分野で用いられる周波数帯の命名法

略語の使用

資料5-131TU-R勧 告 の概要

関係SG ITU・Rシ リー ズ

1 SMシ リー ズ スペクトラム利用技術

2 ISシ リー ズ 業務間共用及び両立性

3 PNシ リー ズ 非電離媒質内電波伝播

3 PIシ リー ズ 電離媒質内電波伝播

4 Sシ リー ズ 固定衛星業務

CMTTシ リー ズ 番組伝送

7 TFシ リー ズ 報時信号 と標準周波数の放射

7 SAシ リー ズ 宇宙研究

7 RAシ リー ズ 電波天文

8 Mシ リー ズ 移動、無線測位、アマチュア及びこれらの衛星業務

9 Fシ リー ズ 固定業務

4-9 SFシ リー ズ 固定業務と固定衛星業務間の周波数共用

10 BSシ リー ズ 放送業務(音 声)

11 BTシ リー ズ 放 送 業務(テ レビ ジ ョン)

10-11 BOシ リー ズ 衛星放送業務(音 声及びテレビジョン)

10-11 BRシ リー ズ 放送用録音録画

CCV Vシ リー ズ 無線通信研究委員会における用語

(SG2は 旧SG12。SG3は 旧SG5及 びSG6を 統合 したSG。)
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資料5-14JUST委 員 会の審議の結果、作成 された推奨通信方式

推奨通信方式の対象とする電気通信システム 制定時期 告示番号

フ ァ クシ ミリグル ー プ2型 装 置
昭54,10月

改 昭58.10月

第645号

第794号

コン ピュ ー タ ・コ ミュ ニ ケー シ ョン ・ネ ッ トワー ク(リ ン

クレベ ル通 信 規約 及 びパ ケ ッ トレベ ル通 信 規 約)

昭55.11月

改 昭59.3月

第844号

第218号

フ ァ クシ ミIJグ ルー プ3型 装 置
昭56.12月

改 昭63.12月

第1013号

第865号

日本語テレックス装置

昭58.12月

改 昭59.10月

改 昭60.3月

改 昭63.12月

第889号

第749号

第196号

第866号

パ ー ソナ ル ・コ ンピ ュー タ通 信 装 置
昭59.12月

改 昭60.3月

第971号

第199号

フ ァ クシ ミ リグルー プ4型 装 置 昭60.3月 第197号

ミクス トモー ド通 信 昭60.3月 第198号

電子メール通信網間接続 昭62.11月 第886号

電子メール通信端末アクセス 昭62.11月 第887号

オブ ジェ ク ト識別 子 平2.12月 第729号

JUST:JapaneseUnifiedStandardsforTelecommunications
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(郵政省)
資料5-15相 互接続推進体制(5年 度)

(事務局:郵 政 省) 高度通信 システム相互接続推 進会議

(HATS推 進会議)

幹事会

基
本
接
続
分
科
会

科G

会4
フ
ア
ク

ζ

り
分

M
H
S
分
科
会

P
B
X
分
科
会

L
A
N
間
接
続
分
科
会

ミコ

ナ ン

ル ピ

分 ユ

科1

会 タ

タ

;

分ア
科ナ
会 ロ

ぎ
ア
レ

ビ
電
話

・デ

会 ジ
議 タ
分 ル
科 テ
会 レ
ビ
電
話

相
互
接
続
推
進
の
具
体
的
検
討

oOooOoOoe
連
絡
調
整

験電
実話
施 ・
連T
絡A
会相
互
接続

試

接G
続4
試 フ
験 ア
実 ク
施 シ
連 ミ

絡 リ
会相
互

施M
連H
絡S
会相
互
接
続
試
験
実

施P
連B絡
X
会相
互
接
続
試
験
実

実L
施A
連N
絡間
会相
互
接
続
試
験

連ナ コ
絡ルン
会相ピ
互 ユ
接1
続タ
試 ・
験 タ
実1
施 ミ

互ア
接ナ
続ロ
試 グ
験 テ
実 レ
施 ビ
連電
絡話
会相

連会デ
絡議ジ
会相タ
互ル
接テ
続レ
試ビ
験電
実話
施 ・

難
含1

相
互
接
続
試
験
の
実
施

相互接続試験実施連絡会(各 連絡会事務局:通 信機械工業会)
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資料5-16相 互接続試験実施状況

対 象システム
相互接続試験実施状況

備 考
元年度以前 2年 度 3年 度 4年 度 5年 度

G4フ ァ ク シ ミ リ

(G4フ ァ ク シ ミ リ

分 科 会)

[}…[}

63,ll1.3

ステップ1

ステ ップ1は 回線交

換モー ド

ステ ップ2は バケ ッ

ト交換 モー ド

[}一[}

ステップ2

B

注1

MHS

(MHS分 科会)

ステップ1は84年 度

版X.400

ステップ2は84年 度

版X,400を 用 いたEDI

口

1.4

ロ

ステップ1

口

ステップ2

デ ジタル電話 ・ター

ミナルア ダプ タ

(基本接続分科会)

ロ ー… ロ …-

1,41.9

一[ト ー一〔} 一〔}一 一一一[}一 一一一一 ロ ー 必要 に応 じ、引 き続

き相 互 接 続 試 験 を実

施。

PBX

(PBX分 科会)

ロ ー一一口

1,61.12

口 ステ ップ1は 回線 交

換モー ド

ステップ2は パ ケ ッ

ト交換 モー ド

ス テ ップ3は 共 通

チャネル形信号方式

ロ

ステップ1

ロ

ロロ

ステップ2

… 一一・[}

口

ロ ー一一一

〔}一 一一

〔}一 一一E}

ステ ップ3

アナロ グテ レビ電話

(アナ ロ グテ レビ電

話分科 会)

JJ-40.10(第1版 〉口

デ ジ タ ル テ レ ビ電

話 ・会議

(デ ジタル テ レ ビ電

話 ・会議分科会)

[}一 一一一一

注2

ステ ップ1は タイプ

X(基 本 インタフェー

ス)及 びタイプY(一

次群 イン タフェース)

ロ

ステ ップ1

口

LAN間 接続装置

〔ルー タ〕

(LAN間 接続分科会)

OSI系 、TCP/IP系

と もに ス テ ップ1は

PSPDN(DDX-P)を

用 い たLAN-WAN
-LAN接 続

口

OSI系

ステ ップ1

口

TCPIIP系

ステ ノブ1

コ ン ピ ュー タ ・ター

ミナ ル

(コ ン ピ ュー タ ・ター

ミナ ル 分 科会)

ステップ(グ ループ

2)はOSI階 層モデル

の下位3層 までを対象

とし、回線交換 又はパ

ケッ ト交換 にて実施。

ロ

ステップ1

(グループ2>

注1日 ・EC国 際 相 互接 続 実 験

注2コ ミ⊥ ニ ケー シ ョン東 京'93
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資料5-17相 互 接続試験を行 うまでの手順

ISO
(国際標準化機 構)

ITU-T

国際標準の作成
郵 政 省
電気通信技術審議会

r

メ カ ー

製 品 開 発

プ ロ トコル 試 験
コンフォーマンス試験等

端末審査
網～端末接続試験

相互接続試験
への参加

標準準拠の表示

カタログ等への表
示又はマー ク貼付

TTC
㈹電信電話技術委員会

国内標準の作成

→

↓

相互接続 試験 実施
ガイ ドライン
の発行

標準準拠確認制度

TTC標 準

補 遺等への反映

電気通信事業者

↓

網～端末接続試験用
ネットワークの提供

(HATSnetの 提供)

ISDN/OSI
製品の販売

HATS推 進会議

HATS推 進会議

試験対象
の 決 定

基本試験体制の検討

基本ルールの作成

相互接続試験実施
連絡会

一→ 試験項目
の 作 成

相互接続試験
の実施

試験結果の
とりまとめ
HATS推 進
会議への報告

HATS推 進会議

匿 果の了承1

標 準 へ の
フィー ドバソク



資料5-18技 術開発及び実用の分野の人工衛星(運 用中)

区 別 国の宇宙開発計画に基づいて開発された衛星(宇 宙開発事業団) 民間の衛星

衛 星 技術 試験衛星V型

(ETS-V)

「き く5号 」

通信衛 星3号 一a,b

(CS-3a,b)

「さ くら3号 一a,b」

放 送衛星3号 一a,b

(BS-3a,b)

「ゆ り3号 一a,b」

アマチ ュア衛星

(JAS-1b)

「ふ じ2号 」

JCSAT-1,2 ス ー パ ー バ ー ド
ーA
,B

目 的 静止三軸衛星バス
の基盤技術の確

立、次期実用衛星

開発に必要な自主

技術の蓄積、航空
機の洋上管制、船
舶の通信、航行援

助、捜索救難等の
ための移動体通信

実験

CS-2に よ る通

信 サー ビ ス の 継

続、増大す る通信

需要に対処、通信

衛星に関す る技術

開発

BS-2に よ る 放

送 サー ビ ス の 継

続 、増大かつ 多様

化 する放 送需要に

対処 、放送衛 星に

関 する技術開発

JAS-1の 後継機
としてアマ チュア

無線技術の向上 及

びアマチュ ア無線

を通 じての国際親

善 を促進

第一種 電気通信事

業

(衛 星 通 信 サー ビ

ス)

受託 放送事業(2

のみ)

第一種電気通信事

業

(衛星 通 信 サー ビ

ス)

受託放送事業(B

のみ)

打上げ時期 62.8.27 63.2.19(3a)

63.9.16(3b)

2.8.28(3a)

3.8.25(3b)

2.2.7 元.3.7(1)

2.1.1(2)

4.12.2(A)

4.2.27(B)

打上げロケット H-1 H-1 H-1 H-1 アIlア ン4(ESA)〔1)

タイタンm(米 副 ②

アIlア ン4(ESA)

軌 道 位 置

(東 経)

150度 132度(3a)

136度(3b)

110度 近 地 点高 度 約900

km、 遠地点高度 約

1,700km、傾斜角 約

99.の楕円軌道

150度(1)

154度(2)

158度(A)

162度(B)

軌道上 重量 約550kg 約550kg 約550kg 50kg 約1,340kg 約1,660kg(A)

約1,550kg(B)

姿勢制御方式 三軸姿勢制御方式 ス ピン安定方式 三軸姿勢制御方式 一 ス ピン安定方式 三軸姿勢制御方式

設 計 寿 命 1,5年 約7年 約7年 約3年 約10年 約13年(A)

約10年(B)

搭 載中継器 Lパ ン ド

Cバ ン ド

Kaバ ン ド(10)

Cバ ン ド(2)

Kuバ ン ド(3) 145MHz/435

MHzバ ン ド

Kuバ ン ド(32) Kuバ ン ド(23)

Kaバ ン ド(2)

1
"… 雪

⊥ 甲

㎝



資料5-19技 術開発及び実用の分野の人工衛星(計 画中)

区 別 国の宇 宙開発計画に基づいて開発 され る衛星(宇 宙開発事 業団) 民間の衛星

衛 星 技術試験衛星VI型
(ETS-VI)

通信放送技術衛星
(COMETS)

熱帯降雨観測衛星

(TRMM)

技術試験衛星Vll型

(ETS-Vll)

BS-3N N-STARa,b JCSAT-3 BSAT-1a,b

目 的 H-IIロ ケ ッ ト

試験機の性能確
認、大型静止三

軸衛 星バ ス技術
の確立、固定通

信及び移動体通

信並 びに衛星間
通信 に関す る高

度の衛星通信の

ため の技術 開発
及びその実験

高度移動体衛星

通信技術、衛星

間通信 及び高度
衛星放送の新 技

術、 多周波数帯

インテグレーショ
ン技術並 びに大

型静止衛星 の高

性能化 技術 の開

発 及 び そ の 実

験 ・実証

全地球 的規模 の
エネルギー収支

のメカニ ズム解

明等に不 可欠な

熱帯 降雨の観測

等

ランデプ ・ドッ

キング技術、遠

隔操作技術等 の

軌道上実験等、

宇宙用 ロボッ ト
に開す る先行的

実験

BS-3a,bに

よ る放 送 サ ー ビ

ス の バ ッ クア ッ

プ

第一種電気通信

事業

(衛 星 通信 サ ー
ビス)

第一種電気通信

事業

(衛星 通 信 サー
ビス)

BS-3に よ る

放送 サービスの

継続 、新 たな放

送 サービスの開

始

打上げ時期 6年 度 8年 度 9年 度 9年 度 6年 度 7年2月(a)

7年8月(b)

7年8月 9年 度(1a>

10年 度(1b)

打上げロケット H-II H-II H-II H-II ア リア ン4(ESA) ア リアン4(ESA) ア トラスII-AS

(米国)

未定

軌 道 位 置

(東 経〉

153,8度 121度 予定 高度約350km、傾
斜 角 約35.の 円

軌道

高度約550km、傾
斜 角 約35.の 円

軌道

110度 予定 132度(a)

136度(b)

128度 予定 110度 予定

軌道上重量 約2,000kg 約2,000kg 約3,500kg 約2,600kg 約630kg 約2,000kg 約1,800kg 未定

姿勢制御方式 三軸姿勢制御方式 三軸姿勢制御方式 三軸姿勢制御方式 三軸姿勢制御方式 三軸姿勢制御方式 三軸姿勢制御方式 三軸姿勢制御方式 未定

設計寿 命 約10年 約3年 約3年 約1.5年 7年 以上 10年 以上 約12年 10年 以上

搭載中継器等 Kaバ ン ド

Cバ ン ド

Sバ ン ド

0バ ン ド

光

Kaバ ン ド

Sバ ン ド

ミ リ波

降雨 レー ダー、
可視 ・赤外観測

装 置、TRMM
マ イクロ波観測

装置、雲及 び地

球 放 射 エ ネ ル
ギー観測装置、

雷観測装置

Kaバ ン ド

Sバ ン ド

Kuバ ン ド(3) Kaバ ン ド(11>

Kuバ ン ド(8>

Cバ ン ド(6)

Sバ ン ド(1)

Kuバ ン ド(28)

Cバ ン ド(12)

未定

ね

1

膳

十}
珊

粛

1

8
ゆ

「
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5-5放 送の技術動向

資料5-20放 送 の技術動向

項 目 概 要

SSB短 波放送 電気通信技術審議会 の答申をふ まえ、短波放 送のSSB化 に関す る省令 改正
を行 う。

第2世 代EDTV ・電気通信技術 審議会EDTV委 員会 で検 討 された第2世 代EDTVの 暫定方

式 をもとに室 内実験 及び野外実験 を行 う。

FM文 字 多重放 送 ・FM放 送の補完情報及 び道路 交通情報等の伝送 が可能 となるよ う、FM文

字 多重放送 に関す る省令を改正 し、平成6年 秋頃 を目途 に実 用化 を図 る。

放 送 衛 星 に よ る
データ伝送

・放送衛星の デー タチャ ンネル を利用す るデー タ放送の技術 的条件 につ いて

電気通信技術審議会 か ら平成5年6月 に一部 答申。通信衛星 によるデー タ
放送及び文字放送に ついて も平成5年6月 か ら審議 を開始。

デジ タル音声放送 ・移動体 向けデ ジ タル音声放 送 に関す る技術 動向 及び放 送方 式 の調査 を実

施。

5-6基 準認証制度等

資料5-21用 途別高周波利用設備許可件数(累 計)の 推移

年度末
区 別 63 元 2 3 4

通信用
設 備

電力線搬送設備 18,158 17,833 17,831 17,763 17,756

誘導式通信設備 686 714 758 781 845

小 計 18,844 18,547 18,589 18,544 18,601

医 療 用 設 備 14,044 14,125 14,426 14,700 14,979

工 業 用 加 熱 設 備 39,702 40,311 40,950 41,470 41,970

各 種 設 備 107,550 108,133 108,920 110,066 U1,377

合 計 161,296 181,116 182,885 184,780 186,927

(注)許 可 の対象 となる高周波利用設備は、10kHz以 上 の周波数 を使用す る通 信設備(郵 政 省令

で定め るものを除 く〉及び、ISM設 備(産 業用、科学用、 医療用 、家庭用 その他 これ と類似

の用途 に利用す る通信設備 以外の設備 で、 高周波 出力が50Wを 超え るもの)で ある。

資料5-22高 周波利用設備の機種別型式指定 ・確認件数

(累計)

年度末
区別 63 元 2 3 4

搬送式 インター ホン 81 82 84 85 86

電 子 レ ン ジ 381(692) 508(692) 6工2(692) 713(692) 807(692)

電磁誘導加熱式調理器 146 156 180 221 255

超音波洗浄機 、超音波 ウェ
ルダー 及び超音波加 工機 191 220 253 281 320

一般搬送 式デ ジタル伝送

装 置
83 100 108 117 119

特別搬送式 デジタル伝 送
装 置 12 35 38 44 44

合 計 894(692) 1,101(692) 1,275(692) 1,461(692) 1,631(692)

(注)()内 の数字 は旧制度 における電子 レンジの型式指定 の件数
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資 料5-23端 末 機器技術基準等適合認定状況

(累計)

年度末区別 元 2 3 4 5

技術基準適合認定 6,083 7,415 8,552 9,708 10,926

電 話 機 1,829 2,109 2,285 2,470 2,674

構 内 交 換 機 353 470 551 636 737

ボ タ ン 電 話 機 747 999 1,232 1,463 1,695

そ の 他 の 機 器 3,154 3,837 4,484 5,139 5,820

技術的条件適合認定 2,459 3,061 3,607 4,144 4,805

専 用 回 線 端 末 1,025 1,244 1,438 1,613 1,816

ファクシミリ通信端末 2 2 2 2 2

回 線 交 換 端 末申 1,009 1,080 1,119 1,138 1,157

加 入 電 信 端 末 88 88 89 89 89

テ レ ビ 会 議 端 末 7 7 7 7 7

自 動 車 電 話 端 末 81 97 116 124 156

船 舶 電 話 端 末 9 9 11 11 11

空港無線電話端末 7 10 10 10 10

ISDN 148 435 720 1,051 1,445

そ の 他 83 89 95 99 112

総 計 8,542 10,476 12,159 13,852 15,731

*パ ケ ッ ト交換 端 末 を含 む 。
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資料5-24技 術基準適合証明の証明数

(累計)

年度末

区別

試 験 申 請 合 格 台 数
書面 申請
合・格件数

元 2 3 4 5

1

5

沿 岸 無 線 電 話 8,623 8,623 8,623 8,623 8,623

1

2

航 空 機 電 話 140 150 190 210 249

1

0

自 動 車 電 話 286,510 296,084 401,675 460,253 531,055

1

92

MCA 204,668 206,446 221,205 242,520 260,502

1

56

地 域 防 災 無 線 59 123 201 273 382

1

0

港 湾 無 線 電 話 2,280 2,880 4,777 5,377 5,577

1

2

簡 易 陸 上 移 動 2β00 8,600 8,805 9,315 12,815 8

テ レ タ ー ミ ナ ル 597 1,159 2,523 3,588 5,655 0

空 港 無 線 電 話 826 1,636 1,991 2,291 4,432

1

0

SSB無 線 電 話 162 162 162 162 162 0

デ ジ タ ル 無 線 470 1,537 2,728 3,345 3,965 19

F3E等 98,020 112,449 126,838 143,735 159,277

1

5

特 定 ラ ジ オマ イ ク 47 567 1,443 2,088 3,011

1

0
.

無 線 標 定 2,625 3,075 4,241 5,635 6,929 0

市 民 ラ ジ オ 587,675 619,798 639,987 658,667 663,816

1

10

パ ー ソ ナ ル 無 線 1,740,241 1,756,846 1,788,961 1,802,766 1,817,054 8

50GHz簡 易 無 線 2,187 2,580 2,958 3,396 3,743 0

構 内 無 線 32,930 37,838 43,374 47,289 50,702

1

1

コ ー ド レ ス 電 話 272,529 288,788 315,508 329,088 340,577

1

1,230

特 定 小 電 力 238,725 447,773 1,205,079 1,687,098 2,049,089

1

91

VSAT 682 1,513 L778 2,821 3,417

1

0

ア マ チ ュ ア 無 線 一 一 0 1,000 1,140

1

116

800MHz帯 デジタル自動車電話 一 一 　 2,085 31,158

1

4

1,500MHz帯 自動車 電話 一 一 一 0 8,158

1

4

テレメータ用等の固定局 　 一 一 198 2,095

1

0

非常警報 固定局 用 一 　 一 2 100 0
■

小電力データ通信 システム 一 } 一 0 3,436 0
.

小電力セキュリティシステム 一 一 一 0 139 1

陸 上 移 動 地 球 局 一 一 一 0 99 O
I

移動通信基地局エン トランス 一 一 一 0 32 O
I

デ ジタル コー ドレス電話 一 一 一 　 893 0

簡易型携帯電話陸上移動局(PHS> 一 一 一 一 3,170

1

0

デ ジ タ ルMCA 一 一 一 一 365

1

0
1

車両感知用無線標定陸上局 一 一 一 一 10 O
I

合 計 3,482,296 3,798,627 4,783,047 5,421,825 5,981,827 1,648
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資料5-25無 線機器の型式検定合格機器の件数 (累 計〉

区 分 元年度 2年 度 3年 度 4年 度 5年 度

義務検定機器 周波数測定装置 247 251 254 254 254

警急自動受信機 48 48 48 48 48

船舶救命用無線機器 35 41 54 58 63

DSC送 受信機※ 一 4 27 28 36

DSC装 置 ※ 一 2 8 8 11

狭帯域直接印刷電信※ 『 3 5 5 6

DSC専 用受信機※ 一 4 14 14 18

ナブ テ ッ クス ※ 一 4 4 4 5

手毒酸 撫 あ灘 能グルー
『 　 　 0 0

船舶地球局 一 　 一 0 0

航空機用無線機器 26 26 30 30 30

無線方位測定器 133 133 133 133 133

レー ダ ー 499 549 616 649 688

任意検定機器 気象援助用無線機器 174 174 174 177 178

ミニサテ用送受信装置 5 5 5 7 8

海上DSB 一 一 一 1 5

公 共 用 トラ ン シーバ ー 8 8 8 8 8

航空機無線電話 2 2 2 2 2

800MHz帯 自動 車 電話 45 86 103 122 163

1,500MHz帯 自動 車 電話 一 一 一 0 17

MCA 114 140 159 171 194

デジタルMCA 『 『 一 o 3

地域防災用無線機器 5 9 11 16 20

港湾無線電話 5 8 9 9 9

簡易陸上移動無線電話 3 5 7 10 10

テ レター ミナ ル 1 1 3 5 5

空港無線電話 2 2 2 2 5

沿岸無線電話 4 4 4 4 4

簡易無線 1,281 1,331 1,372 1,399 1,494

非常用位置指示無線標識 58 60 60 60 61

ラ ジ オ ・ブ イ 190 196 201 201 203

SSB 515 517 517 517 519

F3E等 2,540 2,598 2,704 2,794 2,866

高周波利用機器 0 0 0 0 0

合 計 5,940 6,211 6,534 6,736 7,066

(注)1.レ ー ダー に は 、義 務 検 定 に該 当す る もの と任 意検 定 に 該 当す る もの が あ る。

2.※ の 機器 は、4年2月1日 よ り義 務 検 定機 器 に移 行 した。

資料5-26ガ ッ ト通報件数 (5年 度末現在)

年 度 元 2 3 4 5

規 格 ・ 基 準 4 4 4 4 6

認 証 制 度 1 2 4 4 3

(注)我 が 国 は55年5月 に ス タ ン ダー ド協 定 を受 諾 した 。
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